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人事研究の系譜と現代の潮流 

 

理事  圓生 和之（神戸学院大学教授） 

 

 「２１世紀の人事戦略」を大会テーマとする第 2 回春季大会の議論を中心とした本号の巻頭に

あたり、日本の人事研究の系譜と現代の潮流について概観してみたい。 

 近頃、地方公務員制度に関わる人の間では、「人材マネジメント」という言葉がよく使われるよ

うになった。人的資源管理（ＨＲＭ：Human Resource Management）を言い換えた語で、「職員の

能力を最大限に引き出し、職員の成長が組織力の向上につながるよう、人事の作用を戦略的に実

施すること」だという。これに対しては、「従来の日本の人事管理には、既に内在している」とい

う指摘もあるが、そうした視点で人事を展開することの重要性については、異論はないだろう。 

 日本の人事研究においては、英名を「Japan Society of Human Resource Management（ＨＲＭ

の日本学会）」という学会がある。人事研究を主な研究対象として半世紀を超える歴史を持つ学会

で、和名は伝統の名称を守り続け「日本労務学会」という。経営学、経済学、社会学、心理学、法

律学、労働科学の諸分野の研究者で構成され、日本の人事研究の一つの中核をなしてきた。 

人事研究は何に関心を寄せてきたか 

上記の学会が半世紀あまり毎年開催してきた年次大会で取り上げた統一論題を整理した資料が

ある。これを用いて、日本の人事研究は何に関心を寄せてきたかを概観したい。次のような語が

キーワードとなっているようである。 

前期（1970 年代～1980 年代中頃） 経営労働、人間性、日本的労務慣行、労務問題  

中期（1980 年代中頃～1990 年代） 労務管理、人的資源管理(ＨＲＭ)、仕事、国際化 

後期（2000 年代～2010 年代）   人材競争、キャリア、非正規、高齢者、女性、若者 

 1970 年代からの前期では、日本的労務慣行など労働そのものを研究対象としたものが多いが、

1980年代中頃からの中期では、管理やマネジメントという語が多く用いられるようになっている。

研究の視点が経営側にシフトしたと捉えることができるだろう。2000 年代からの後期では、グロ

ーバル化の進展のもと、企業が利益を得て成長できるための、市場における人材競争、人材育成

が中心的な関心事となっている。これまで縁辺の扱いであった非正規雇用の労働者、高齢者、女

性、若者などを取り上げたテーマも多く見られるようになっている。 

人事研究の論文は何を取り上げてきたか 

1971 年から 2019 年までの半世紀の間に発表された日本の人事研究の論文 1,694 本について、

計量書誌学的な手法で文献レビューを行った興味深い調査がある(注)。1,694 本の論文のタイトル、

要旨、キーワード、引用文献名をデータベース化し、頻出する語の推移などを計量的に分析して

いる。この調査の結果をみて、筆者が関心をもった主な事項を挙げると次のようになる。 

 ・「労務」「労使関係」「組合」などの語は、前期には頻出するものの激減している。 

 ・反対に、「キャリア」に関わる語は、前期にはなかったが近年は頻出するようになっている。 

 ・「賃金（給与）」といった語は、継続して見られるものの、頻出の度合いは低下している。 

 ・論文の分野は、前期は（多いものから）経営学・社会学・経済学の順であったところ、 

  経営学・心理学・経済学の順へと変化している。（心理学の増加は興味深い。） 
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 ・中期から後期を通じて最も多く引用された文献は、小池和男氏の「仕事の経済学」であり、 

経済学以外の学問分野の論文でも頻繁に引用されている。 

人事研究から「人事」の研究が減っている 

 人事研究で、「人事」そのものの研究が少なくなっているという指摘がある。かつての人事研究

は、人事の仕組みや作用の中心である採用・配置・評価・賃金(給与)・労使関係など、人事の基本

領域に関する研究が多くを占めていたが、そうした研究が少なくなっているというのである。上

記の調査結果における「賃金（給与）」といった語の動向とも整合的である。一方で、確かに近年

の人事研究は、非正規雇用の労働者、高齢者、女性、若者などの個別の政策課題や、キャリア形

成、グローバル人材、インクルージョン、ジョブ型雇用といった現代のテーマを取り上げるもの

が多くなっている。 

新たな実践的、社会的課題に取り組むことは有益なことであるし、人事という事柄の性質上も

実務に貢献する視点は重要である。しかし、研究結果が出やすい短期スパンの実証研究が好まれ、

成果の出にくい理論研究など長期スパンの研究は敬遠されているとの指摘もある。 

実務からの要請も強い現代のテーマを対象とした分析を進める中でも、人事の仕組みや作用を

対象とした研究に繋げる視点を持ち、新たな事象によってそれらがどう変化し、働く人や組織に

どのような影響を与えているかといった研究の視点を見失わないようにしたいものである。そう

してこそ、人間や社会のありようを問うような本来の研究目的に近づけるのではないか。 

実務を踏まえた人事研究の進展に期待 

教育と人事は、誰でも評論家になれるといわれる。誰もが、小学生のときから教育の対象者（受

け手）であったし、社会人なら人事の対象者（受け手）である。募る不満も多いだろう。だから、

それなりにもっともらしく語ることは容易い。こうして、誰もが評論家となり、思いつきの提言

が跋扈する。しかし、実施者（送り手）であった人は多くないし、実証的に分析した人はもっと

少ないだろう。したがって、実施者として施策を検証している人や学術的な知見を学んだ人なら

誰でもその是非を知っているような事項でも、そうした思いつきの提言が繰り返される。 

だからこそ、人事にもＥＢＰＭが必要である。エビデンスに基づいて人事を議論することが重

要である。それには、前提として、まず現場の実態を把握し、その中からものごとの本質を見極

める必要がある。そして、先行研究と理論に学び、データによる実証分析から知見を得る。その

知見を実務に反映させる。こうしたことを積み重ねていくことが重要ではないか。 

近年の人事研究で最も引用されているという「仕事の経済学」の小池和男氏は、データと丁寧

なインタビュー調査による観察を繰り返し、現場の実態を知り、真実を突きとめ続けた。現代の

人事研究は、大量のパネルデータ(時系列の個票データ)を高度な計量経済学の手法で分析したも

のが主流となっているが、そうした中にあって、小池氏は現場を知ることにこだわった。そして、

皮肉にも、最先端の研究の多くが、その小池研究の理論を引用しているという。 

地方行政実務学会の研究者は長年の実務経験を持ち、実施者としての経験をもつ人も少なくな

い。インタビュー調査などより遥かによく現場を知っている。そうした実務の視点を起点として

実証された知見により人事研究が進展することを願っている。 

 

(注)江夏幾太郎ほか(2022)『経済経営研究年報』第 71 号.pp.43-89. 
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第 2 回春季大会 2022 シンポジウム 

 

これからの自治体人事行政 

 
日時：2022 年 7 月 2 日、早稲田大学国際会議場 井深大記念ホール 

キーノート・スピーチ「キャリアデザインを具体化する生駒市の人事戦略 

－地方公務員の副業・兼業の促進と民間人材の活用の事例から－」 

小紫 雅史 氏（生駒市長） 

 

パネル・ディスカッション「これからの自治体人事行政」 

小紫 雅史 氏（前掲）（非会員） 

岡田 淳志 会員（伊勢崎市） 

大谷 基道 会員（獨協大学、元茨城県） 

小野 英一 会員（東北公益文科大学、元山形県）（モデレーター） 

寺崎 裕量 会員（東京都大田区）（司会進行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
司会（寺崎） 
 ただいまから、地方行政実務学会第 2 回春季大会

シンポジウムを開催いたします。私は司会を担当い

たします、東京都大田区の寺崎裕量と申します。 

 大会シンポジウム第 1 部のテーマは「これからの

自治体人事行政」です。2000 年 4 月に地方分権一括

法が施行され、住民に最も身近な行政として自治体

は自主的かつ総合的に地域の行政サービスを担う存

在と位置づけられました。そして約 20 年後の現在

においては、少子高齢社会、住民ニーズの多様化や

新型コロナウィルスの

蔓延など、自治体を取

り巻く環境が大きく変

化するなかで、働き方

改革や地方創生、自治

体 DX などの取り組み

を進めつつ、未来をも

見据えた新たな行政サ

ービスの設計・提供が

求められているのでは

ないでしょうか。 

 これらの背景を踏まえれば、これからの自治体職

員は今まで以上に、より高度な職務遂行能力が求め

られるのは間違いありません。また、組織としては

これらを担う人材をいかに確保・育成していくか。

そしてその能力をいかに発揮させていくかが課題と

なります。本シンポジウムでは、「自治体の土台・核

心」とも言える人事行政について、近年の動向を踏

まえつつ、その課題と展望について議論を深めてま

いりたいと思います。 

 まず、キーノート・スピーチを奈良県生駒市 小

紫雅史市長にお願いいたします。小紫市長は一橋大

学卒業後、1997 年環境庁に入庁され、ハイブリッド

自動車税制優遇、民間企業との環境自主協定等の施

策に従事されたほか、在米国日本国大使館に勤務。

また、在職中は米国シラキュース大学マックスウェ

ル行政経営大学院への留学、職務の傍ら NPO 法人

プロジェクトK（霞が関を変える若手の会）の立ち

上げ、副代表理事も務められました。2011 年全国公

募で生駒市副市長に就任し、2015 年生駒市長に就任、

 
 

 

 

 

 

 

 

 

寺崎 裕量 氏 
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現在 2 期目をお務めです。今回は「キャリアデザイ

ンを具体化する生駒市の人事戦略－地方公務員の副

業・兼業の促進と民間人材の活用の事例から－」と

題してご講演いただきます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

Ⅰ キーノート・スピーチ 

「キャリアデザインを具体化する生駒市の人事戦略

－地方公務員の副業・兼業の促進と民間人材の活用

の事例から」 

 こんにちは。キーノート・スピーチの光栄なお役

目をいただき、心から感謝申し上げます。また、先

ほど理事長の話にもありましたように、学会がます

ます発展をしておりますことを心から嬉しく、心強

く思っております。大会実行委員長の西出先生は、

先ほどご紹介いただきましたシラキュース大学マッ

クスウェル行政経営大学院で1つ上の先輩として大

変お世話になり、そういうご縁も今回の機会につな

がっているのかなと思います。 

 今日のテーマ

の人事ですが、何

をするにも人が

すべての土台に

繋がっていくと

いうことで、キャ

リアデザインを

具体化する生駒

市の人事戦略についてお話します。生駒市は、特に

採用中心にユニークな取り組みをしています。ただ、

我々としては突拍子もないことをウケ狙いでやって

いるつもりはありません。副業の話も採用の取り組

みも、今の社会の流れや地方自治体に求められてい

るものを考えると、こういう人事制度にしないとも

う持たないから、当たり前というくらいのつもりで

やっております。 

 自己紹介ですが、先ほどございましたように、

1997 年に環境省、ちょうど COP3 で気候変動の枠

組条約では 3 回目の会合が京都で開かれた年に、当

時の環境庁に入りました。その年に発売されたプリ

ウスの税金を安くすることで販売加速を応援しよう

という取り組みをしたり、アメリカのワシントン

DC の大使館に行っていた頃にオバマ政権ができて、

エネルギーとか脱炭素を雇用や新しい産業につなげ

たり、非常に力を入れてやりがいのある仕事でした。 

 生駒市の副市長を公募しているという話があって

内定を頂いたのですが、東日本大震災が起きてその

関係の仕事もしておりましたので、悩みました。で

すが、仕事にメドがついたこともあって、2011 年 8

月から生駒市役所で働いております。副市長として

は 3 年半、その後約 7 年市長に就いています。 

 先ほど紹介があったように、プロジェクトK とい

う霞が関を変える会を官僚時代にやっていて、何人

かと一緒に共著を出したこともあります。生駒市に

来てから残業削減の本や面接の話、自治体 3.0 とい

う、市が取り組んでいる市民や事業者とともにまち

づくりを進めていこう、行政だけでまちづくりをす

る時代は終わりましたという本、そして今日のテー

マにも繋がるような新しいキャリアデザインという

本を 5 冊書かせていただいております。ご関心がご

ざいましたら、先生方も手にとっていただければと

思います。私の実務というか市長としての思いとか、

してきたことを書いておりますけれども、実務の詳

細な部分や学術的にはざっくりした本ですので、い

ろいろご指摘もいただきたいと思っております。 

 私は 48 歳ですが、4 人目の子供が去年生まれて育

児休暇を取りました。首長が育児休暇を取るのは、

そんなに珍しい話でもなくなりつつありますけれど

も、奈良県では初めてだったということで取りあげ

ていただきました。コロナの時期だったので両方の

見方があって、コロナなのに休むのかという見方と、

コロナだからこそオンラインとかテレワークで仕事

できる時代になったという見方がありました。確か

にテレワークで幹部会議も家から参加したり、お客

さんに合わない時は自宅で仕事したりという形で、

1 年間育児休暇を取らせていただきました。 

 今日の流れですが、地方創生が自治体職員にもた

らしたものを振り返って、激動の時代をどう生きて

いくのかということで本題に入っていきたいと思い

ます。 

 

地方創生が自治体や職員にもたらしたもの 

 まず、地方創生が自治体職員にもたらしたもので

すけれども、よく言われているように中央集権から

地方創生ということで、戦後復興や高度経済成長時

代には中央集権で政府が「こうやろう」と言って地

方自治体がその方針をきちんと執行する、というこ

とが合理的でした。そこで、自治体に求められるも

のは、国の方針に基づいて大過なくしっかりとそれ

を執行することで、減点主義とか現状維持で国の方

針をやっていこうということが、ある意味で自治体

の役割だったと思います。 

 ただ、世の中の流れが変わってきて地方創生の時

 
 

 

 

 

 

小紫 雅史 氏 
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代になってくると、当たり前ですが社会の変化が加

速して、国民のニーズが多様化したり、地域差で北

海道や沖縄、東京ならではの課題も違ったりしてき

ます。奈良県のなかでも全然違っていて、北部の生

駒市のような都市部と南部の吉野の方だと課題もリ

ソースも違うなかで、どう対応するか。国が決めた

画一的なルールで合理的にうまくいくはずがない、

ということです。 

 国が自治体を支援する仕組みも大きく異なってい

ます。高度経済成長時代には大蔵省が「お金が余っ

ているから何か使うことはないか」と、今から考え

ると夢のような時代でした。国と自治体の関係も一

緒で、国からいろいろな補助金を出すから自治体で

どんどん使ってほしいう感じで、支援や補助も多く

ありました。けれども、今は地方創生といっても配

るお金もあまりない。だから、「地方のことは地方で

考えたほうが良い」という流れになっています。国

も虫がいいなと思いますけれども、地方創生は、地

方自治体にとっても 1 つのチャンスであるし、当た

り前の方向性なので、国が言ったことだけに対応す

る自治体ではもう落第であり、現状維持というのは

明らかに後退です。ですから、地方自治体に求めら

れるものも変革と挑戦、減点主義ではなくて加点主

義です。失敗を時々しても、それを上回るプラスを

生み出すことで、まちを動かしていくことが必要だ

と思います。 

 それを受けて、自治体の職員に求められる能力も

当然変わってきます。昔は同質性が高くて、事務能

力が高ければ国から言われたことをミスなくしっか

りやっていくようなことが可能でした。そういうこ

とができる職員や自治体がすごいとされる。生駒市

も県内では結構モデルにしてもらえるような自治体

ですけれども、やはり昔は職員の仕事もミスがない

し速いし、きちんとやっているということで評価さ

れていました。ただ、今は先ほど申し上げたように

加点主義です。ですから、国から言われたことをや

るだけではなく、地方の実情や個性に応じて新しい

ことに挑戦をしていかなければいけない。 

 生駒市の職員は 800 人くらいですが、昔は皆が同

じように動けば効率が良かった。ですが、行政課題

も非常に多様化していますので、800 人が同じアイ

デアを出してきても仕方がない。少し変わった職員

がいないとなかなか新しいアイデアも出てきません。

デジタルや発達障害といった専門性の高い課題には、

専門性の高い職員がやはり必要になります。 

 そして、何よりも変革精神です。言われたことを

やる職員が 800 人いても、絶対に地方創生は実現し

ません。むしろ国が遅れているから、自分たちが先

にやるという変革精神を持った自治体や職員が出て

くることで、地方創生がようやく言葉遊びから本当

に魂のこもった良いまちづくりにつながっていくの

だろうと思います。 

 少し蛇足ですけれど、多様な専門性を持った人材

がいると、それを取りまとめる管理職の力も求めら

れるようになります。なので、管理職も逆にこうい

う時代だからこそ、いろいろな人材をうまく取りま

とめていくような人も必要になってくると思います。 

 次に、そうした人材を採用する方法、人事がどう

変わっていくのかということです。これはいろいろ

な議論があると思いますけれども、新卒職員で大学

や高校を出てすぐの職員をほとんどの自治体は採っ

ています。しかし、これからは中途採用を重視する

ことが必要です。生駒市の中でも議論がありました

けれど、場合によっては中途採用の方が多い年もあ

ります。専門職は中途採用の職員がかなり多くの自

治体で入ってきていますので、それも含めると生駒

市は新卒採用の方が少ないくらいです。専門性や即

戦力が強く求められていくなかで、新卒の職員だけ

というのは時代の流れに合わないのではないか。新

卒の職員で長く生駒市のために働く職員も当然必要

なのでバランスが難しいですけれども、全員新卒と

いう採用はもう生駒市はやめています。 

 次に、民間希望か公務員志望かどちらかを選ばな

ければいけない、というような風潮が長くあって、

今も少し続いています。こうした二項対立的な言い

方は、もうなくなればいいと思っています。生駒市

は、そういう意味で公務員試験の専門試験、例えば

技術系の専門知識を問うような試験とか、消防職員

の体力テストとか、保育士の実技といった試験は残

していますけれど、基本的にはもう SPI3 で対応し

ています。決して SPI3 が万能だと思っているわけ

ではなく、普通の試験だと思っています。ただ、教

養試験のクイズみたいな問題を出して、民間を志望

しているけれど公務員にも関心がある人を門前払い

するような、無駄な試験はもうやめてしまおうとい

うことでやめています。これをやめるだけで受験者

は 2 倍から 3 倍になって、優秀な職員を採用できる

ようになりました。ただ、これは自治体が決めるこ

とですが、やはりまだ従来型の公務員試験を続けて

いる自治体の方が多いのが現実です。 

 なりたい職業ランキングというものがメディアに

出ますけれど、日本とアメリカは全く違います。ア
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メリカでは 1 位が NPO で 2 位が国務省とか、民間

と公務員の垣根がないのが当り前なんですね。僕も

大学院で学び、MPA という学位を取得しています

が、これは行政経営学というMBA と近い学位です。

アメリカでは行政も経営という感覚があり、ただ、

扱うテーマが少しパブリックに近いだけで、ほとん

ど MBA と同じような認識で学んでいました。そう

いう意味では、民間と公務員というように綺麗に線

を引きたがる日本の方がおかしいと思っています。

こうした二項対立は早くやめたほうがいいと思いま

すし、民間から公務員になれる、逆に公務員から民

間に行く人はまだ少ないですが、そういう社会にな

っている以上、ここで線を引くのはあまり意味がな

いと思います。 

 最後に、多様な働き方が前提と書いていますが、

これはもう一気に進んでいます。生駒市は相当早い

段階でトップランナーでしたけれども、かなりの自

治体が追いついてきていると思います。テレワーク

で働いてもいいですとか、生駒市の職員だけれど東

京に住んでいますとか、場合によってアメリカに住

んでいますとか、そういうことが当然あります。生

駒市で採用している職員にも東京や岡山の人がいま

す。 

 あとは任期付きですね。終身雇用ではなくて、3 年

とか最長でも 5 年で、その間にこのプロジェクトを

やってくださいという職員の採用の仕方が普通にな

っています。週 5 日、9 時から 5 時まで市役所に来

てくださいなんて言わずに、週 2 回とかでもいいで

すよ、午前中だけでもいいですよ、という感じの非

常にフレキシブルな働き方もオーケーです。本業で

別の民間の会社や NPO をしているけれども、市役

所でも副業として働くこともオーケーということを

生駒市はしています。 

 生駒市だけではなく他でも増えていますが、その

理由は何かというと、市役所に月曜から金曜の 9 時

から 5 時まで絶対にいてくださいと言った瞬間に、

特に生駒市役所で働きたいと思う人がいても、東京

の人は仕事を辞めて家族を連れて引っ越して生駒市

に来て働く、というのがものすごく高いハードルな

んです。100 人に 1 人もいないと思います。ですが、

テレワークでもいいとか、東京に住んだままでもい

いとか、本業したままでもいい、となった瞬間に、

生駒市役所で働いてくれるメンバーのなかにも民間

企業でトップ・オブ・トップみたいな人が、生駒市

に参加してくれるということです。そういうことま

でしないと、官民連携で民間人材に働いてもらうと

ことはできないだろうと思っています。 

 逆に、生駒市は職員が副業・兼業することもいい

ですよと言っています。神戸市の次にスタートしま

した。こちらは今、20 人くらいです。消防職員が

NPO をしたり、職員がサッカーとかスポーツのコ

ーチをしたり、情報化アドバイザーのようなことを

して、収入を得ている人もいます。でも、まだ 20 人

です。もっともっと出てきてもいいと思います。い

ろいろな議論がありますけれども、どこかの県の消

防士がユーチューバーとして収入を得たら、処分さ

れたということがありましたけれど、生駒市なら全

然いいと思います。何の問題もありません。内容に

よってはもちろんダメな場合もありますが、ユーチ

ューバーで稼ぐ職員はめちゃめちゃ優秀な職員です。

生駒市にもそんなユーチューバー職員が出てきたら

いいなと思っているくらいです。 

 次に、終身雇用の崩壊です。これはもう、ある意

味で当たり前だと思います。僕も採用説明会で言っ

ていて、「わざわざ言わなくてもいいのに」と人事か

ら言われますけれど、「君らが退職の時期、65 歳と

か 70 歳の頃まで終身雇用制度なんて 100％ないで

すよ」と言っています。制度がなくなっても、生駒

市役所に残れるだけの能力をつける、もしくは他で

食べていけるだけの力をつける、そのための制度は

整えています。だから、終身雇用が最後まであると

思って、それだけを理由に公務員を目指しているの

なら生駒市役所は受けない方が良い、という言い方

をしています。学生の保護者などは「公務員は安定

した職業だと思っているのに、市長がそんなことを

言っているのか」という感じになりますけれど、今

の 20 代は多くが、そんなものは当たり前だと思っ

ています。 

 終身雇用は確実に公務員の世界でも崩壊します。

どう考えても、「採用してから 40 年間も 50 間も生

駒市役所での雇用を絶対保障します」なんて言えな

いはずです。だからこそ、逆に若い頃からきちんと

キャリアを積んで、挑戦させて成長の機会を与えて

います。終身雇用はなくなっても、頑張れば成長で

きるだけの機会を生駒市は作っています。そのよう

に説明をしているから、きちんとそれに反応してく

れて有望な若い人が生駒市を目指してくれていると

思っています。ちなみに、年功序列は生駒市もどん

どん崩していますけれど、30 代で管理職になれるよ

うな仕組にしているところです。 
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自治体を取り巻く4つの変化 

 次に、自治体を取り巻く 4 つの変化についてお話

しします。まずは、デジタル化です。何回もお聞き

になっていると思いますが、公務員の仕事は、AI や

ICTの進化でなくなる仕事の代表例として挙げられ

ています。リーダーシップやコミュニケーションに

シフトしていかないと、今やっている仕事だけをず

っとやっていたら仕事はいずれなくなる、というこ

とです。窓口業務が減ったり、大きなオフィスが要

らなくなったり、オープンデータの取り組みとかも

当然進んでくると思います。 

 次に、国際化です。コロナでインバウンドが減っ

たのですが、今はインバウンドも再開しましたし、

観光や伝統産業、生駒市もお茶の茶せんなどがあり

ますが、国内では市場がどんどん減っているので海

外に売っていきたい。あとは世界の先進事例ですね。

国内の先進事例も生駒市は結構見ていますけれども、

例えばデジタルの世界だと韓国とかエストニアの取

り組みを見ることで、非常に参考になることがたく

さんあります。生駒市は今までほとんど国際化を意

識せずに自治体運営をしてきましたけれども、これ

からの時代は、例えば「うちは観光都市ではないの

で」などと言っている自治体は失格です。これまで

観光をしていなかったまちも観光都市になる可能性

がありますし、どのまちも国際都市になる可能性が

あります。そういう時代なので、ここをうまく活用

していきたいと思います。 

 あとは、自治体も稼ぐということです。自治体の

職員は稼ぐという言葉に過度に反応して、税金をも

らっているのにさらに稼ぐなどと言ったら市民に怒

られる、と考えます。僕がいくら市長として「やろ

う」と言っても、最後まで抵抗があったり、理解し

てもらえないところが実はここです。コスト削減は

していますけれども、事業仕分けなどは当たり前で

あって、コスト削減だけの行革ではまったく不十分

だと思います。ふるさと納税も 1 つの稼ぐことです

が、これも不十分だと思っています。本当の行革は、

生駒市がすごく頑張っていると、市民や事業者、生

駒市出身者がそれを見て、自分たちもまちづくりに

取り組もうとか、寄付などの形で市の取り組みを応

援してもらうというのが本当に一番大切なことだと

思っています。 

 そこで、生駒市では遺贈寄付、遺産があるけれど

も生駒市のまちづくりに役立ててほしいと言う方が、

生前に寄付を申し入れていただくような仕組みを作

ったり、高額納税者の方とコミュニケーションを取

って何回も寄付していただいています。寄付をいた

だいた時にしっかりと意見交換をして「何に使いた

いですか」という話もしていますし、「図書館でこう

やって使ってください」というのを実際に使って子

どもたちが喜んでいる写真を撮って、その方にもう

一度ご報告に行ったりするとすごく喜んでくださっ

て、何回も寄付をしていただいています。そういう

コミュニケーションと使途の明確化ということで、

例えば生駒市は禁煙とか猫の殺処分をしないという

具体的な取り組みをホームページに上げて明確にす

ると、ツイッターなどで拡散されて、全国的に多く

のお金をいただいているところです。 

 あとは、別にお金でなくてもいいということで、

コロナの時のマスクや生理の貧困による生理用品、

家で余っている食品ロスの問題として野菜が配り切

れないから捨てるといったことをやめようというこ

とで野菜をくださいとか、そんなこともやっていま

す。データでは個人情報が漏えいする事件が尼崎な

どで起きて、非常にセンシティブなところではあり

まけれども、個人情報をきちんと消して、例えば百

歳体操、健康体操を 1 年間毎週続けた人の健康状態

や要介護度と、1 年間何もしない人と比べた時に、

どのくらい有意に要介護になっているか、認知症の

リスクがどのくらい変わっているかといったデータ

は、例えば生命保険会社や健康関係の会社はとても

欲しがるわけです。彼らがアンケートしてもなかな

か市民は答えてくれなませんが、生駒市役所がそれ

をやると非常にきれいなデータが取れる。当然、匿

名性をきちんと確保したうえでデータをうまく活用

することで、お金をいただくのは難しいかもしれま

せんが、逆に会社から違う形でご支援を頂いたり、

健康診断を無料でしていただいたり、グッズを頂い

たりとか、そういうことも当然考えていくべきでは

ないかと思います。 

 最後に、共創です。生駒市のまちづくりの一番大

きな特徴ですけれども、先ほどから申し上げている

行政課題がどんどん専門化し、複雑化・多様化して

いきます。福祉の問題は福祉部局だけでは対応でき

ない。発達障害とか、買い物難民とか、1 つの課だ

けで対応できなくなっています。一方で、国からく

るお金も減ってきますし、予算も伸びません。人員

も減らされて、ますます働き方改革で残業もいけな

いとなれば、なかなか行政だけでは対応できません。 

 なので、生駒市の場合は「新しい公共」というの

は古い言葉になっていますけれども、一般社団法人

やNPO、市民団体のお力をいただいています。団塊
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の世代がリタイアして、生駒市でも平日に図書館に

行くと団塊の世代ばかりですけれど、そういう人た

ちのいろいろな経験が結構使えるまちづくりの分野

もありますので、そういう人たちにまちづくりで活

躍してもらうことで貢献してくれる人になるとか、

主婦層も地域デビューを応援しようとか、現役世代

のサードプレイスですね。働いている現役世代の方

も「あなたの人生は自宅と仕事の 2 つだけでいいん

ですか？ 地域やコミュニティという面白い活躍の

場所もありますよ」と言っています。生駒市は大阪

に勤めるサラリーマンがすごく多いですけれど、そ

ういう人たちに月に1回でいいから生駒で飲もうと

「生駒男会」というすごくベタな名前でやっていま

す。サラリーマンの人はやはり飲み友達が欲しいと

いうことで、多い時には 50 人くらい集まります。

そのくらい地元を、仕事と家庭以外の場所として皆

さんは関心があります。 

 なぜかと言うと、人生 100 年時代になってきて、

50 代になるとそろそろ退職も含めて考え始めるの

ですが、よく考えたら退職した時に地元に誰も知り

合いがいないということに、特に男性は気づきます。

女性でも働いている人はそうです。このままだと本

当に行くところが図書館しかないということで、少

し心配になっている人がいる。そこで、退職する前

から地元でのお付き合いとして、いろいろなまちづ

くりの活動をしたり、それが新しい仕事やコミュニ

ティビジネスにつながったりすることもあるという

ことで、そうした活動が今、非常に盛り上がってい

ます。このように、人の力をまちづくりに活かして

いくということも必要だと思います。 

 学生も私が学生の頃より勉強もしますし、それを

地域で活かしていこうということで、地域活動やイ

ンターンをしてくれます。実学志向を上手く活かせ

ば、まちづくりの戦略になります。企業も単にCSR

ではなく、SDGｓや CSV という形で社会にプラス

になることをしつつ自社の利益にもしている。そう

いう動きがあるなかで、こうした人たちの力を借り

てまちづくりをしていかないと、まちづくりは行政

だけで絶対にできないと思っています。なので、共

創という言葉を生駒市は使うのですけどれも、共創

をしないと仕事にならない時期になっています。 

 

激動の時代をどう生きるか？－公務員3.0を目指す 

 では公務員はどうすればいいのかという点ですけ

れども「公務員 3.0」を目指そう、ということであり

ます。一言で言うと、自治体 1.0 とか 2.0 と私はよ

く言っていますけれど、公務員も一緒です。言われ

たこともやらないとか、したくないみたいな感じの

人は全然ダメです。これが 1.0 だとすれば、言われ

たことはきちんとやるのが 2.0。国からいろいろ言

われたことを、きちんとする自治体のような感じか

もしれません。ですが、公務員 3.0 というのは、市

民や事業者の声をきちんと聞いて、時には市民や事

業者にもまちづくりに汗をかいてもらうことをお願

いできる職員です。 

 生駒市は、組織のビジョンを策定していますが、

これは職員をビジョンで縛るのではなく、ビジョン

をちゃんと理解して、どういう方向性でまちづくり

していくのかを外さなければ、職員が自分でどんど

ん動いてもらえればよいということなんです。自分

だけ、行政だけでやるのではなくて、行政で仲間を

巻き込んだり、市民の力を借りたり、事業者と官民

連携しながら実現していく。そういう公務員がこれ

から必要になっていくだろうと思っています。 

 これは公務員として評価されるだけではなく、何

か新しいことに取り組もうという変革精神、「始動力」

と言っていますけれども、0 から 1 を作るリーダー

シップです。地域を表面ではなく本当に地域に入っ

て理解している自治体職員は、意外と少ないです。

都道府県の職員はもちろんですけれども、やはり市

町村職員でも実際に現場に行って声を本当に聞いて

いる職員はまだまだ少ないと思います。そういう職

員はすごく価値が高い。あとは、巻き込み力ですね。

独りでできることは限られています。行動力や実現

力を持つ公務員は、その自治体の内部評価されると

ころも飛び越えて、どの組織でも、例えば民間企業

に行っても「この人はすごい」と採用される。生駒

市役所を辞めても食べていける職員になる、という

ことでございます。 

 生駒市の人事評価の項目については、少し省略し

ます。先ほど巻き込み力と言いましたけれど、地域

に飛び出すこともできない職員がまだまだいます。

それが 1.0 だとすると、2.0 の職員は結構地域に飛

び出していて、いろいろな人の話をちゃんと聞くん

です。ただし、御用聞きで戻ってくるような感じが

2.0 かなと思います。「市民がこんなことに困ってい

ると言っていました。だから、まちづくりの施策に

活かそう」というのが 2.0 ですね。これは大切なこ

とです。例えば、子供のランドセルがやたら重いと

いうことで「置き勉」と言いますけれど、学校にな

るべく置いて来るようにしましょうと。お母さん方

とお昼ごはんをよく食べますけれど、置き勉の話が
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多いですね。ではどうするのか、キャリーバッグの

ようなコロコロを付けるのか、学校に教材を置いて

いっても良いと指導するのか、ということになりま

す。ただ、これは要望を聞いてきて行政が対応する

ところにとどまっているので、残念ながらまだ 2.0

です。 

 3.0 の職員になると、たとえば地域に飛び出して、

もちろん我々がやるべきことはきちんと話を聞いて

くる。「それは僕らがちゃんとできていませんでした。

すみません、しっかりやります」と。だけれど、「こ

れは自治会でできるよね」「PTA でできるよね」と、

まちづくりに逆に皆さんの力を貸してくださいとい

うことで、市民にしてもらった方がいいことは市民

を応援しながら、実際に市民にやってもらう職員が

出てきています。そういうころまでいって共創力

3.0 となります。公務員 3.0 の要素がいくつか生駒

市にあり、そのなかの共創力 1.0、2.0、3.0 というこ

とを書いていますが、こういう職員になってくださ

いという明確な方向づけをしています。 

 発想力というのもあります。新しい発想をしない

とできないとか、とにかく去年やったこともう 1 回

やっておけばいい、というのが発想力 1.0 の職員で

す。それが発想力 2.0 の職員になると、とにかく面

白いことをしている自治体があるかどうかを調べた

りします。TTP とよく言いますけれど、徹底的にパ

クリましょう、ということで面白いことをしている

自治体の取り組みを見て、それを生駒市でもやりま

しょうなどと提案してくるのが、この 2.0 の職員だ

と思います。発想力 3.0 になってくると、今まで公

務員の世界では当たり前とされていたようなことを

疑って、社会が変化しているのに今までどおりでい

いのかということで、改善というよりも改革、革命

まで言うと言い過ぎかもしれませんが、そういうこ

とができるということです。 

 具体的には、先ほどの職員の副業、テレワークで

の採用といったことは今までほとんどの自治体でし

ていませんでした。公務員は副業してはいけないと

いう話で終わっていて、みんな信じていたのですが、

よく見ると農業やお坊さんはよいとか、よく分から

ないルールがある。それに対しても、確かに農業と

お坊さんはいいかな、くらいで終わっていましたけ

れど、まったくそこに疑いを持たないこと自体が自

治体職員としてはもったいない。 

 副業は、別に利益相反にならず、決められた時間

はきちんと働いて夜とか休日にやるのなら何の問題

もないわけです。よほど公序良俗に反する場合はダ

メですけれども、基本的には職員の副業には何の問

題もありません。もっと言えば、採用する時に副業

や兼業を前提として、本業を持っている人が生駒市

で働いてくれるとことも何の問題もないわけです。 

 自治体で電力会社を作ろうとかもそういう発想で

すね。また、公共バスでも高齢者が運転するのは危

ないから多くの自治体では市でバスを走らせるとか

デマンドタクシーをするとかします。別にいいので

すが、根本的な解決にはなりません。むしろ、高齢

者が何のために移動したいのかを考える発想力、こ

れは問題設定力に近いですけれども、バスが走らな

くても歩いて行ける場所で買い物ができれば良いわ

けです。歩いて行ける場所でお医者さんや看護師さ

んに健康のことを相談して体の不調が取れればそれ

で良い。だとすれば、今、多くの自治体で健康体操

をしていて、生駒市には 100 か所くらいあります。

ボランティアがすごく多くて、自治会館ごとにして

います。月曜日の 10 時から 11 時に体操教室がある

のならば、11 時くらいにスーパーの移動販売車が来

ると、たくさんの方が買ってくれます。歩いて行け

る場所で毎週体操教室しているところと移動スーパ

ーを繋げば、買い物ができます。また、そこに近く

の農家が野菜を売りに来てくれれば、買い物難民が

かなり解消されるわけです。さらに、生駒市の保健

師がそこに行って月に 1 回健康相談をするとか、子

ども食堂、コロナでちょっと止まっていますけれど

も、体操教室が終わった後にみんなでご飯を作って

食べて帰ろうということで、孤食を防ぐとか。バス

を走らせるだけではとても間に合わないと思います

けれども、それに使うお金の半分を歩いていける場

所に買い物ができる、お医者さんや看護師さんにち

ょっと相談できる、ご飯も食べられる、そんな場所

を作ることにお金を使えば、それで買い物難民の問

題もかなり解決されると思います。そのような発想

を変えたりとか、問題の置き方を変えたりすること

ができるような職員をいかに育てていくのか、とい

うことだと思います。 

 

激動の時代をどう生きるか？－個人事業主としての

キャリアデザイン 

 組織や制度は、もう守ってくれない、くらい感じ

で思っておいた方がいいと思います。僕も今の仕事

に図らずも就きましたので、ますますそう思ってい

ますけれども、僕は首長なので落選する可能性も当

然あるわけです。そうした時に、家族 4 人いて幼い

子はまだ 1 歳半なのでどうするか、というキャリア
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デザインは当然考えています。 

 I-Company という言葉がありますけれども、これ

はリンクアンドモチベーションの小笹さんという会

長さんがおっしゃっています。組織に勤めている人

は組織のなかで働くのは当然ですが、自分も 1 つの

カンパニー、会社だということで個人事業主である

ことを意識しながら仕事をしてキャリアを積んでい

くことがとても大切です。 

 組織にどっぷりハマってしまうと、その組織に何

かあった時に自分が生きていけない。それは公務員

も一緒です。終身雇用がなくなっていくなかで、公

務員や自治体でも終身雇用がなくなっており、今の

自治体の職員が仮に解雇された時に、次の日から何

で食べていくのかといった時に「そんなこと考えた

ことすらありません」とか「自分の強みをブランデ

ィングしたり発信したりなんて考えたこともありま

せん」という人がほとんどですけれども、これはま

ずいです。民間企業もそうですし、公務員もそうで

すけれども、組織がアメリカに近いというか終身で

守ってくれる時代ではなくなっていくなかで、だか

らこそ民間企業も副業しましょう、兼業しましょう

と言い始めている側面もあります。なので、なるべ

く副業してみたりユーチューブやってどのくらい稼

げるのかやってみたりとか、そういうことをしなが

ら自分の強みとかどこが売れるのか、どう発信した

らいいのかというブランディング、キャリアの積み

方を1人ひとりの社会人がきちんと考えていくこと

が、これからの日本全体の大きな課題で、公務員も

当然考えていかなければいけない、ということにな

ります。 

 リカレントとか学び直しとして、もちろん資格の

取得もあるでしょう。情報系とか中小企業診断士と

か。あとは地域活動ですね。僕らの強みは、地域を

よく知っていることです。自治体は良くも悪くも組

織のルールとか習性みたいなものをよく知っている

ので、地域活動を一緒にやることで地域のコミュニ

ティビジネスにつながっていくかもしれませんし、

NPO を立ち上げたりとか、若い職員に「地域に飛び

出せ」と言っているのは、組織のなかだと若い職員

はなかなか責任のある仕事を任されませんけれども、

小さな NPO や地域活動では 20 歳そこそこの職員

でもイベントを仕切ったり企画をしたり、リーダー

シップを任されるんです。ブログやノートを書いた

り、ユーチューブをしたり、とにかく自分が生駒市

役所以外でどういう動きができるか、少しでも稼げ

るか、何か人の役に立つことがあるかということを

きちんとしてくれるような職員が少しでも増えれば、

それは逆説的かもしれませんけれど生駒市役所の職

員としてのパワーとか資質も上がっているはずで、

市民にとっても生駒市役所にとってまちづくりのヒ

ューマンリソースが大きく上がっていくことになる

と思います。 

 皆さんもイメージできると思いますけれど、生駒

市役所でないと生きていけない、みたいな人を 800

人抱えているよりも、別に生駒市役所を辞めても別

に生きていけるという人が800人いる方が絶対に生

駒市のためになります。いつでも辞められる、だけ

れども生駒市役所で職員として働くことが、まちの

皆さんとも仲が良いし、市役所の皆さんも前向きで

良い組織だから、別にいつでも辞められるけど辞め

ません、そのように生駒市役所で働きたいという人

が 800 人いる組織というのが最強の自治体組織で、

どの組織でも同じことが言えると思います。 

 僕の理想は、生駒市の職員が全員個人事業主であ

るということをきちんと意識して、生駒市のビジョ

ンやミッションを逸脱してはいけないんですけれど

も、それをきちんと理解しながらその範囲のなかで

自主的にまちづくりの取り組みを市民と一緒にやっ

ていただく、それをきちんとプロデュースして発信

もして自分自身のブランディングもしていただくよ

うな、そういう職員になっていくことが理想と思っ

ております。 

 

キャリアデザイン支援に向けた生駒市の取組 

 それをやるために生駒市のビジョンとかミッショ

ンをきちんと作っています。最近、ビジョン経営と

かパーパス経営が流行していますけれど、ビジョン

というのも堅苦しいと思っていたところもあるんで

すが、生駒市は自分らしく輝けるステージで、市民

や事業者の力を借りてまちづくりしよう、市民がど

んどんやりたいことをすればいい、というビジョン

です。 

 「こうしたものを作って職員を縛ろうととするの

か」と言う人がいますが、逆です。ビジョンやミッ

ションから外れていなければ何をしても良い、とい

うか、どんどん自主的にいろいろなことをして良い

んですよ、という逆のメッセージです。なので、ビ

ジョン、ミッションがなかったら何をどの方向に自

主性を発揮すればいいのかが分からないので、こう

いう方向性なら良い、市長も文句を言いませんと。

こういう方向でやってくれている限り、皆さんが新

しい取り組み、新しいイベント、新しい企画をやる
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ことは、市長としても組織としても応援するという

方向性を出すことにビジョンを定める意味があるの

だろうと思います。ビジョンを作ることで、職員の

自発性、個人事業主として活動することを生駒市は

応援している、ということですね。また、先ほど申

し上げたように、副業の制度を整えることによって

地域に飛び出す公務員をしっかり応援しようという

ことをやっています。 

 最後に、自分プロジェクトというのを人事評価の

目標管理の一番初めところにちゃんと書きなさい、

と言っています。上司から言われた仕事だけでなく、

自分で生駒市のビジョンとか部のビジョンとかミッ

ションも作っていますが、それに沿った形で「あな

たは独自のどんなプロジェクトをこの1年でします

か」というのを書かせています。あまり考えずに書

いてくる人もいるので「これはダメだから、もっと

ちゃんと考えて、もっと具体的なことをしなさい」

という形になります。部下が抽象的な目標を出して

いるのに、それを上司が認めている場合は部長にも

注意します。「こんなものをオーケーしないで、もっ

と具体的なことをやるように指導してほしい」とい

うことです。 

 上司から言われてない自分のプロジェクトをきち

んと 1 つ持ちなさい、これによって自分の自主性も

出ますし、それが I-Company ですね。生駒市役所

という組織にいながら、自分も 1 つの組織、会社と

して、組織内組織ですけれど自己を持ちながら動い

てもらうために、こういう仕掛けもしています。 

 最後になりますけれど、自治体の終身雇用は確実

に崩壊します。これは誰が何と言おうと変わらない

事実だと思いますが、それが分かっているのに、職

員にも、これから受験する人にも言わないのは、や

はり自治体としては無責任だろうと僕は思うし、最

も無責任なのはそういう時代が来ると分かっている

のに若いうちからいろいろな挑戦をさせないとか、

10 年目くらいまでは若手だからコツコツ下積みさ

せるというような自治体です。かくいう本市も10年

目は若手で 15 年目くらいになって、やっと政策形

成の研修を受けさせていたんです。今は、3 年目く

らいから政策形成研修を受けられるようになってい

ます。35 歳くらいでもまだ若手と言われる組織や職

員は、あまりにかわいそうだと思います。例えば、

各部に「何か考えて企画しなさい」と言うと、いろ

いろ考えてくるんですですが、聞いたらブレーンス

トーミングもしていないんですよ。管理職以上で考

えて、あまり面白くないものを出してきたりします。

1 年目とか 2 年目を含め、多くの人に聞いた方が面

白いアイデアが出てくるはずなんです。アイデア自

体に先輩も後輩もないんですから。 

 自治体を辞めても食べていける職員をきちんと育

成している自治体、それをきちんと PR した自治体

にこそ、優秀な人材が集まると思います。今、生駒

市は「全国から人材を集めてずるい」とか言われま

すけど、それは先ほど説明したような働きやすさ、

テレワークなども当然あります。ですが、生駒市で

働くと後のキャリアに確実になる、と信じられるだ

けの発信もしているし、受け皿を用意しています。

びっくりするような人が、生駒市で働いてくれてい

ます。自治体でしか働けない職員しかいない自治体

というのは、やはりこれから相当苦しくなっていく

だろうと思っています。 

 私からのキーノート・スピーチは以上でございま

す。また、後ほどディスカッションなどでいろいろ

と意見交換できたらと思います。どうもありがとう

ございました（拍手）。 

 

司会 

 小紫市長、ありがとうございました。今回のお話

では、まず前提条件として中央集権から地方創生へ

と流れがシフトし、画一性から変革と挑戦、加点主

義の働き方が必要であるということ。そのうえで、

自治体職員はビジョンを踏まえて行動し、力強く仲

間を巻き込んでいく「公務員 3.0」の力が必要である

ということ。「発想力 3.0」として、前例にとらわれ

ない改革マインドを持つこと、多面的に問題を捉え

ることなど。そして何よりも、職員自身が個人事業

主として自らをプロデュースし、キャリアをデザイ

ンする。組織としても、それを応援していくことが

重要である、ということをお話しいただきました。

いずれについても、生駒市の具体的な事例に落とし

込んでお話しいただき、非常に多くの示唆をいただ

きました。改めて小紫市長へもう一度、大きな拍手

をいただければと思います（拍手）。 
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Ⅱ パネル・ディスカッション 

「これからの自治体人事行政」 

 

司会 

 それでは、パネル・ディスカッションを始めたい

と思います。テーマは「これからの自治体人事行政」

です。全体の流れですが、まずは先ほどの小紫市長

のご講演について質疑と意見交換を行います。続い

て、登壇者の皆様から「採用」「人事異動」「キャリ

アデザイン」について、それぞれ話題提供をいただ

き、ディスカッションしてまいります。会場の皆様

からの質疑と意見交換については最後にお時間をと

っておりますので、ぜひ積極的にご発言いただけれ

ば幸いです。 

 
 パネリストの皆様をご紹介いたします。キーノー

ト・スピーチに引き続きまして、奈良県生駒市小紫

雅史市長です。 
 続いて、伊勢崎市総務部職員課長、岡田淳志会員

です。岡田会員は伊勢崎市入庁後、保険年金課、一

部事務組合への派遣、企画調整課、合併推進課、職

員課、自己啓発等休業を活用し東京大学公共政策大

学院へ。その後財政課を経て、現職でおられます。 
 続いて、獨協大学法学部教授、大谷基道先生です。

大谷先生は大学卒業後、茨城県に入庁され、人事、

税務、国際交流などに携わるほか、県東京事務所、

自治体国際化協会ニューヨーク事務所での勤務もご

経験です。その後、日本都市センター研究室主任研

究員、名古屋商科大学経済学部教授などを経て、

2016 年より現職でいらっしゃいます。ご専門は、自

治体の人事・組織、行政改革、国・地方間関係など

でございます。 
 続いて、東北公益文科大学公益学部教授、小野英

一先生です。小野先生は大学卒業後、山形県へ入庁

され、東北公益文科大学准教授を経て、2020 年より

現職でございます。ご専門は、自治体の行財政運営、

行政改革、人事行政、地域資源を活かした地域政策、

地域づくり、公益学などです。先生には本日モデレ

ーターをお願いしております。 
 それではどうぞよろしくお願いいたします。 
 
モデレーター（小野） 

 改めまして、東北公益文科大学の小野でございま

す。どうぞよろしくお願いいたします。初めに、先

ほど小紫市長のキーノート・スピーチに対するコメ

ント、その後に各テーマについて、採用・人事異動、

そして公務員のキャリアデザインということでテー

マを設定して意見交換をさせていただければと思い

ます。 
 会場の皆様との意

見交換やご質問等も

させて頂ければと思

います。 
 今回の大会のテー

マが「21 世紀の人事戦

略」ということでござ

います。やはり行政サ

ービスは人である公

務員が提供するとい

うことで、やはり人が重要であるというのは論を俟

ちません。レジュメにも書かせていただきましたけ

れども、コロナ禍、DX、AI、RPA あるいは先ほど

の講演でもありました副業、兼業の促進とか働き方

改革など、実際の人事行政をめぐる情勢は激変して

いると思います。そのなかで、これからの自治体人

事行政の課題と展望について、このシンポジウムで

ご議論頂きたいと思っております。 
 それでは、小紫市長のキーノート・スピーチで、

生駒市での人事行政あるいは自治体 3.0、公務員 3.0
ということで、非常に多くの取り組みを行っている

というお話がありました。この点について、まず大

谷会員と岡田会員からご感想やご質問、ご意見をお

願いします。 
 
パネリスト（大谷） 

 大谷でございます。小紫市長、貴重なお話をあり

がとうございました。私は、人材像に着目しました。

特に採用、適性に関しては、求める人材像が明確で

ないとどういう人物を採っていいのか、どういう人

物に育てたらいいのかがはっきりしないと思うんで

すね。市長さんの場合は人物像を明確にお出しにな

 

パネル・ディスカッションの様子 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

小野 英一 会員 
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りましたが、これを市役所内に浸透させていくこと

はなかなか難しいと思います。そのコツを教えてい

ただけますでしょうか。 
 
パネリスト（小紫） 

 時間の関係で少し省略したところでもありますが、

いくつかあります。大きくは生駒愛とか変革精神で

すね。あと、人間力みたいなもの、そうしたなかに

もさらに 3 つか 4 つずつくらい小項目があるんで

す。ビジョンを作った時に、総合計画の将来都市像

と合わせているんですけれど、ビジョンとは生駒の

まちのあり方なので、ビジョンを達成するために生

駒市役所もしくは職員はどういうミッションをしな

ければいけないかということで、ミッションを作り

ます。そして、そのミッションを行うためには、職

員にどういう能力や行動が必要なのかを VMV のバ

リューという形で

行動指針を定めた

ものが、大谷先生

がおっしゃってい

た生駒市の求める

能力、職員に求め

る能力として人材

育成基本方針に明

確に位置づけて、

職員の人事評価で

もほぼそのまま使

っています。 
 なので、これに基づいてきちんと上司と部下が話

し合いをして、定めているけれども職員が全然知ら

ないといったことがないようにしています。ただ、

やはり事あるごとに立ち戻っていかないと、日常業

務のなかで忘れられがちになってしまうので、なる

べく人事評価に入れ込んでいます。採用試験の採用

の面接でも、そこまで詳しくはありませんがベース

にしています。とにかくこういう人材を求めるとい

うのを事あるごとに伝えて、それをきちんとやれば

評価することをしているのが一番大きいと思います。 
 
大谷 

 さらにお聞きして申し訳ありません。そういうこ

とをしている自治体は少なくないと思いますが、生

駒市の場合は、かなり職員の皆さんが腹落ちしてい

るような気がします。それは、市長さんご自身から

みて、何が一番効果を発揮していると思いますか。

例えば中間管理職など、特にターゲットを絞って行

っていることなどがあれば教えてください。 
 
小紫 

 なかなか厳しいご質問ですけれど、本当にそうで、

人事評価はベースとしてとても大切なことですけれ

ども、やはりそういう人が例えば中途採用の職員で

全部満たしてないかもしれないけれど、例えば変革

精神がやたらとある人とか、モデルになるような今

まで自治体にいなかった職員がやはり結構入ってき

ているんですね。そういう人を見ることで、しかも

そういう人たちが活躍し、市民にも感謝され評価さ

れて楽しそうに仕事をしているのを見るにつけ、特

に若い職員はそういう人たちにすごく刺激を受けて

います。 
 外から来た職員はいきなり組織の雰囲気にも慣れ

なきゃいけないということで、エース級のプロパー

の職員をパートナーとして配属するんですけれど、

プロパーの職員が外から来た職員にすごく感化され

て、新しい発想を見つけて成長しています。そうい

う職員とパートナーが組むので、外から来た人も順

応しやすいという円滑化もあるんですが、そういう

のを見ていると、内部でも評価されてきたプロパー

職員が外から来た人と一緒にすごく面白い仕事をし

ていて、どんどん今まで以上に成果を出しているん

です。特に変革精神のところです。 
 そういう実例が組織のなか、もしくはまちのなか

で出てきているので、それを見て「あ、そういうこ

とか」という状況になっているのは、結構大きいと

思います。ただ、全員が腹落ちしているかというと、

それはまだまだだと思います。 
 
大谷 
 ありがとうございました。非常に上手い方法で相

乗効果を発揮させることがよく分かりました。特に

エース級をパートナーに充てるというのは非常に参

考になりました。機会があればあとで詳しくお伺い

してみたい取り組みと思います。 
 
小野 
 それでは岡田会員お願いいたします。 
 
パネリスト（岡田） 

 小紫市長、ありがとうございました。私も実務に

携わっておりますので、その点からも非常に素晴ら

しい取り組みだと思っているところです。採用の段

階で市長が自ら説明会に行って考えを述べるのは、

 
 

 

 

 

 

 

 

 

小紫 雅史 氏 
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非常に効果があります。しかも終身雇用が崩壊する

という前提で覚悟を持って来てくれと言う。受験へ

のハードルも上がるのではないのかと思いますが、

これからの自治体職員の採用においても必要なメッ

セージであると

感じます。 
 人事評価も含

めて加点主義を

徹底されている

というのは、減点

主義が根付いて

いる自治体も多

いと思いますの

で、そこを加点主

義に変えていく

ような工夫が、ど

ういうものであったのか教えていただきたいです。 
 また、目立った職員とか変わった職員が市民に感

謝されるというお話がありましたけれども、やはり

ちょっと冷ややかに見ている職員、ついていけない

職員はどうしても出てしまうと思います。ただ、身

分保障もあり、終身雇用がまだ崩壊していませんし、

かといって簡単に免職はできないので、職員として

前向きに働いてもらうための工夫があれば、教えて

いただければと思います。 
 
小紫 

 ありがとうございます。それも本当に大きな課題

ですけれども、一言で言うと、10 年前に副市長で来

た時から最初に取り組んだのが、採用の改革です。

はっきり言って、自治体は採用をめちゃくちゃサボ

っているんですよ。ちゃんとやっている自治体は、

ほとんどありません。広報紙とかに載せたら 200 人

くらい集まるからうまくいっているように見えます

けれど「地元に戻って安定した仕事に就けたらいい

な」くらいの感じで、そのなかから選んでいるとい

うことです。なので、あまり地方創生を担うクリエ

イティブな人が採れているかとかいうと、やはりな

かなかそういうレベルで見るとうまくいってないケ

ースが多いと思います。 
 今、土木職や技術系の職員が全然採れなくて大き

な問題になっていますけれど、事務系の職員はそれ

なりに集まるので、あまり危機意識がないし、採用

に力を入れてもあまり票にならないので、市長さん

もあまり頑張る人はいません。ただ、やはり今日の

テーマでもありますけれど、人の部分をないがしろ

にしている組織は民間も公務員も問わず本当に崩壊

してしまうし、そんな組織は誰も幸せにしないと思

っています。なので、とにかく人や人事を最優先で

やるのは組織として、ある意味当たり前なので、そ

れを当たり前に徹底していくということだと思いま

す。 
 そうしたなかで、生駒市は多くの採用改革をして

いますが、もともとの採用の仕組みのレベルが高く

ないので、採用改革するとどんどん成果が出るんで

すね。SPI3 にするだけで 3 倍くらいの受験者数にな

るし、それまでは説明会もしていませんでしたけれ

ど、今は当然きめ細かくやっています。大阪の大手

公務員塾などで説明すると、本当に多くの方が来て

くださいます。そのなかでトップである市長がきち

んと方針を話すという当たり前のことをするだけで

も、すごく多くの方が来てくれました。 
 若い人も 10 年くらいそういう採用を続けている

と、初めの頃に採用した職員が 10 年目でそろそろ

中核を担うような存在になってきました。ただし、

初めからいきなり中途採用職員、プロフェッショナ

ル人材とか副業採用を 10 年前にやっていたら、今

ぐちゃぐちゃになっていると思います。ですけれど

も、10 年経って今、その若い職員にもすごくいい人

が増えてきました。「何か新しいことに挑戦しよう」

とか、「単なる同質性ではだめだ」といったことを 10
年間言い続けてきたので、上司やベテラン職員の認

識も変わってきています。ですから、プロフェッシ

ョナル人材とか民間のトップレベルの人が生駒市に

来るとまだ反発もありますけれども、昔と比べれば、

組織として受け止めるだけの力がある、何とか組織

として耐えられるだけの力をつけているだろうとい

うことで新しい採用に踏み切ったのが、一番大きな

ところだと思います。 
 もちろん細かいこと、先ほどのエース級を付けま

しょうとか、エンジャパンさんと連携してアドバイ

スしていただくとか工夫はしているんですけれど、

一番大きなところはやはり 10 年間人を大切に採用

人事もずっとやってきたので、その受け皿がぎりぎ

りですけれども職員にもちゃんとできたと、そうい

う体力が最低限ついてきたから踏み切りました。い

きなりやっていたら反発されてぐちゃぐちゃになっ

て、外部人材などは「黒船か」と言われるようなこ

となっていたと思います。僕自身が外から来たので、

やはり初めは警戒感もあったと思いますし、そこは

意識しながらやっています。 
 一部の職員は目立つことが嫌だとか、キャリアを

 

岡田 淳志 会員 
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考えるのも嫌でついていけない、という方も当然い

ます。ですが、「市長がしていることも確かにそうだ

よね」と言う職員がだいぶ増えてきているから少し

ずつ改革ができているんです。加点主義を評価に入

れていくということも、もちろん今でも嫌がってい

る人もいますけれど、そこはだいぶ理解する人が増

えてきたということが一番大きいと思います。 
 
岡田 

 ありがとうございます。10 年間続けていくと、組

織の内部でも徐々に意識が変わっていくというのは

非常に説得力があります。また、10 年目は若手では

ないということですけれど、仕事をどんどん与える

というところが非常に腑に落ちます。ありがとうご

ざいました。 
 
小野 

 私から 1 つ感想と質問をさせて頂きます。生駒市

では副業を推進しているということで非常に有名で

すけれども、小紫市長のご講演で、昔の考えでは副

業は農業やお坊さんは大丈夫というところにとどま

る、という話にピンと来ました。 
 地元の東北公益文科大学は山形県酒田市にありま

すが、副業はまさに山形県で旬の話題で、テレビや

新聞に取りあげられています。山形はサクランボの

季節で、その収穫を副業として認めるというさくら

んぼ副業制度を山形県と寒河江市でやりました。そ

れで非常に副業に光があたっております、青森県弘

前市でもリンゴでやっていたと思います。結局、副

業もいろいろできるということで、山形県とか弘前

市はまだ繁忙期の労働力の確保という趣旨ですが、

生駒市や神戸市では職員にいろいろ経験させるとか、

スキルや知識、ネットワーク、人脈を広げるという

趣旨で、副業でも自治体によっていろいろな段階が

あると改めて良い切り口をいただいたと思います。 
 また、大谷会員からは人材像、VMV ということ

で、ビジョン・ミッション・バリューですから、特

にバリューに落とし込む。特に人材育成、市長のご

著書でもありますが、人事評価でもバリューに落と

し込むということです。他の自治体でも人事評価で

は 2016 年度に地方公務員法が改正されていろいろ

悩んでいらっしゃると思いまして、ぜひお話を伺い

したいということです。 
 あと、人事評価の項目として、確かに生駒市では

地域活動とか業務外活動も確かに入れていらっしゃ

ったと思います。自治体によって業務外は入れない

という方針を持っているところもあります。あの副

業先進地と言われている神戸市でも地域活動や副業

という業務外に関しては人事評価に入れないという

ことですが、生駒市は地域活動を評価に入れていら

っしゃる。そのお話もぜひお聞きしたいと思います。 
 
小紫 

 ありがとうございます。人事評価自体が完璧にや

れるということは、なかなかない、難しいと思って

いるんですけれども、やはり先ほど申し上げたよう

に、こういう人材がこれから必要だよねっていうこ

とをビジョン・ミッションから落とし込んでいくと

いう方向性は必要だと思いますので、それは当然基

準にすることが必要だと思っています。大切なのは、

やはりこういうことをきちんと定めて、その方向に

動いていただく、努力していただくということが 1
つと、何よりも評価自体もそうですけれども、きち

んと上司と部下が真面目にこうした方針に基づいて

話す機会が年に何回かあるという場を作ることの意

味の方が、もしかしたら大きいのかもしれないと思

っています。 
 地域活動については「公務ではない、これを公務

の評価に入れてどうするのか」と一部の方からは批

判もあります。けれども、「地域活動をしたらそれだ

けで評価が上がるということではなくて、やはり地

域活動をすることで地域のことをよく知って、それ

が仕事に活かされるとか、地域の方と連携してこん

な形のまちづくりが進められるとか、そういうこと

に繋がっていくから、地域活動が大切なんです」と

答弁をしています。きちんと繋げられた人は評価が

高いですよ、という言い方にして、半分公務にも繋

がるという言い方です。 
 だから、祭りで神輿担いだから、それだけで人事

評価が 100 点とかいうのは違うんです。また、副業

の方が取りあげられてしまうですけれども、副業は

おまけです。僕は副業でお金稼がなくても全然いい

と思っていて、地域に飛び出すこと自体の方が圧倒

的に意味のあることなので、その結果としてお金が

発生するのなら受け取っても良い、というだけのこ

とです。なので、副業の方がメインではまったくあ

りません。 
 だから、やはり地域に飛び出すことで見識も増え

るし、自分の関心があるテーマ、例えば財政課だけ

れど本当は子どものことやりたいから子ども食堂を

お手伝いしています、みたいなことをすることで、

自分が思いを持ってまちづくりでやりたいことをで
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きる、ということもあります。そこでお金をもらえ

ば自分のやったこと、金銭的にこの程度評価してい

ただけるということで自信にもなるし、副業の意味

はもちろんあるけれども、とにかく地域に飛び出し

ていろいろな方と接することで、その職員自体が成

長するということもあります。もちろん、まちづく

りが発展していくとか、このほかにもいろいろなプ

ラスがあると思います。 
 市役所の職員は特にそうですけれど、プライベー

トと仕事の境目がない方が楽しいんですよ。地域活

動をしている自治体の職員は、みんなそう言うと思

います。もちろん「プライベートの時間も仕事をし

ろ」と言われたら誰だって嫌ですけど、自ら地域活

動を楽しむ自治体職員は、仕事も家庭も地域での暮

らし、自己実現がよい形で融合されて、自然とそう

なるんです。 
 市町村の職員は何が特権かというと、地元の取り

組み、例えば子ども食堂に行ってすごく喜んでもら

ったとか、地元で吹奏楽団、市民楽団に参加してみ

んなと一緒にコンサートしたとか、公園で何か企画

したみたいなこととかをやろうとした時、市役所の

職員という身分がプラスに作用して地域にも受け入

れられやすいし、信用しえもらえる。それによって、

仕事だけではなくまちのためにプラスになって、す

ごく良い経験ができます。自分が企画した街のイベ

ントを、家族も連れて一緒に楽しんだみたいなこと

をすると、仕事がプライベートか分からなくなって

くるんです。境目というのがすごく曖昧になってい

くんです。それを厳密に「プライベートと仕事との

境界があいまいなのはおかしい」みたいなことを言

い始めたら、すごくつまらないまちづくりになる、

と僕は思っています。悪い意味ではなく、首長が業

務命令として、部下に対して「プライベートの休み

の日に祭りで神輿を担げ」みたいなこと言ったら絶

対ダメですけれど、上司から言われたわけでなくと

も、地域におもしろいことがあれば、放っておいて

も一部の前向きな市町村の職員は、まちづくりにつ

ながる活動に参加して、自分も楽しんでくれますそ

こがボーダレスになっていくのは、これは自然な流

れなんですね。そこのボーダーを乗り越えられるの

が、市町村の職員の一番面白いところだと僕は思っ

ています。 
 
小野 

 プライベートと公務の境目がなくなっていくとい

う意味では先ほど公務員志望と民間志望もそうです

し、官と民という二元論といったものがなくなって

いくというところで良い非常に視点をいただいたと

思います。 
 次に、人事行政ということでテーマを絞って、パ

ネリストの皆様から話題提供をいただいてからディ

スカッションしていきたいと思います。大谷会員か

ら採用ということで話題提供を頂ければと思います。 
 
大谷 
 ふとしたきっかけで自治体の職員採用を調べるよ

うになって、もう 5 年くらいになります。この間、

自治体の皆さんにはたいへんご迷惑をおかけしまし

たが、全国アンケート調査をさせていただいて実態

もある程度つかめてきたところです。やはり先ほど

小紫市長さんがおっしゃっておられたように、近年

は公務員人気が下がっている状況で、特に技術系で

は競争率が 3 倍以下、中には募集定員を満たさない

ところもあるようです。当然、何らかの対応をしな

ければいけないということで、一番高いハードルは

従来型の教養試験

と専門試験、つま

りペーパーテスト

をクリアしなけれ

ばならないことだ

と考え、それを民

間の採用活動をし

ながら受けられる

SPI など民間型の

採用手法にシフト

するという動き

が、最近顕著にな

ってきています。 
 これは良い面もありますけれども、軽い気持ちで

受けて入れてしまうという部分もあるので、入って

みたら思っていたのと違うとか、安定した勤務条件

のみに惹かれて確信犯的に一生懸命働かないとか、

そういう人がけっこう出てきているというのは、現

場の人事の方からよく耳にするところです。それは

やはり、やみくもに試験制度を改革して受験者を増

やそうとしても、そのなかに優秀な人は同じ割合で

入っているだろうという考え方がベースにあるとい

うのが問題だと思うんですね。 
 生駒市さんはかなりしっかりやっていらっしゃい

ますけれども、このような民間に近い採用手法にシ

フトする場合には、求める人物像を明確にし、それ

をきちんと周知して、応募者と自治体の間でマッチ

 

大谷 基道 氏 
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ングに齟齬が生まれないようにするというのが一番

大事です。けれども、ここがあまりできていない、

忙しくてなかなか対応できていないのではないか、

というのが私の見立てです。 
 マッチングがうまくいくためには、応募者に自治

体の実情をよく知ってもらう必要があります。最近

流行りのインターンシップが代表的ですけれども、

良いところも悪いところも開示して「うちの自治体

はこうですよ」と知ってもらったうえで受けてもら

う「リアリスティック・ジョブ・プレビュー」、RJP
採用と言いますけれども、それをやれば、応募者自

身が自分が合う職場かどうか応募前にセルフ・スク

リーニングをかけてくれるとか、中身をよく知った

上で応募しているので入職後に思っていたのと違う

から辞めるということも減ると、そういうことが期

待されます。 
 ただ、自治体がすべてをさらけ出しても、受ける

側は採用されたいのでなかなか本性をさらけ出さな

いわけです。そうなると、面接担当官の力量が問わ

れることになります。民間企業の場合は人事の長い

人が結構多くて、この質問をすればこれが分かると

いうようなことを良く理解して面接をしていますけ

れども、自治体の場合はジョブローテーションで、

それでも人事は比較的長い人も多いですけれども、

やはり面接にそこまで習熟されてない方が多いよう

に思われます。 
 そのあたりも踏まえて、かなりの応募者があるな

かで求める人物像に合わない人が本性を隠して来て

しまった場合に、どのようにして見抜こうとされて

いるのか、実際にそれで見抜けるのかをお伺いした

いと思います。 
 それから、今のは主に新卒の話ですけれども、も

っと深刻なのは中途採用の方で、ご講演でもフルタ

イムの中途採用は非常に高いハードルがあるという

ことをおっしゃっておられましたが、自治体によっ

ては応募がぼちぼちあるところもあって、ある自治

体から聞いた話では、募集して良い人が来たなと思

っていても実は民間企業の激務に疲れたので公務員

に転職してきたという人が少なくないそうです。そ

れなりに優秀な人の場合、そういった本心を隠しな

がら面接をそつなくこなして合格してしまうのです

が、入職後は確信犯的にほどほどしか働かないとい

うケースもあったりするわけです。やはり入り口で

どうやって見抜くかというのが特に大事になってく

るのかなと思います。 
 特にペーパー重視から人物重視に変わってきて、

面接の果たす役割が非常に大きいわけですけれども、

小紫市長はどうお考えなのでしょうか。それから自

治体の現場で携わっておられる岡田会員もどうお考

えなのかお伺いしたいと思います。 
 
小紫 

 今のお話は一番大きなところだと思っていますけ

れども、一言で言うと面接をどれだけきちんとする

か、ということに尽きると思います。中途採用の方

が分かりやすいですが、特に実務経験について職務

経歴書を出してもらうので、それでだいたい分かる

ところもあります。新卒採用は書類では分からない

ところもあります。新卒の割合を半分にしたと先ほ

ど言いましたが、その 1 つの理由は、新卒はポテン

シャルもすごくある人もいますけれども、なかなか

面接と資料だけで分かりにくいから、ということも

あります。中途採用の方が僕は簡単だと思います。

中途採用の方が職務経歴を見たらだいたいその人が

何を頑張ってきたかわかりますし、もちろん面接で

突っ込んで質問しています。 
 僕は採用面接にできる限り入っています。議員の

中には「市長が情実採用しているのではないか」な

どと名誉棄損に近いことも言われますが、気にしま

せん。政令市では別ですが、普通の僕らみたいな市

は首長が入っても良いってことになっているので、

私は入ってきちんと見ています。 
 中途採用は実績を見た時と面接でかなり分かりま

すよくあるのが例えば、生駒市への志望は強くない

けど、金融機関で働くことに疲れたので転職したい

というような方です。そういう人は職務経歴書と面

接で大体わかりますね。ノルマで疲れたから、金融

機関は将来が大変だから公務員で安定していこうみ

たいな感じで受験する人も多いですけれど、そうい

う人たちには採用説明会の時に「そういう人は無理

です。だめですよ」と言っていますし、実際に職務

経歴書を見てもそれだけしか志望理由のない人は弾

かれてますね。面接の時も、何を挑戦してきたか、

何をしたいかを明確に話せない人は、当たり前です

が、それで面接終わりという感じです。きちんと面

接をやれば、中途採用の方が簡単です。特に任期付

きで来ている人は、先ほど話したような働き方の条

件で募集すると、すごいレベルの人が来るので、金

融機関疲れたみたいなレベルの人は来ません。トッ

プのトップだけを選べばいいくらいの採用試験にな

っているので、十分すごい人が採れます。 
 テレワークでもいいよとか、副業でもいいよみた
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いな人は、むしろ「こんな給料でいいんですか？」

というくらいのレベルの人がすごくたくさん集まっ

てくる。そして、そんなすごい人を採用していると

いうこと自体が、「あの人も生駒市で働いているんだ

ったら、自分も働きたい」という方が生まれ、次の

採用の時にまたすごい人が応募してくれる好循環を

生んでいます。 
 採用は新卒の方が難しいですね。面接は僕らも頑

張っているし、誰を面接官にするかもここまで結構

こだわっている自治体もないと思います。結構適当

に、何となく面接官で決めてしまう自治体がほとん

どだと思いますけれど、当然僕らも評価されている

わけですね。すごくレベルの高い人が来るほど、他

の自治体、例えば大阪府にも内定が出ているし、民

間企業も 5 個くらい内定があるけれど、生駒市が面

白そうだから受けに来たという場合に、面接官がダ

メだったら当然逃げてしまうわけです。だから、僕

は面接官も本当にそういう人にしっかり応対できる

レベルの人を絶対に付けなさいと言っているし、来

た時に灰色の机の上に書類が積んであって嫌な感じ

のオフィスだとその人たちが逃げてしまうので、ち

ゃんと樹や絵画を飾ろうといったことまでしたり、

待合室で気の利いた職員がちゃんと話をするような

工夫をしたり、市の取組が紹介された雑誌や、面白

い生駒市の職員の特集記事を待合室に置いておくと

か、とにかくそんなことをきちんとやるかやらない

かが重要です。SPI3 は当然だと思いますが、それだ

けですごい人が採れるということではないです。 
 それでも多くの人が来た時に、どれだけの人をき

ちんと面接官に充てて厳しく面接するかというとこ

ろは永遠の課題で、生駒市も工夫していますけれど

も、評価がまだばらついていたりするので、特に新

卒採用はとても難しいなというのは、おっしゃると

おりだと思います。ただ、そこをとにかく改善して

いくことで、面接の精度を上げていくほかないと思

います。 
 
岡田 

 なかなか答えづらい質問ですけれども、大谷先生

の指摘は非常に人事担当者としても耳の痛いことで

もあります。本来であれば、インターンシップとか

実際に働いてもらうのが一番良いのかもしれないで

すけれど、実際のところはなかなか難しいところで

もあるので、面接で選抜していくことになります。 
 面接をする側も民間では長い人がいらっしゃると

いうことですけれども、ローテーションで人事は変

わる場合もあり、人事以外の面接官も導入しながら

面接をしていく自治体もあり、面接者に対する訓練、

例えば、研修機関に行くといった取り組みはありま

す。一度面接を頼んだ場合、数年間はやってもらっ

たり、人事担当以外の人にやってもらったり、人事

経験者で見てもらったりする場合もあるでしょう。

ただ、人事経験者から見た選抜になりかねない部分

もあるので、例えば若手を入れ、視点を変えて、若

手からどう見えるかといった取組をしている自治体

もあるでしょう。 
 あとは面接の時間です。もちろん数分話して、良

い悪い、採用したいレベルか分かることもあります

けれども、ある程度時間を取って掘り下げたりしな

がら探っていくことはしています。ただ、それが正

解だったかどうかは入ってからになってしまうので、

逆に入ってからどう育成するか、成長させるかとい

うことも大事で、人材育成の部分に注力していかな

ければならないのかな、ということを感じておりま

す。 
 
小紫 

 インターンシップの話だけ単に言うと、しないよ

りはしたほうがいいよねというので生駒市でもワン

デーインターンシップをしていますけれども、本当

に先生がおっしゃるような意味でやるのなら、コン

サルティングファームみたいに有給で職員と同じく

らい給料を出して 1 か月とか 2 か月しないと、あま

り意味がないと思います。表面的なことだけ分かっ

ても先ほどの問題が解決されないのなら、本当にイ

ンターンシップは全然しないか、やるのならものす

ごく気合を入れてやるかのどちらかでないと意味が

ありません。なので、議会が認めてくれるどうかは

分かりませんけれども、1 か月給料をあげてもイン

ターンシップをするくらいの覚悟があるのなら、そ

れは意味があると思います。中途半端なインターン

シップは、たぶん意味はないと僕は思っています。 
 
大谷 

 最後の有給のインターンシップですけれど、今ち

ょっと失念してしまいましたがどこかの自治体が有

給で始めたように記憶しています。四條畷市でした

でしょうか。あれがどうなるのか、今注目している

んですけれども。 
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小紫 

 四條畷市はお隣で、東市長は一番全国で若くて 20
代で市長になりました。30 歳になった時に「僕のブ

ランド価値が落ちた」と 40 代の私の前で行ってい

たのが印象に残っています。（笑）。でも四條畷市長

はすごい市長ですね。彼が確か有給のインターンシ

ップをしています。生駒市でもやりたいけれども、

今はちょっとそこまで踏み出せない。四條畷市もす

ごく面白くて、エンジャパンさんのご縁をいただい

たのは実は四條畷市で、うちより先にやっています。

すごく立派な市長で、面白い取り組みをしていると

思います。 
 
小野 

 ありがとうございました。先ほどの小紫市長のご

講演でも、公務員を志す人を門前払いにするような

試験をやめようということで、SPI3 を行っていると

いうことでした。ただ、大谷先生の問題提起でもあ

りますように、その一方で公務員の志望意欲が必ず

しも強くない人も応募してくる可能性もある。そこ

はやはり結局面接でしっかりと見るということで、

非常に良い視点をいただきました。どの自治体も

SPI3 の導入とか、負担軽減型ということで広まって

きていて、そうしたなかでも生駒市の場合は面接官

にこだわるということで、あるいは伊勢崎市のよう

に時間をかけたりや若手を入れるなど、できる範囲

でいろいろ工夫しているということで、非常に良い

考え方を頂いたと思いました。 
 それでは次のテーマに移らせて頂きたいと思いま

す。人事異動ということで、岡田会員から話題提供

をお願いいたします。 
 
岡田 

 実務を経験された方が多いので、3 月末の人事異

動の内示にソワソワした経験がある方もいらっしゃ

ると思います。そういったなかで、年度末になると

SNS でも「異動しました」、最近だと「辞めます」

「退職します」などの投稿も出ています。人事異動

は職員に対して図らずも関心が高いところです。そ

ういったなかで、人事異動によって不安や不満、モ

ヤモヤといったものも想定できます。ただ、人事担

当としては人事異動とうまく付き合いながら、前向

きに仕事をしてもらわなければならないという面も

ありますので、今回ちょっと宣伝になってしまいま

すけれども、3 月に本を出させていただきました。

読者対象については、やはり若手の 20 代後半から

30 代前半までというところを想定していて、そもそ

もの人事異動の仕組み、人事異動がある理由、自分

の仕事の理解、自分らしく主体的に働くためのヒン

トなどを掲載しているところです。 
 小紫市長のお話のなかで、10 年目は若手ではない

というお話がありましたけれども、退職者を全国的

に見ると 20 代後半か 30 代前半でも結構多いです。

組織の側からしても、いかに引き留めるかは課題の

一つです。人事異動によってモチベーションが上が

ったり下がったりするので、それをうまくやってい

くことが組織側としても重要な課題になっていると

ころです。 
 仕組みとしては、自己申告調書を全国の自治体で

90％くらい、何らかの形で入れているところがあり

ますけれども、人事異動の現場には、調書を書いて

も全然異動できない、異動したとしても全然希望と

違う部署だったというところが、意見として出てき

ます。しかしながら、人事担当者として、調書は見

ているということをお伝えしたいと思います。 
 ただ、例えば異動したとしても、1 つのポストに

5 人応募すれば、4 人は現実的には漏れてしまうと

いうことも事実としてありますし、人材育成基本方

針等でローテーションしていく方針を立てている自

治体もあれば、ずっと事業部門ではなくて管理部門

を経験させるところもあるわけです。人事異動の目

的としては適材適所の実現になるわけですけれども、

取り組みをどうしていくかは、人事課や組織側とし

ての所属長や管理職の人事異動に関する考え方や仕

事の割り当て方などにかかっているのではないかと

思います。 
 具体的には、例えば〇〇課に異動したいと言って

も、そのなかでもいろいろな仕事があるわけです。

企画系の仕事もあれば、庶務の仕事もあります。日

本の行政の執務体制は大部屋主義と言われるように

曖昧な職務区分になっているので、所属長の裁量で

適材適所の視点から適性を把握するということも、

これから非常に重要になると感じています。 
 話題提供としては、そういった適性を踏まえた職

務の割り当て、適材適所に向けた取り組みと考え方

について、お二方から教えていただけると私として

も実務の役に立つところがあるというところで、話

題提供をさせていただきたいと思っております。よ

ろしくお願いします。 
 
小紫 

 ありがとうございます。永遠の課題みたいなとこ
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ろですけれども、人事異動はこの 3 月も「ああでも

ない、こうでもない」と言って、3 月議会に対応し

ながら多くの時間を費やしました。ですが、本当に

納得のいく人事異動ができたという年は、首長を 7
年やっていますけれども、ほとんどないですね。も

ちろん、その思いを持ってやろうと思うんですけれ

ど、やはりなかなか難しい。仕事の適材適所という

のがまず1 つあります。守りの部分の部署だったり、

攻め部分の部署だったり、そういうところに適した

人、特に攻めの部分というのはなかなか難しい。自

治体で「攻めが得意です」という人はどうしても少

なくなるので、ここも攻めてあそこも攻めたいけれ

ども、誰をどこに行かせようということがやはり難

しいのと、当然人間関係のケミストリーがあって、

本当にここにこの人を持っていきたいけれど、ちょ

っとあまり仲良くないとか、攻めの人材を集めてい

るけれども、この人とこの人の個性がぶつかっちゃ

うから人柄の良い課長を間に置かないと崩壊する、

とかですね。そんなことを全部考え始めると、方程

式が完全に解けないまま異動の内示のリミットを迎

えてしまうというのがあり、最後はエイヤーでやっ

てしまっているところもあります。そこは相当悩み

ながらやっています。 
 1 つだけ挙げるとすれば、生駒市は特に重点事業

をいくつか定めて、お金も予算も優先的につけます、

人も優先してつけているところです。「重点事業をし

ているけれども予算も人もつけません」と言ったら

重点事業に選ばれたくないとなってしまうので、な

るべくお金も人もちゃんとつけます。お金だけだと

忙しくなるからいいやという人が多いので「人もち

ゃんと付けますよ」と言っていますけれども、そう

いう事業のところは今年から公募制としました。先

ほど岡田さんがおっしゃいましたが、やはりそうい

うところは手が挙がって、1 人とか 2 人の枠のとこ

ろに 10 人くらい手が挙がる。それはとても良いこ

とだと思います。生駒市は住宅政策に力を入れてい

る、だからそこを是非やりたいですと 10 人近く手

が挙がって、担当部長などが面接して、1 人か 2 人

が異動しました。確かに選ばれなかった人はちょっ

としょげますが、自分の希望で行きたい部署に配属

される可能性があるということを、いくつかの部署

だけでも、特に花形というか力を入れているところ

でそういうことをするということは、職員のモチベ

ーションを上げる効果はあったと思うし、今も嬉々

として頑張ってくれています。それで、とても良か

ったなと思っています。 

 少し話が外れますけれども、初めに岡田さんがお

っしゃっていた公務員の転職が今すごく増えている

のは、僕はとても良いことだと思っています。優秀

な職員だけれども、悪い意味でそういう人たちがず

っと辞めないで労働市場に出ていかないというのは、

僕はあまり良いことではないと思います。生駒市の

優秀な職員がどんどん辞めるのは、それはちょっと

困るのですが、まずはそういうプロセスを一度は経

ないといけないと思っています。日本の公務員市場

は、先ほどの 1.0 とか 2.0 のロジックでいうと、辞

めないのが 1.0 ですから、優秀な人からどんどん辞

めて民間に採用されているような今の状況は 2.0 で、

悪くないプロセスだと思います。最終的には先ほど

講演でも話したように、そういう人がやはり自分の

今の市役所とか他の自治体でも良いですけれど、パ

ブリックの世界、行政の世界で何かやりたい、自分

が生まれ育ったまちで仕事したいということで、ま

た戻ってこられるような機会・環境が整備され、再

びその市の職員として働くとか、別に辞めても食べ

ていけるけれども市の職員の仕事が楽しいのでポジ

ティブな意味で辞めないという選択をした人が増え

ていく。というのが 3.0 だと思っています。 
 なので、公務員を辞めた人が確かに増えています

けれど、それは過渡期で、僕は決して悪くない動き

だろうと思います。一言で言うと、やはり採用とか

辞める、辞めないという話もそうですけれども、組

織の懐とか生駒市役所自体の底力というのが如実に

出るものだと思うので、そういう人を引き留められ

るかどうかも生駒市役所の力だと思います。先ほど

採用活動や職員の意識改革を10年間頑張ったから、

ようやく外からの人材を受け入れられるようになっ

たという話をしましたが、そういう人たちも生駒市

が改革でいろいろ先進的な事例をやっていると思う

から来てくれるわけですし、今働いている優秀な人

も生駒市で面白いことができるかもしれない、課題

はあるけれど面白いから他の転職機会があっても自

治体職員として踏みとどまってくれるかもしれない

という意味で、採用とか人事もそうですけれど、や

はり最後は組織の力がとても大きいだろうと私は思

っています。 
 
大谷 

 貴重な話題提供をいただきまして、深い意図があ

ると感じました。小紫市長さんの話に少し乗っかる

と、最近公務員を辞める人が多くいて、私も辞めた

人間ですけれども、自らの人生を振り返って自分の
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キャリアを考えたわけです。そうすると、辞めてし

まったということなので、「辞めないため、辞めさせ

ないためにどうしたらいいか」と聞かれた時に冗談

で「振り返させるな」とよく言っています。実際、

自らのキャリアを振り返って、今後どうするか、こ

の自治体で自分がやりたいことができないのであれ

ば、もう出て行ってもいいと思います。市長さんの

講演でもありましたけれども、自らキャリアデザイ

ンを考えて辞めても食べていけると自治体の外でも

働ける、とありました。先ほど聞いていてリクルー

ト型自治体という感じかなと思って聞いていました。 
 話題提供の人事異動については、やはり納得でき

る人事異動とそうでない人事異動があって、これは

自己評価と他者評価の乖離の問題かと思います。や

はり上司と部下でよく話し合って、忙しくてなかな

か面談できないと聞きますけれど、どうにか面談の

機会を設けて、どこが自己と他者の評価で乖離があ

るのか、自分がやりたい仕事に就くにはどの能力が

足りないのか、といったことを相互に認識していく

場であると思います。人事評価は、本来、人材育成

に使うというのが、あるべき姿だと私は思っていま

す。人事評価も使いながら、どこが思いどおりにな

らない人事の原因なのかを話し合う必要があるだろ

うと思います。 
 ただ、そうは言ってもどうしても溝が埋まらない、

どうしてもやりたいことがあるという場合は、自ら

キャリアを作っていくしかないと思うんですよね。

私の場合は大学院で自治体人事の勉強をしたところ、

運良く人事課が「自治体人事の勉強をしているなら

人事に来たらどうか」と言って呼んでくれたんです

ね。まさにやりたい仕事ができたんですけれども、

自ら動いてキャリアを作って、やりたい仕事をやっ

ているところに売り込むというのも1 つの手かなと

思います。 
 特に最近の若い人たちはキャリア意識が結構強い

んですよね。自分の思い描いたようなキャリアを達

成できないとなると見切りも結構早い部分がありま

して、私の教え子でも 3 年離職率がかなり高くて、

次のステップを見据えて辞める人が結構いるんです

ね。それを考えると、やはりキャリアをきちんと考

える機会を作って、それを放置するのではなくてそ

の自治体のなかでどう活かすのか、活かせるのかと

いうところまで含めて面談をする必要があるように

も思います。これが 1 つです。 
 それからもう 1 つ。今少し申し上げましたが、今

の若年層はキャリア意識が強いだけでなく時間軸が

短いんですよね。授業の動画は倍速で見るのが当た

り前で、映画も倍速で見るような状況です。だから、

自らのキャリアの見切りも早いんですよ。民間企業

対象のアンケート調査結果を見ると、早期選抜を導

入する企業の割合がここ数年伸びてきているそうで

す。かつて当学会の稲継理事長が公務員人事には「遅

い昇進」が観察されることを示されましたけれども、

最近の若年層に対応するためには早期選抜を考えて

もいいのかなと思います。ただ、そうすると残され

た人をどうするかという問題が残りますので、その

バランスが難しいと思いますけれども、民間でそう

いう動きがあることには着目すべきではないかと思

っているところです。 
 
岡田 

 実際の人事をやっていて、キャリア支援はこれか

ら非常に重視していくところで、まずは人事がやら

なければならない部分もあるし、現場の管理職に広

がっていくところもあります。私も個人的な話にな

りますけれど、キャリアコンサルタントの資格はや

はり人事としてもキャリア支援という取り組みが必

要なのではないのかというところから取った次第で

す。 
 また、自治体の業務といっても非常にさまざまな

ものがあり、若い職員が自分の業務以外の他の業務

の面白さを知らなくて辞めてしまう場合もあるので、

どちらかというと組織からもっと情報提供する必要

があると思います。例えば、人材のリクエストシー

トのようなものを全部署で作成して、うちの部署に

はこういう業務があり、こういった人材を求めてい

るといった求人広告のような情報提供をしていく取

り組みも必要なのではないのかと感じています。実

際に全職員がやりたいことがあるというのも現実的

ではないとは思いますけれども、そういったなかで、

やりたいことは何なのか、自分なりの適性みたいな

ものを培っていければ、と思った次第です。 
 
小野 

 ありがとうございました。やはり適材適所は人事

行政にとっては永遠の課題のような難しい問題では

あると思います。今まさに、現場を踏まえた貴重な

お話をいただいたと思います。それでは続きまして、

公務員のキャリアデザインということで、小紫市長

から話題提供を頂ければと思います。 
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小紫 

 公務員の可能性について、まず若い人が辞めてし

まう前に「公務員は、こんなことまでやってもいい

んですよ」「やっちゃダメなことなんてほとんどない

んだよ」ということをきっちりと伝える人がいてほ

しいと思います。たまたますごく頭の固い上司の下

に配属されてしまうと「首長は何か偉そうなことを

採用説明会と言っていたけれど、うちの課長は全然

そんなんじゃないです」とか言って、それで辞めら

れると僕はすごくぐったりしてしまいます。 
 うちはクロスメンターと言って、メンター制度だ

けではなく全然自分の上司ではない人をメンターに

できるというクロスメンターというのをやっている

んですけれど、そういう人などが「今度自治体職員

の面白い会があるから一緒に行こうよ」とか「私、

副業でこんなことをしてるから、ちょっと顔出して

みる」とか「あなたが仕事で今、上司との関係で悩

んでいることは、別にこのくらいのことはやっても

いいけど、こうすればクリアできるのでは？」とか

言えば部下も可能性が広がり、仕事がまちづくりが

楽しくなります。けれども、先ほどの副業と一緒で

勝手に「これはできない」とか「これはやめておい

たほうが良い」というバリアを自分で作っているの

が、とてももったいないです。 
 だから「いやいや、こんなことしても全然平気だ」

とか「副業とか全然オーケーだ」とか「ユーチュー

バーも全然オーケーだ」と言ってもらえる上司や自

治体で働くのを選ぶのか、副業の「ふ」の字も出し

たら「お前何やってるんだ」と言われるような自治

体を選んでしまうのか、その辺がすごく大きい気が

します。だから、辞める前にやはりその辺を丁寧に

話してくれるような人が僕以外に、僕は若い人全員

に毎日顔を合わせるわけではないので、できれば課

長とか若手の 10 年選手くらいの人がそういう若手

に繋いでいただけるようになってくると、生駒市も

もう一枚皮が剥けるだろうと思います。 
 とにかく、公務員であろうとなかろうと、本当に

自治体職員を辞めて大学の先生になられたりとか、

民間企業に行ったりする方も結構増えていますけれ

ど、これも当然 1 つのキャリアデザインだと思いま

す。そういう仕事を得るだけの努力をしていたから、

そういう道が見つかるわけですし、そういう道を自

らも探したからそうなったわけですね。 
 最悪なのは、生駒市役所にしがみつくこと。しか

も「僕は生きて行く道が他にないからしがみつきま

す」みたいな職員がとにかくすごく増えてしまう組

織は、官民問いませんが、やはり市民に対して大変

申し訳ないなと思いますので、なるべく全員という

のはすぐには無理だと思いますけれど、自分のキャ

リアというのを考えましょうと。だからこそ、10 年

目でも「若手」などという組織はあまりにひどい。

3 年目、4 年目からどんどん自分のキャリアを積ま

せてあげて、自分プロジェクトをするとか副業をし

ても良いとか、クロスメンターみたいな制度を作っ

て、あまり狭く考えるのではなくもっと広い視野で

考えて良いという上司や言葉に触れる機会を増やす

とか、そういうのをとにかく組織としてたくさん作

ってあげることだと思います。 
 それをきちんとやって、初めて僕は「終身雇用は

もう難しいですよ」とワンセットで言うようにして

いるんですね。うちも以前はそうでしたが、入職し

て 15 年目になって初めて政策形成研修を受けまし

た、みたいな冗談のような話があります。「終身雇用

はもうなくなります」と明確に採用説明会で言うの

であれば、それでも生駒市はこういう人材を育てる

ビジョンも持っていて、こういう制度や機会もあり

ます、何より自分を I-Company や個人事業主とし

て、僕が定めたビジョンにずれていなければ、どん

なことも裁量を持ってやっていいです。それに文句

を言う上司がいれば「ビジョンにこう書いてあるじ

ゃないですか」と言って反論してもいいし、それで

も何とかならなければいつでも僕のところに来て、

「おかしいじゃないですか」と言いに来ていいです

よ、と言ってます。とにかく自治体職員は、これか

らは個人事業主として自立した取り組みもどんどん

やってもらうようなことを、もっときちんとしなけ

ればいけないと思います。 
 そのためには、僕らが定めているバリューという

いくつかの指標、こういう人材が欲しいですという

指標を定めて、そういうふうに進んでいくのが個人

事業主として食べていくためには、こういうことを

鍛えなきゃいけないよねということで僕らも定めて

いるつもりです。そういうことを、しっかり機会と

して担保するということは、もはや公務員の世界だ

けではなくて、民間企業でもたぶん同じだと思いま

す。 
 先ほども言ったように、民間企業が今、副業して

もいいと言い始めたということは、終身雇用は無理

だという静かなメッセージなんですよ。それに気づ

かず、ずっと副業なんて自分に関係ないと言ってい

る人ほど、5 年後 10 年後に苦しい思いをするだろう

と思います。僕もユーチューブをそろそろ始めたい
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と思っていますし、こういう講演会に呼んでいただ

いたり、本を書くことで少しだけですけれど収入も

いただいたりとかしていますし、でもそれは僕が市

長だからではなくて、もちろん職員も講演に呼ばれ

るくらいのことをして、発信をして目に留まった方

からお声をかけていただいて 1万円でももらってく

れば、それはとても大きなことだと思います。講演

をして本を書いてお金をいただける職員というのが、

生駒市にもっともっと増えたらいいなと思います。

そういう自治体職員を増やすことは、分かり易い指

標だと思っています。 
 
大谷 

 これからは終身雇用の時代ではない、できれば回

転ドアみたいになるのが良いというようなお話をさ

れたと思いますけれども、自治体と民間の垣根がな

くなってきて、どこに行っても良いような時代がく

るというのは、まさにそのとおりかと思います。 
 その一方で、自治体である程度長く働いてきて、

職務上のスキルからいうと、自治体業界では有用だ

けれども民間に行くとさほどでもない、ということ

もあると思います。そうした場合に、今いる自治体

では十分な能力活用の機会がなくて他の自治体に行

くということもありえると思うんです。 
 特に技術職の場合、日本都市センターが 3 年くら

い前に技術職採用の研究会を立ち上げ、私もそのメ

ンバーだったのですが、中途採用された技術職の前

職を見ると他の自治体が結構いました。ですので、

今後は自治体間の人材の取り合いもありえるのでは

ないか、自治体業務に通じた人を公務労働市場で取

り合う時代になってきているのかなと思います。 
 そうすると、例えば自分は福祉のこういう専門家

で、うちの自治体は関係業務が一段落したけれども、

他の自治体はこれからまだまだやろうとしていると

いう場合に、自分が活躍できる場がそこにあるので

はないかと考えて移籍する、ということもかなりあ

り得ると思うんですね。そういったことを考えた場

合に、自治体間の異動をもう少し容易にするような、

これは制度的にクリアすべき部分もありますけれど

も、そのような取り組みもあってもいいのかなとい

う気はしています。 
 また、制度を変えなくても割愛採用などでうまく

採用してあげればキャリアを継続できるのではない

かと思います。これは採用側の自治体の判断でどう

にでもなる部分があるのではないかと思います。今

後はそういうこともあっても良いのではないでしょ

うか。 
 
小紫 

 自治体から自治体への転職を否定するわけでは全

然ないですけれど、すごくきちんと仕事をしてキャ

リアデザインすれば、自治体で活躍する人材は民間

企業にとっても十分魅力的な人になると僕は思って

います。なので、僕は中途採用人材を募集する時も

そうですけれど、もちろん自治体から来る方も多い

し、優秀な方も来ますけれども、自治体から民間企

業や、創業に挑戦することも選択肢だし、そういう

キャリアを詰める自治体職員もいたほうがいいと思

っています。また、今いる自治体が嫌だから他の自

治体に行くというのはうまくいかないと思っていて、

1 つの自治体ですごく成果を出し、他の自治体から

「ぜひ来てほしい」というような順番であるべきだ

ろうと思います。 
 本人にとっても受け入れ側の自治体にとっても、

もっと言えば送り出す側にとってもお互いプラスに

なる、ポジティブな自治体間の移動だったらいいで

すけれど、そこがたぶんポイントです。これは民間

も一緒ですけれども、民間のノルマに疲れたから公

務員、みたいなことならばあまり採用に意味がない

ので、ポジティブな意味で来ていただく民間の人を

採りたいですし、そこが多分民間だろうが自治体だ

ろうが大切なことかなと思います。 
 だから、他の自治体からうちの自治体に行きたい

という職員にも、厳しい質問をします。そもそも、

生駒市に期待ならやはり前向きな思い入れがあるは

ずなんですよね。そこでちゃんと答えられなければ、

そこそこ優秀な人でも採りません。やはりまず基本

はポジティブにやってくれるかどうか、ポジティブ

な意味で転職しているのかどうかというのは、官民

問わず聞くことが大切だろうと思っています。 
 これは結構自治体の職員、うちの職員にも厳しい

ことを僕は言いますけれども、とにかくプライドと

して持っておいてほしいし、僕も持っています。「民

間企業の方がすごいよね」と言いがちですけれど、

民間企業に自治体職員を派遣する研修みたいなこと

をやっている自治体もまだあって、民間のサービス

精神とか顧客第一主義を学ぶとかやっていますけれ

ど、そんな研修は本当にもうやめた方がいいです。

もう屈辱じゃないですか。公務員の方がサービス精

神が旺盛でないといけないし、スピード感も特に市

町村は民間よりも速いスピード感を持っていなきゃ

いけないはずなのに、なんか民間の方がスピード速
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いですとか顧客のこと考えているとか、民間よりも

僕らが劣っています、みたいな。逆に言えば、そう

いう人材しか採用、育成できてない自治体の言い訳

だと思っています。 
 うちの職員も、いつでも生駒市を辞めても食べて

いける、民間企業からも引く手数多だし、ベンチャ

ーとか法人とか立ち上げられるぐらいのレベルで、

大学で教えたりできるようなレベルで、講演にも呼

んでもらって、本も書けるレベルに本当にしていき

たいな思っています。 
 もちろん、民間企業と比べてなかなか身につきに

くいスキルもあって、それは民間の方がすごいから

という意味ではなくて、やはり公務員の特徴がある

からです。逆に、民間だと身につきにくいスキルが

公務員だと身につくことも当然あるわけです。だか

らこそ、民間のトップ人材とかが生駒市役所で働く

わけですよ。それは、今まで彼らが身につけられな

かったキャリアを生駒市だと身につけられるとか、

スキルを身につけられるから来ているわけですよね。

そう考えた時に、民間に行くと能力が評価されない

という程度の職員しか育てられないこと自体が問題

だと、僕は思っています。ただ、まだうちもそこは

発展途上ですけれども、民間の方がスピード感ある

よねとか言われると、「君たちはそれでいいのか」と

職員にいつも言っているところはあります。 
 現状に不満があり、転職を希望する職員は生駒市

にもいます。でも、生駒市で十分戦えていなくて生

駒市で十分市民と協働できてない人が、他の自治体

や民間企業に採用されるかと言えば難しいでしょう

し、採用されたとしても本人が幸せな転職になるか

は疑問です。 
 
岡田 

 最後に、キャリアデザインというところで、今ま

での議論はどちらかというと 20 代、30 代の話だっ

たと思いますけれども、今後、例えば定年延長もあ

りますし、40 代や 50 代の方は仕事だけではなく家

庭状況の変化も出てきたりして、そのなかでどのよ

うにバランスをどう取っていくか、昇任についても、

例えば管理職になれなかった場合にどうするか、そ

ういった中高年のキャリアデザインをどうしていく

かというのは、人事担当者としても非常に大きな課

題だと思っています。そこをどう取り組んでいけば

良いのか、お聞かせください。 
 
 

小紫 

 先ほど大谷先生もおっしゃっていましたが、リク

ルートみたいな人事ができたら良いのに、という話

に関連して、本当に 40 歳、45 歳くらいまで給料が

一気に伸びてあとは永遠に伸びないとか、むしろず

っとその組織にいるのがちょっといたたまれなくな

ってくるくらいの覚悟で公務員をやってほしい、と

思っています。ざっくり言うと、50 代以降の、あと

10 年とか 15 年という人、あとは 30 代から 40 代く

らいの人、さらにもっと若い人の 3 つに分けていま

す。50 歳後半の人は、言い方が悪いですけれど、も

う逃げ切れると思っている人もいます。デジタルと

か分からないけれどもあと数年だし自分には関係な

いとか、地域に飛び出すって何それ？ みたいな感

じの人もゼロではないと思います。でも、そういう

人がそんな価値観で、若手の成長機会を止めたり、

妨げることは絶対に許されません。 
 特に力を入れているのはミドルのところですね。

30－40 代。君たちは絶対逃げ切れないから、デジタ

ルのことも勉強しないといけないし、終身雇用も最

後まであるかどうか本当に分からないから、ならば

どういう存在として存在価値をこれから生み出すの

かというのはちゃんと考えないといけない、という

のが、実は今回本を書いてキャリアデザインと言っ

ていることの大きな趣旨です。若い人はもちろんで

すが、若い人は言わなくても結構わかっています。

先ほども言ったように採用説明会で「終身雇用はな

い」と言っても、別に誰も動じないです。けれども、

30 代、40 代の職員に終身雇用はないと言うと「え

えっ」となるんです。だから、彼らがあと 10 年後に

50 代とかになった時に、若い人たちがどんどん活躍

している、中途採用で入った人がどんどんクリエイ

ティブな仕事をしている。プロパーの 40 代、50 代

は別に管理職が約束されるわけでもありませんので

「どうやって生きていくの？」と。 
 リクルートみたいに 45 歳くらいでどんどん会社

を辞めて、新陳代謝だけ考えるならそういうのが理

想なのかもしれない。けれど、公務員はさすがにそ

こまで簡単にはいかないです。 
 ただ、先ほど言いましたけど、凸凹の多様な人材

がこれから入ってくるわけですよね。若い人たちも

キャリアを考えて、何か面白いことをやったりする

わけですけれども、A さんとB さんが面白いすごい

人たちだけれども個性が強すぎてぶつかったりとか、

A さんが外から来てすごく活躍しているけれど、や

はり市民との接点の取り方とか内部での調整の仕方
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が上手じゃないとか、いろいろ尖っているけどここ

は下手とか、そういう人が結構出てくるなかで、プ

ロパーの人の生き残る 1 つの道は、同じように尖っ

た部分を作るというのもあるし、そういう人たちを

ちゃんと繋ぐ人がこれから特に求められる。同質性

が高い組織は別に課長がすごく苦労してマネジメン

トしなくても、ちょっとネガティブな意味ですけど、

何となく同じような方を向いてみんな突拍子もない

ことをする人がそんなにいないから、それほどマネ

ジメントは大変ではないです。 
 けれども、外資系のマネージャーさんなどは、何

か訳が分からない今まで全然違うところで働いた人

同士をチームとして取りまとめていかないといけま

せん。環境省にいたときに、アメリカの環境保護庁

の話を聞くと、本当に管理職というのはそれ以外の

職員と求められているものがまったく違う。マネジ

メントの適性がある人を厳格に選び出し、高く処遇

して、プレイヤーたちを取りまとめる業務をさせて

いる。日本は公務員も市町村職員もプレイングマネ

ージャーみたいなことをさせられますけれども、そ

ういう人たちをきちんとマネジメントしてパフォー

マンスを最大化するようなことはプロパーの職員に

も活躍の余地があるのではないかと思います。 
 ただ、そこで活躍しようと思うと、やはり最低限

のクリエイティビティとかを理解している人でない

と、外から来た人の気持ちも理解できないので、40
代、50 代の人がこれから 5 年後、10 年後にどうい

う役割を発揮してもらうことができるのかというこ

とで、こういうところに活躍の余地があるんじゃな

いかという提示は、組織としていってやらなければ

いけないと思っています。 
 若い人が、自分で子ども食堂に行ってみようとか、

公務員の勉強会に行こう、と思っても、初めは勇気

がいるじゃないですか。それに対して、「いいね」と

か「俺もちょっと行くわ」とか「俺も昔こんなこと

をしていた」とか、管理職が一言言うだけで背中を

押してもらえる。そういうことを言ってもらえる管

理職になっていくのは、実は組織にとっても大きな

ことだろうと思っています。 
 
小野 

 ありがとうございました。私からも 1 点だけ。今

の小紫市長のお話、ご講演にもありましたとおり、

上司、管理職の問題ですね。小紫市長がいくらあれ

これ言っても現場の各課の上司、管理職が頭の固い

上司がいるとか、できない、やめたほうがいいとか、

現場で上司、管理職がネガティブなことを言ってし

まった場合です。 
 例えば副業を生駒市では推進しているということ

で、許可の基準を策定して公表して先進性でも取り

あげられていると思うんですけれども、制度と実態

の乖離、つまり副業の基準策定を公表し、首長が旗

を振って制度を推進していても、職場、現場の実態

として現場の管理職とか上司が理解せずにネガティ

ブなことを言ったり、実態として進まないというこ

とがあるとまずいのではないか。実際、確かに上司

とか管理職の理解がなくて副業が進んでないという

言葉はよく聞きます。制度が使いづらい、あとは許

可の申請とか出しづらいという声も結構聞くわけで

す。その辺で、上司、管理職をどうするかという話

をぜひお聞かせいただければと思います。 
 
小紫 

 おっしゃる通りです。よくトップダウンとかボト

ムアップという言い方がありますけれど、トップダ

ウンとボトムアップだけで組織は決して変わりませ

ん。やはりミドル層がポイントだと思います。環境

省の時に、僕は環境省を変える若手の会をやってい

ました。すごく頑張って提言を出して、当時の小池

大臣に「良い提言だからやりましょう」みたいなこ

とを言ってもらったんですけれど、何が実現できた

かというと 30 個くらいの提言の 1 個くらいでお茶

を濁されるみたいな、ミドル層がすごく抵抗したと

ころがあるんですね。トップダウンだけではダメ、

ボトムアップがあってもダメで、ミドルをどう巻き

込んでいくかが組織の課題だと思います。 
 僕がいろいろやっても毎日若手職員と顔を合わせ

るわけではなく、彼らが毎日顔合わせるのは係長と

か課長です。そういう人たちがやはり僕がやってい

るようなことに、少なくとも近い、真逆のことを言

わないで、ある程度その方向でやってくれないと、

やはり新しく入ってきた職員は当然混乱するわけで

す。だから、本当にそこはすごく難しいですが、も

うじわじわ変えていくしかありません。すごい名演

説を僕がして課長が一気に次の日から「分かりまし

た」、などという漫画みたいな世界はなかなかないで

す。とにかくそういうことをできる管理職を評価し

ますということをやってくれた事例があれば褒める

とか、頑張っている若手職員がやっていることの価

値を認めて応援してあげる、その繰り返ししかあり

ません。 
 副業については、直接人事課に申請することにし
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ているので、別に上司を通さなくてもいいというの

もあるんですけれども、やはり口が悪い管理職は「お

前は本業もまだよく分かってないのに、副業しやが

って」とか言ってしまう管理職がいます。けれども、

これは明快に管理職が集まる場所で「本業ができて

から副業をしろみたいなことを言った瞬間に、管理

職失格だから」と言っています。逆です。「副業に一

歩踏み出した職員は当然、本業もちゃんと自分で考

えてやるのだから、本業をやってから副業をしろと

言った管理職は、その時点で管理職失格だと思え」

ということを管理職に言っています。当たり前のよ

うに「本業ができてから副業やるようにしようね」

と言ってしまう管理職は多いですけれど、「それは管

理職失格です」と言っています。副業をした職員は

自分が本業の方で手を抜いたり失敗したりすると当

然、本業の方を言われるのが分かっているので、む

しろ副業をやると自分で決めた瞬間に本業もしっか

りやらないといけない、とスイッチが入るんですよ。

だから本業をやってから副業しろと言った瞬間に、

もうその人の成長の芽を奪ってしまっているという

ことなので、そんなことを管理職には細かいことで

すけれど言い続けることで、少しずつ変わるのかな

と思っています。 
 ただ、やはりこの辺は深くて、ずっと国に言われ

たことをやりましょうということで数十年間やって

きて、その価値観のなかで課長、部長になっている

人なので、とにかく国が言ったことは疑えとか常識

を変えようとかいうところは、逆に言えばそうでは

ない世界ですごいエリートの人なので「真逆ですよ」

と僕が言うと一番大変なのが、この辺の層なんです

ね。これは彼らが悪くないし、無能なわけでもなく

て、ある意味そういう世界観では優秀だし、上手く

スイッチを切り替えれば、新しい時代でも活躍でき

るはずなんだけれども、やはり 30 年間やってきた

価値観はそう簡単に変わらないという意味で、今の

地方自治体はそこが一番苦しいですよね。何となく

想像がつくと思うんですけれど、今まで国の言った

とおりミスなくやっておけば交付金がくる、みたい

なことだったのが、よく分からないけれどいつの間

にか「お前ら自分で頑張れ」「地域の課題に地域の力

で答えろ」「お金はもう無い」と言われて、本当にコ

ペルニクス的転回みたいな感じですけれども、そん

なことを言われた地方自治体が本当に今、ある意味

真面目に考えれば考えるほど苦しんでいるんです。

今が過渡期、一番苦しい時期なんです。だから、ミ

ドルを変えるのは、今言ったような理由でとても難

しいです。この人たちは優秀ですけれども、価値観

の 30 年、40 年の蓄積というのはそれほど重いと僕

は思っています。 
 なので、その辺をどう変えていくのかで、もしか

したら世代交代が一番早いのかもしれません。ただ、

世代交代も今 40 代とかの人に今までと同じように

仕事をさせていたら、今の 50 代、60 代と同じ価値

観の 50 代、60 代になるので、何か変化を与えて、

以前とは少し違う視点を持った 50 代、60 代になら

ないといけない、というのを丁寧に伝えておかない

と世代交代をしても同じことが続くだけです。優秀

な職員を採って、彼らの眼の光がどんどん失われて

しまうのが先なのか、世代交代が起きて立派な上司

が育つのが先なのかというギリギリのチキンレース

を僕らがやっているわけです。その辺が、まさに実

務、現場の話だと思います。ぜひ今日お聞きの皆さ

んにもご理解いただきたいです。 
 
Ⅲ 参加者との質疑応答 

小野 

 大変ありがとうございます。それでは会場からの

ご質問とか、ご意見、ご感想をいただければと思い

ます。 
 
質問・Ａさん 

 質問が 2 点あります。1 点目は小紫市長に、2 点

目は市長と岡田会員にお願いしたいと思います。 
 1 点目は職員の退職に関してですけれども、小紫

市長が採用や配置にも関与されていると聞いてびっ

くりしたんですけども、職員が辞める時には市長が

何か関与されているのかどうかです。もし関与され

ているのであれば、どういった言葉をかけていらっ

しゃるのか聞いてみたいと思います。 
 2 点目は配置に関してですけれども、ビジョン・

ミッション・バリューの話があって興味深く拝聴し

ました。実際に生駒市の人材育成方針を見せてもら

ったところ、人員配置のところに「ビジョン・ミッ

ション・バリューを浸透させるための配置を行う」

という記載がありましたが、具体的にどういう工夫

をされているのか。人事当局側の思いが入ったよう

な表現になっていますけれども、実際には職員自身

にも意思がありますので、その辺をどういうバラン

スをとりながら配置されているのかという点をお聞

きしたいです。 
 次に、岡田会員には、実際に職員課長として任用、

配置を行う時にどういう価値観を大切にして配置を
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考えていらっしゃるのか、ということです。職員活

用という立場だと、適材適所という話になるのかも

しれませんが、岡田会員個人としてこういうことを

大切に思っているという点があれば、お聞かせいた

だきたいと思います。 
 
小紫 

 大変本質を突いたご質問ありがとうございます。

辞める時は、僕が話してもほぼ辞めます。僕のとこ

ろに「やめたい」という話が聞こえてきた時にはも

う基本的には心を決めていることが多いので、なか

なかひっくり返ることはないです。思いとどまって

くれる人がいればラッキーくらいの感じです。基本

的にはそうならないように、僕も副市長もそうです

が、人事課もそれぞれ気になる人とか、少ししんど

そうな人は未然に声をかけています。特に、中途採

用で来た人は組織のルールや文化に結構ショック受

けることもあるので、その辺は全員と昼食を食べな

がら和らげるようにしたり、若手職員が「少し思っ

ていたのと違う」という声があったら、お昼ご飯を

食べたりとかして未然に緩和したり、ちゃんと見て

いるというメッセージを出して防がないと、本当に

辞めるというのは未然に防止する以外はほぼ意味が

ないと思います。 
 ただ、それでも優秀ですごく期待していたのに民

間企業とか NPO に移ってしまうという話は、時々

あります。結構へこむんですけれど一応遺留はしま

すし、先ほども言ったように生駒市でやりたかった

ことを上司との関係であまり経験させてもらえなか

ったとか、知らなかったことがありそうだと思えば

「面白い市民とか事業者さんとかに繋いであげるよ」

と伝えます。生駒市役所で働くことの可能性はまだ

まだあるといったことは話して引き留めたりしてい

ます。それで、ちょっと思いとどまってくれること

もありますけれど、基本的にそういう段階になった

ら難しいことが多いです。 
 そういう時は、もう諦めて社会人の先輩として「辞

めても頑張れ」とか「次に行くところは僕も知って

いて、この人はすごく面白い」とか「この事業はす

ごいから、ぜひ頑張ってこい」と言って、そこで活

躍すれば、もしかしたら気持ちよく辞めて生駒市で

働いた経験も活かして頑張っていますということに

なれば、生駒市の株もちろん下がらないし、逆に活

躍しているあの人は実は生駒市役所出身だよという

ことになれば生駒市役所のブランドが高まっていく

ので、「もう次のところでどんどん頑張れ」というエ

ールをして送り出します。 
 そういう事例が結構あります。その辺は痛し痒し

ですけれども、確かに辞めても食べていけるだけの

力がある人を採用しているので辞める人も多いです。

先ほども言ったように採用とか人事異動で転職を留

められるのも留められないのも、上手くいくのもい

かないのも、結局、生駒市役所という組織の総合的

な実力だと思っているので、最後の最後はもう引き

留めるだけの力がうちになかったということで気持

ち良く送り出すようにしています。 
 2 つ目の質問は、僕が副市長になって作った人材

育成基本方針で相当細かく書き込みました。自分で

もよくできたと思うくらいですが、ビジョン・ミッ

ション・バリューというのが明確に打ち出せていな

かった。それを今回、すごく思い入れがあった人材

育成方針だったけれど、完全に一から見直しました。

ものすごく議論して、まだある意味途中です。ビジ

ョン・ミッション・バリューはものすごく議論して、

しっかり作ったんですけれど、それをどう任用や配

置に活かすかといった話を、もっときちんと具体化

しないといけないです。社会人採用で、それこそメ

ルカリとかで人事マネージャーとかやっているよう

な人とかがうちに来てくれて、コロナ禍の中、本当

にありがたい実績を上げてくださいました。 
 ただ、それで終わりではなくて、今おっしゃった

ようにこれどう任用や採用、配置に活かしていくの

かということは当然、僕らも考えています。ただ、

基本方針に文章化がきちんとできてない。それをど

こまで文章化するのかという議論も少しありました。

おっしゃるように人事課や僕だけが理解してていい

のか、もうちょっと職員にも広く知らせなければい

けないのかというところが課題としてあって、もう

少し書いた方がいい、もう少し知らしめた方がいい

という感覚があるんです。ですが、今はとりあえず

第一弾みたいなビジョン・ミッション・バリューを

中心に、それを採用や任用、評価や配置にも徹底的

に活かすというところでちょっと止まっています。

どうするかというところは施策としてはやっている

んですけれど、それはあまり明文化できていないと

いうのは鋭いご指摘で、おっしゃる通りだと思いま

す。その辺は今後の課題として考えたいと思います。 
 
岡田 

 私への質問で、職員配置の場合に大事にしている

ことについてですけれども、職員としてのフェーズ、

例えば能力を育成する機会として、育成期なのか、
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それとも拡充期なのか、発揮期なのか、そういうフ

ェーズによって変わる部分はあるとは思います。例

えば育成期では成長機会ということを非常に大事に

しています。その職員がどういったことを経験する

ことによって成長するかということです。例えば、

現在所属している係が少人数であれば、大人数の係

や課に配属することによって後輩を指導できる立場

にし、自分だけではなくて周りの職員が見えるよう

な成長をしてもらいたいといったことです。職員が

どういう面から成長でき、能力を開発できるのかを

大事にしています。人の能力を高めることによって

組織力が上がるので、そういったところを意識して

います。 
 そのためには、人事としても各課の業務を知らな

ければなりませんし、例えば自治体としての重要課

題は何なのか、来年度はどういう事務事業があるの

か、そういったものを把握しながら職員配置をやっ

ていくということを個人的には大事にしています。 
 
質問・Ｂさん 

 今日は大変勉強になりました。市長に質問があり

まして、職員の皆さんにキャリア形成とかクリエイ

ティブな仕事を重視するというメッセージをお伝え

しているということですが、行政にはキャリア形成

にほとんど影響しなさそうな仕事もあると思ってい

ます。例えば、私も鳥インフルエンザが起きて鳥の

殺処分の動員に行ったことがありますが、どう考え

てもキャリアに良いことはなさそうな仕事です。そ

ういうのをキャリア形成に強い意識がある職員ほど

嫌がるというか、そういうことが起きると辞めたく

なるといったこともあるかと思いますけれども、そ

ういった点をどのようにケア、配慮しているか、も

しあれば教えていただきたく思います。 
 
小紫 

 いろいろなところで、そうした質問をされます。

キャリア形成にプラスにならない仕事などたぶんな

い、というのが 1 つの答えです。鳥の殺処分でも、

生活保護とかも大変な仕事だから嫌だ、とか、キャ

リアにつながらないという人はいますが、どの部署

に行っても工夫の余地はあるし、課題がない部署な

んてもちろんないですし、本当に現場のご苦労がた

くさんあるかもしれないけれども、未然防止をどう

したらいいのかとか、後で農家の方と国との関係を

どのようにしていくのかとか、工夫できる余地がゼ

ロの仕事は市町村には皆無だと思っている、という

のが 1 つです。 
 確かに工夫しやすい分野とか、新しいプロジェク

ト、自分プロジェクトみたいなものをやりやすい課、

そうではない課とか、まちの人と協働してやりやす

い、やりにくいというのはあります。けれども、キ

ャリアにプラスにならない仕事は絶対にないです。

ありえないです。それは、その人が甘いからで、何

も考えずに仕事しているんでしょうと、厳しく言え

ばそう思います。 
 業務効率化でも良い、やったことの発信でも良い

じゃないですか。自分たちが鳥インフルエンザ処分

でこんなに苦労して、断腸の思いで農家の人とコミ

ュニケーションをしながら、こういう取り組みをし

ましたという発信をあなたはやったんですか、とい

うこととかです。発信や業務効率化、国との連携、

農家との対応もできることです。何かできる余地、

自分ならではの工夫の余地がゼロの仕事なんていう

のは、僕は絶対にないと思います。それが 1つです。 
 あとは、本当にいろいろなやり方があって、だか

らこそ僕は地域に飛び出すと言っているんですけれ

ども、「確かにクリエイティビティが簡単にガンガン

出せるような部署ではないけれども、私は観光の仕

事がすごくやりたいです」と言ったら、観光ボラン

ティアガイドみたいなところに自分が参加すればい

いわけです。すごく喜んでくれますよ。市役所から

来たと言って、事務作業な苦手な人が多いので、ち

ょっと文章とか作ってあげたら「すごいね」とか、

フェイスブックのページ作ってあげたら「あ、すご

いな」とか言ってとても喜んでもらえます。観光の

イベントを企画しなければならないけれど、ちょっ

と責任者をしてくれないかと言われてやったら、市

役所で経験できないことができるかもしれないとい

うことで、地域に飛び出すようなことは、自分がや

りたいことを仕事としてやるのもいいですけれども、

仕事ではないとしても、それがいつか何らかの形で

自分が仕事をする段階になった時にプラスになるか

もしれないし、その経験を、今仕事をしている人に

伝えたりしながら、何か自分の思いが実現できるか

もしれません。 
 あとは、僕らが工夫できることとしては、先ほど

言ったような公募制があります。本市では、職員に

希望調書をとって第 3志望くらいまでのなかで配置

するという工夫もしていますけれども、どうしても

人間関係でこいつとこいつはうまくいかない、など

の理由、希望が全部かなうわけではありません。そ

こで、少なくとも重要ポジションは公募制度にして
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います。面接もして時間もかかるけれども、やはり

選ばれた人はものすごく活躍してくれます。 
 そういう機会だから、先の転職の話と一緒ですけ

れど、その時に「この華々しいところに僕は異動し

たいです」みたいなことを言うんです。ですが、「で

は今のところで、あなたは何を戦ったんですか？」

と聞いて「どんなクリエイティビティを出そうとし

て価値付加を出そうと頑張って、そこでもこういう

ことをしたけれど、ポジティブな意味でさらにこう

いうことをやりたいです」と言う人しか、たぶん公

募のポジションは取れないと思います。「今のところ

がしんどい」とか「今の部署はあまりクリエイティ

ブなことが出来ないです」みたいなことを言う人は、

たぶん面接に通っていないと思います。 
 公務員は辞めてもいいと思いますけれど、辞める

前にあなたはそのポジションって何を戦ったのかと

いうことはいつも尋ねます。僕自身も環境省を辞め

ていますが、一応頑張って戦って中から変えようと

して戦って辞めた自負はあります。だから、前のポ

ジションが嫌だからこっちに来てるわけではない、

前の職場だと何もできないから来たのではなくて、

「ここでもこれだけのことは僕がやった。さらにこ

ういうテーマだったら、自分が今までの経験を活か

して、こういうことができる」ということを言う人

でないと、ポジティブな転職はもちろん、ポジティ

ブな庁内異動も僕はできないと思うので、やはりそ

ういう意識が常に必要だろうと思います。 
 
小野 

 ありがとうございました。まだまだいろいろお話

を伺いしたい、議論もまだ尽きないところではござ

いますが、残念ながら時間がオーバーしてきました

ので、ここでパネル・ディスカッションを終了させ

て頂きたいと思います。 
 最後に私から、今日のキーワードで何回も出てき

たと思いますけれども、本学会は地方行政の現場に

光を当てて、実務と研究を橋渡し融合させるという

理念を持っております。まさに地方行政の現場とい

うことで本日お越しいただきました3 名のパネリス

トの皆様、それぞれの立場、研究者、そして実務家

とそれぞれの地方行政の立場で現場を踏まえて第一

線で取り組む貴重なお話を伺うことができたと思い

ます。大変有意義な時間を過ごさせていただきまし

た。本学会も設立されて 2 年、3 年と行くところで

ございます。是非、この勢いを止めることなく、自

治体の人事行政その他研究と実務に取り組んでいく

ことができればと思っております。 
 本日、改めまして大変お忙しいところ、貴重なお

話を頂きました。皆さんにもう一度拍手をお願いい

たします（拍手）。以上をもちまして、パネル・ディ

スカッションを終了させていただきます。本日はあ

りがとうございました。 
 
司会 

 皆様ありがとうございました。パラダイムシフト

を迎える現場のさまざまな悩みについて、「採用」「人

事異動」「キャリアデザイン」の観点から、皆様のご

経験と実務の声を反映した大変深いご議論をいただ

いたと思います。これをもちまして、第 2 回春季大

会パネル・ディスカッションを終了します。皆様あ

りがとうございました。 
（了） 
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Lonely death in Public Housing 

－ Removal of furniture and household goods — 

公営住宅における孤独死 

～家財道具等の撤去等について 

 

藤島 光雄(福知山公立大学) 

Mitsuo Fujishima（The University of Fukuchiyama） 

 

要 旨 

賃借人の死亡後、居室内に残された家財道具等（以下「残置物」という。）の所有権は、その相続人に承

継されるため、相続人の有無や所在が分からない場合、賃貸借契約の解除や残置物の処理が困難になること

があり、特に単身高齢者に対して賃貸人が建物を貸すことを躊躇する問題が生じている。 

 このような賃貸人の不安感を払拭し、単身高齢者の居住の安定確保を図る観点から、国土交通省等におい

て、死後事務委任契約を締結する方法について検討を行い、単身高齢者の死亡後に、契約関係及び残置物を

円滑に処理できるように「残置物の処理等に関するモデル契約条項」（ひな形）が策定された。 

その概要は、単身高齢者の居住の安定確保を図るため、入居時に、賃借人の死亡後に契約関係及び居室内

の残置物を円滑に処理できるように、賃貸借契約の解除及び残置物の処理に関するモデル契約条項を示した

ものであるが、本報告では、その分析・検証を行い、課題を明らかにする。 

キーワード：公営住宅、単身入居者、孤独死、残置物の撤去 

 

はじめに  

 本稿は、本学会の研究実践セミナーとして報告

されたものをまとめたものであり、その名の通り、

自治体現場の担当者との共同研究実践報告である（1）。 

公営住宅は、「健康で文化的な生活を営むに足りる

住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に

対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸することによ

り、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するこ

とを目的（公営住宅法１条）」としており、このよう

な公営住宅の存在意義から、入居者が死亡した場合、

その相続人が公営住宅を使用する権利を相続するこ

とはできない、とされている（２）。 

このように、公営住宅は、民間の賃貸借契約とは

異なる法的関係がある一方で、家賃の滞納対策や明

渡請求等の基本的な面では、民間の賃貸住宅と変わ

りはない。 

本来、民事上の訴訟等を通じて、解決策を行う必

要があるが、その経費や日数もばかにならないこと

から、現状では、単身入居者死亡後の残置物の撤去

等について、苦慮する自治体が増加している。住宅

セーフティネット機能を有する公営住宅の役割から

すれば、その有効な活用が求められている。 

本報告では、平成 29 年 1 月 25 日付け国住備 105

号で示された、「公営住宅における単身入居者死亡後

の残留物への対応方針の策定について」（3）（以下「国

対応方針」という。）、令和３年６月に公表された「残

置物の処理等に関するモデル契約条項」（4）（以下「モ

デル契約条項」という。）等、国の施策と大阪高裁

2021 年３月５日判決（5）(以下「大阪高裁判決」とい

う。)を検証しつつ、ある自治体において、現行法令

を駆使し、できるだけ安価に、しかも、速やかに解

決した事例を紹介し、今後の対応について検討を加
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えたものである。 

単身入居者が死亡した場合や行方不明等で、一定

期間以上公営住宅を使用しなくなった場合（以下「失

踪した場合」という。）における残置物の取扱い等に

ついての基本的な考え方を整理することにより、裁

判手続きを経ることなく、住宅セーフティネット機

能を有する貴重な公営住宅を速やかに公募できる仕

組みを作りたいと考えている。 

 

１．公営住宅の現状 

少し古いが、「公営住宅で孤独死した入居者の遺品

が宙に浮いている。引き取り手のない場合、どう処

分すればいいのか。管理する自治体が頭を抱えてい

る」(2013 年 2 月 17 日付け朝日新聞)の記事がある。 

当時の東京都では、相続人が遺品の引き取りを拒

否したり、相続人がいなかったりするケースは年 40

～50 件もあった。また、自治体によっては、入居し

ていた部屋を原状保存していたり、遺品等を倉庫に

移動して保管したり、相続人を相手取って部屋の明

け渡し訴訟を提起している自治体もあり、なかには、

正規の手続きを経ずに遺品を廃棄している自治体も

あったという。 

最近でも、中日新聞が 2018 年に都道府県と全国の

政令指定都市 67 団体に行った「公営住宅における入

居者死亡後の残置物の扱いに関する自治体アンケー

ト」調査結果（平成 30 年 3 月 18 日付け中日新聞。）

によると、その約４割の自治体が単身入居者の死亡

後に引き取り手のない遺品が放置されている公営住

宅を抱えており、遺品が置き去りにされている住宅

は、計 627 戸に上っている。また、これら全 67 自治

体のうち、愛知県、岐阜県、三重県、滋賀県、名古

屋市など 27 の自治体が部屋でそのまま保管し、遺品

を別の場所で保管している自治体は埼玉県、神奈川

県など５団体あった。 

一方で、職権で廃棄することがあると答えたのは、

愛知県、長野県、名古屋市など 28 団体あり、2016 年

に遺品が廃棄された住宅は計 252 戸。大阪市では、

相続人の協力を得られない場合、部屋の明け渡しを

求める訴訟を起こし、判決後に遺品を廃棄している

という。 

また、当時遺品の取り扱いについてルールを設け

ているのは、愛知県、長野県など９団体で、いずれ

も条例ではなく、要領や要綱など内部規則で対応し

ている。遺品の処分を巡る課題は、「相続人全員に連

絡を取るなど、多大な労力と時間がかかる」ため、

相続人等の承認を得ることなく、自治体が速やかに

処分できるようにするなど、法制度の整備を希望す

る自治体が複数あった、という。 

 

２．国の対応策 

こうした自治体からの要望に対して、国土交通省

住宅総合整備課の担当者は、「公営住宅の運用と管理

は、地方自治体に委ねられ、国は指導・監督する立

場にとどまる」としながらも、平成 29 年 1 月 25 日

付けで、「国対応方針」と題して、全国の自治体に、

全国の事業主体への調査結果と、「地域の実情に応じ、

あらかじめ、内部規則等により、単身入居者死亡後

の残留物への対応方針を策定するなど、万一の場合

の事案に対して適切に対応する枠組みを整備するこ

とにより、引き続き、公営住宅の適正かつ合理的な

管理の実施に努めていただきたい」と各自治体に適

切な対応を求める通知を出した。 

更に令和３年６月には、「モデル契約条項」が公表

されたが、これらの対応策はいずれも有効と言えず、

残念ながら国においての積極的な法整備は期待でき

ない状況であり、自治体が独自にこの課題に取り組

むしかないのが実態である。 

 

３．自治体での取り組み 

本来、司法上の手続きを経て処理するしかないな

かで、裁判上の和解を経て、実際に自治体職員が放

置された残置物を撤去する場合の実務上の課題を明

らかにし、一定の考え方を示すとともに、当時のＡ

市営住宅における死因贈与契約を利用した対応につ

いて紹介し、死因贈与契約に伴う想定されるトラブ

ルへの対処方法を検討するとともに、令和３年６月
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に公表されたモデル契約条項を市営住宅や住宅確保

要配慮者用の住宅に活用する提案を行った。さらに

は、福祉課所管の法令を活用してゴミ屋敷のゴミを

廃棄したことから、これを応用して放置されたまま

の残置物を廃棄する施策についても具体的に提案を

行った。 

今般のモデル契約条項には、国土交通省が作成し

ている「終身建物賃貸借標準契約書」（6）に基づく説

明が一切なく、終身建物賃貸借標準契約書に基づく

契約を行うには、バリアフリー化された賃貸住宅を

高齢者が終身にわたって賃貸する場合に、借地借家

法の特例として賃借人が死亡したときに終了する旨

を定めることが必要である。また、この契約を結ぶ

には、事前に都道府県知事の認可が必要である。す

なわち、この契約はバリアフリー化された賃貸住宅

の賃貸人でないと認められないということになる。

したがって、この契約との違いを考慮して今般のモ

デル契約条項（残置物関係事務委託契約のみ）をわ

かりやすく説明すれば、バリアフリー化されていな

い、家賃が低廉で個人の保証人も立てられないよう

な資金に余裕がない賃借人を対象者として、賃貸を

行う賃貸人を対象としているということがわかる。 

 

４．判例の動向 

いわゆる「追い出し条項」が有効とされた大阪高

裁判決の検証であるが、本件は、借家契約の終了の

有無を問わず、①賃借人が賃料等の支払いを２か月

以上怠り、②家賃保証会社である被告が合理的な手

段を尽くしても賃借人本人と連絡がとれない状況の

下、③電気・ガス・水道の利用状況や郵便物の状況

等から借家を相当期間利用していないものと認めら

れ、かつ、④借家を再び占有使用しない賃借人の意

思が客観的に察することができる事情があるときは、

賃借人が借家を明け渡したとみなして残置物を処分

できるという条項が含まれる「住み替えかんたんシ

ステム保証契約」は、消費者契約法に違反するなど

として適格消費者団体である原告が消費者団体訴訟

制度に基づいて差し止め請求を行ったという事案で

ある。 

大阪地裁令和元年 6 月 21 日判決では、保証契約

の条項が借家契約の終了の有無を問うことなく、①

～④の事情があれば、借家契約が解除等を理由とし

て終了したか、借家契約終了の前提となる解除の意

思表示が有効か否かにかかわらず借家契約を終了さ

せ、明渡しがあったものとみなす権限を被告に付与

する契約であると認定し、その部分を無効として、

原告一部勝訴の判決を言い渡した。判決の中では、

被告が保証契約に基づき借家内の動産類の搬出・保

管を行えば、自力で借家に対する賃借人の占有を排

除し、賃貸人にその占有を取得させる自力救済行為

になり不法行為に該当すると判断している。 

すなわち、賃借人が任意に退去していないにもか

かわらず、賃貸人や被告に法的手続きによらない建

物明け渡しを可能にし、これに対する賃借人の損害

賠償請求を認めない趣旨の条項が記載された契約書

ひな形が印刷された契約書用紙を廃棄せよ、との判

決を出した。具体的には、①～④の事情があれば明

渡しがあったものとみなす権限を被告に付与する条

項を含む契約は、消費者契約法に反するとして差止

請求を認めたものである。 

これに対し、大阪高裁判決では、一審原告勝訴部

分を取り消し、原告の請求を棄却した。なお、一審

原告勝訴部分以外の争点は省略するが、大阪高裁判

判決は、①～④の４要件を満たし、被告から借家の

明渡しがあったものとみなされた場合には、その時

点で借家契約は当然に終了すると判断している。す

なわち、４要件を満たすときは、賃借人が借家を住

居として使用しておらず、かつ、その意思を失って

いる蓋然性が極めて高いと判断した。また、占有者

が占有物の所持を維持している場合には、占有者に

おいて積極的に賃借物件を占有する意思を放棄する

旨の意思表示をしない限り占有権は失われないが、

客観的・外形的な事実から占有の放棄の意思表示も

許容されるとした。 

この大阪高裁判決の検証であるが、一般的に①～ 

③の要件の充足は客観的に判断できるが、④の要件
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については抽象的であり、その充足の有無について

は必ずしも容易に判断できない。なお、家屋の賃貸

借契約においては、契約書に、賃借人の承諾なき立

入りや賃貸人による賃借人所有の動産の搬出を許容

する条項がある場合、あるいはこれらに関し別途の

約条を締結している事例が見られるが、判例ではこ

うした特約が、判例の示した自力救済の違法性阻却

要件を満たす場合を除いて、公序良俗に反し無効と

なるとされている（7）。 

本件では、こういった最高裁における判例法理を

前提としたうえで、具体的に判断したのだと思われ

る。この点については、今般の大阪高裁判決が４つ

の要件をすべて充足した場合という極めて限定され

た条件の中で、自力救済の違法性阻却要件を満たし

たと考えることができる。 

なお、借家契約が終了していることが前提なので、

大阪高裁判決のように４つの要件を満たせば借家契

約も当然に終了しているという解釈が妥当であるか

否かが重要である。自治体関係者は、本件について

の最高裁の判断を注視しておく必要がある。また、

実際に居住している場合には、４つの要件をすべて

満たすことは考えられないことから、賃借人に一方

的に不利な追い出し条項が認められたということで

はない。 

原告は、「控訴審判決は、保証債務の増大を回避し

たいという家賃債務保証業者の事情を最優先にして、

賃借人の居住権や法的手続の保障を受ける権利を不

当に侵害してもかまわないというべき判断であって、

司法の役割・責務を自ら否定・放棄するものであり、

消費者被害を未然に防止するという消費者団体訴訟

の趣旨に反するもの」として、最高裁に上告してい

るので、その判断が注目されるところである。賃貸

借契約の賃貸人からすれば、賃借人が夜逃げしたと

きなどに効果的な要件になり最高裁でも認められる

ことになれば、実務に与える影響も大きいと考える。 

なお、公営住宅の場合には、公営住宅管理標準条

例 15 条のような家賃の減免又は徴収猶予の制度が

あるので、夜逃げされたという事例はほとんどない。

しかし、単身入居者が残置物を残したまま死亡した

場合には、相続人の対応に基づいて、同様に占有の

放棄の意思表示を行ったとみなすことも解釈上可能

と思われることや、入居者が失踪した場合には、ま

さに本件「追い出し条項」が効力を発揮することか

ら、最高裁の判断を注視し、準備しておく必要があ

る。 

具体的には、例えば、①相続人に入居者の死亡を

通知し、入居者が家賃の支払いを 2 か月(標準条例で

は３か月)以上怠り、②合理的な手段を尽くしても相

続人と連絡がとれない状況の下（住宅管理担当者が

合理的な手段を尽くしても入居者と連絡が取れない

状況の下）、③当該相続人が一定の期間までに残置物

を撤去して家屋を明け渡さないとき（入居者が電気・

ガス・水道の利用状況や郵便物の状況等から市営住

宅を相当期間利用していないものと認められるとき）

は、④残置物を占有使用しない相続人の意思が客観

的に察することができる（入居者が市営住宅を再び

占有使用しないだろうという入居者の意思が客観的

にわかるような）事情があるとき、という４つの要

件を条例に具体的に規定することによって、いった

ん別の場所で残置物を保管し、さらに一定の期間の

経過とともに占有が放棄されたものとして扱えるよ

うな条例による残置物の撤去の準備をしておく必要

があろう。 

 

５．自治体との連携 

ここでは、ある自治体の事例を紹介する。生活保

護を利用していた母親とその長男が借家内で死亡し

ているのが、母親の介護支援のケアマネージャーを

通じて発見された事例である。母親は、処方薬の大

量服薬による死亡、長男は餓死と判断された。水道

は止められ、保護費も受け取りに来ておらず一般的

には理解不能な事件であった。少なくとも、水道の

利用状況だけからは、賃借物件に居住していないと

判断できないケースが、福祉的視点からは現実にあ

ったのである。 

こういった事例を鑑みれば、一概に電気・ガス・
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水道の使用状況により借家を利用していないと断定

することはできないケースもある。しかし、賃貸人

としても自治体の応援があれば、より入居を断らな

い賃貸住宅の経営に乗り出すインセンティブにつな

がると思われる。この点、入居を断られない賃貸住

宅の確保に直接作用するものではないが、行政が法

律を執行することで、個人宅のゴミ屋敷を解消した

事例がある。Ａ市内の個人宅において、行旅死亡人

が発見されたケースにおいて、Ａ市が明治時代の法

律を活用して、ゴミ屋敷のごみを撤去した事例であ

る。「公」が関与することで、良い方向につなげるこ

とができたのである。 

さて、今般のモデル契約条項は、受任者となる者

にとっては、その責任の重さから敬遠される傾向が

強いのではないかと考えている。このため賃貸人の

ために報酬をもらいながら物件を管理する管理業者

が、受任者になることが現実的であるが、既述のよ

うにそのことについても万全ではない。 

モデル契約条項を民間の賃貸住宅において、民間

の力だけで使い切ることには、大きな疑義が想定さ

れるものの、「公」が関与することで、良い方向につ

なげることはできないだろうか。そこで先ず、この

モデル契約条項を、自治体が管理する公営住宅に活

用することができないか検討する。 

この点については、公営住宅の場合には、公営住

宅の入居者が死亡した場合に、その相続人は、当該

公営住宅を使用する権利を当然に承継するものでは

ないとされていることから、解除関係事務委任契約

については活用の必要がないことになる。しかし、

残置物関係事務委託契約については、公営住宅にも

一部活用が可能な部分もあるので検討する。 

さて、残置物関係事務委託契約においても重要な

ポイントは、既述のように受任者になる者がいるか

どうかである。もっとも、公営住宅の場合には保証

人を不要としている場合以外には、残置物関係事務

委託契約を結ぶことは困難であるから、保証人を不

要としている自治体や保証人が死亡する等して存在

しないケースの活用が考えられる。 

公営住宅の場合でも、一般私人の第三者に受任者

になってもらうことは困難と思われる。住宅に困窮

する低額所得者の住宅セーフティネットとしての公

営住宅であるから、残置物関係事務委託契約を結べ

ない入居者であっても入居させなければならない。

しかし、当該入居者が死亡後、残置物があった場合

次の公募に支障が出ては、公営住宅を管理している

者の説明責任は果たせない。このため、当該入居者

が居住する自治体の創意工夫が求められることにな

る。 

具体的には、自治体として生活困窮者自立支援事

業の一環として、住居の確保といった施策の観点か

ら、福祉部局の担当課長あるいは社会福祉協議会の

担当課長が、職務の一環として受任者となることを

検討すべきである。 

また、公営住宅以外の民間賃貸住宅の場合でも、

一定の条件を満たす住宅に限り、自治体の空き家対

策や生活困窮者自立支援の一環として、それぞれの

担当課長が受任者になることを検討すべきではない

だろうか。担当課長に負担がかかるようであれば、

任期付きの弁護士職員を活用することも現実的対応

だろう。 

 

６．今後の課題 

国のモデル契約条項だけでは、民間賃貸住宅に関

する限り、単身高齢者が確実に入居できるとは限ら

ないし、入居を断られるリスクも減らないだろう。

この点、阿部泰隆名誉教授は、公営住宅の適正管理

の視点から『明渡しは、民事上の問題であり、勝手

に家財道具を搬出することは、自力救済に当たると

して、法治国家では許されないという考えが前提と

なっている。しかし、たかがセンベイ布団などを撤

去するために自力救済を行っても、入居者の権利が

実質的に侵害されるわけではないし、そのために裁

判を必要とするのは、およそ費用対効果の点でも無

駄であるから、行方不明、死亡の場合には、家財道

具は公営住宅管理者において撤去して、権利者が引

き取るまで一定期間保管（その後は処分してもよい）
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との特別の規定を置くべきである。民間借家でも、

同様の場合には自力救済を許すべきである。さもな

いと、家主の経営が困難になるし、さらに家主は老

人を入れたくないと反応して、老人の住宅難を惹起

する。・・・』（8）と指摘されている。阿部先生が問題

提起されているように、老人の住宅難を惹起するよ

うでは行政の立場がない。現時点においては、行政

として大阪高裁判決に対する最高裁の判断を待つし

かないが、同判決が示した４つの要件を判決確定ま

でに公営住宅条例の一部を改正する条例に明記した

案を早急に用意しておくべきであろう。大阪高裁判

決が維持されるようであれば、条例案の実現を図る

べきことは言うまでもない。また、大阪高裁判決と

は関係なく自治体と民間が連携することで、空き家

対策や生活困窮者自立支援事業の一環として、単身

高齢者が入居を断られない住宅を確保できる可能性

が高まるのである。 

国が立法事実に基づいて法律を制定改廃してくれ

れば一挙に片付くことが予想されるが、今般のモデ

ル契約条項を出したことからすれば、今後とも期待

はできない。しかし、高齢化の進行とともに単身世

帯が増えていく中で、公営住宅における単身入居者

の孤独死も確実に増加していくであろう。また一方

で、住宅セーフティネットとしての公営住宅の活用

も必要であり、迅速な対応が求められる。 

自治体としては、現行法令を使いこなしながらも、

自治立法権を活用して、自治体の本務である住民の

福祉の増進に向けた知恵を働かせていくしかないの

である。 

――― 注 ――― 
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自治体におけるデジタル民主主義の現在と展望 
―オンライン参加型合意形成プラットフォーム Decidim の実践例から― 
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要 旨 

2020 年 10 月から兵庫県加古川市で導入が始まったオンライン参加型合意形成プラットフォーム Decidim

の活用を２つのフェーズに分け、日本における特徴を整理した。すなわち、第１フェーズにおいては計画策

定への活用が各地で行われたのち、第２フェーズではまちづくりにおけるプレイスメイキングや将来世代に

よる活用、とりわけデジタルシチズンシップ教育との関わりによるボトムアップでの参加が進んでいる。こ

れまでの日本におけるデジタル民主主義の変遷をプラットフォームの活用から整理するとともに、今後の展

望として市民参加の単なるデジタル化ではなく、既存の参加制度をいかにアップデートしていくかの観点か

ら捉えるべきであると提案する。 

  キーワード：デジタル民主主義、参加型合意形成プラットフォーム、Decidim 

 

１．はじめに 

タイトルの「デジタル民主主義」は非常に大きな

テーマであります。従ってその捉え方はそれぞれお

ありになろうと思いますが、ここではその外延を決

めるというよりも、それはひとまずいろいろ言われ

ているものだとした上で、Decidim（デシディム）と

いう、さまざまな活用が始まっている参加型合意形

成プラットフォームの実践例の側から今の現象を捉

え、今後を展望してみたいと思います。 

 

２．デジタル民主主義のプラットフォーム 

2.1 現状 

この参加型合意形成プラットフォームと呼ばれる

もの、デジタル民主主義にまつわるものに限定せず

に、ネットワーキングやクラウドソーシングのため

のプラットフォームという意味合いで用いておきま

すと、こうした事例を集めたサイトである

「Participedia」には、多種多様な使われ方がされてい

ることがわかります。方法としては 350 くらいあり、

2000 を越える事例が収集されています。 

また、我が国では、デジタル庁が「行政の政策に

意見を届けよう」という、PoliPoli Gov というサイト

を開設しています。これは PoliPoli というスタート

アップ企業が運営しているもので、国に限らず自治

体の意見募集も掲載されるようになっています。こ

れまでも霞が関では各府省のパブリックコメントを

集めたポータルサイト(2)がありますが、このサイト

はその応用版とも言えます（図１）。 

 

 

図１ （右）Participediaと（左）PoliPoli Gov 
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 出所） https://participedia.net/ 及び https://polipoli-

gov.com/から筆者作成（2022年 8月31日閲覧） 

 

ただし、これまでのポータルサイトとの異なる点

は、例えば経済産業省から「今後日本が成長してい

くために、検討すべきテーマを教えて下さい」とい

った意見募集があって、その中では国民同士の意見

交換も行われていること、あるいは役所の中の人が

コメントをするといったことが見られます。パブリ

ックコメントは意見募集に対して意見提出がなされ、

それに対する行政側の考え方が提示されるという形

で、いわば「一往復半」のコミュニケーションとい

ったところですが、ここでは国民同士なり役所との

間での双方向のコミュニケーションが行われていま

す。 

2.2 日本におけるデジタル民主主義の変遷 

こうして見てくると、デジタル民主主義というも

のなり、それを実現しようとするプラットフォーム

が最近流行していると思われるかもしれません。し

かしながら、ここで強調したいのは、そうしたこと

はここ最近の話ではなくて、そもそもインターネッ

トが一般の生活の中に当たり前になってきたこの

25 年なりの間、地方行政の現場においては、この動

きと軌を一にしているものでもあるということです。 

そうした意味では、「デジタル民主主義」と言われ

ているものはその時々のテーマなり技術的なものに

規定されている部分もあります。裏を返せば当時か

ら色々実践がなされて進化してきたものでもあり、

同様の事象が繰り返し現れているとも言えるかと思

います。 

こうした意味で最初のデジタル民主主義プラット

フォームは、自治体であれば神奈川県藤沢市の「市

民電子会議室」がその嚆矢だと言われています。そ

の後は 2000 年代以降にはいろいろなものが登場し

てきましたし、現在も運営が継続されているものも

ありますが、類型としては「地域 SNS」と言われて

いるものです。 

その後は、Twitter や Facebook、Instagram といった

プラットフォーマーによる SNS、日本では LINE も

ユーザー数が多く有名でしょう。皆さんが今目にし

ているのはこうしたもので、これらの活用によって

成功例も出てきていると言われているところです。 

今回のテーマとしている参加型合意形成プラット

フォームは、電子市民会議室や地域 SNS、あるいは

現在日常的に使っている SNS と同じところもあり

ますし、少し違うところがあると感じられると思い

ますが、一応の区切りとしては、兵庫県の加古川市

が 2020 年の 10 月に最初に導入したと位置づけてい

ます（図２）。 

 

 

図２ 日本におけるデジタル民主主義の変遷 

 出所）筆者作成 

 

３．Decidimについて 

3.1 概要 

Decidim は、2016 年スペインのバルセロナ市が自

治体として開発コミュニティと一緒に開発をしたオ

ープンソース、誰でもそのソースコードを利用や改

変が出来る無償ソースコードという意味ですが、オ

ープンソースの参加型合意形成プラットフォームで

す。バルセロナでは、2016 年以前から、オフライン

の車座集会でまちづくりに参加する運動が非常に多

く見られていました(3)。そうした経緯を踏まえ、オ

ンラインのプラットフォームを用意していることが

特徴です。 

3.2 特徴：合意形成を進めるプロセスとコンポ

ーネント 

プラットフォームとしての特徴をごく簡単に特徴
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を整理しておきますと、前提として Decidim はホー

ムページのコンテンツを管理するためにみなさんも

お使いのコンテンツマネジメントシステム（CMS）

の一種だということです。 

その上で、Decidim にはプロセスに応じた様々な

テンプレート、Decidim では「コンポーネント」とい

う言い方をしていますが、アイデアを集めてそれを

シェアする。次に議論をし、投票で決まったプロジ

ェクトの進捗を公開する。進捗を確認することで新

たなアイデアを作っていくといった合意形成を進め

ていくプロセスに沿ったテンプレートを用意してい

ます。 

すなわち、より具体的に言えば戦略を立案したり

住民参加型で計画を策定したりするといったものや、

署名活動で賛同者を得るといった合意形成のために

プロセスを様々組み合わせて進めていることが通常

です。そうした際に、会議を行うミーティング、ア

イデアを提案したりそれに対して投票したりする際

に、それに適したテンプレートを用意するシステム

だというように考えていただければと思います。 

3.3 コンポーネントの利用例 

コンポーネントを実例でご紹介しましょう。 

（１）投票 

加古川市で実施された複合施設の愛称案への投票

を例にしますと、投票をするためには愛称案が並ん

であって、それぞれ内容を確認した上で投票を行う

ボタンがわかりやすく配置されています。かつ、こ

の場合は投票数が自動的に集計されていて、どの案

に人気があるのかがわかる状態になっています。も

ちろん、得票数は非表示にした方がよい場合もある

でしょうから、こうした設定をすることもできます

（図３）。 

（２）ミーティング 

会議を開催する場合、オンライン会議であれば

Zoom なりの URL が表示できます。また皆さんも、

会議のために次第を作ったりと議事録を作成される

と思いますが、それぞれを作成し、必要に応じて動

画アーカイブをページ内に埋め込んで再生ができた

りします。こうすると参加できなかった人にも共有

できるといった、会議によって事柄を進めていくた

めに必要な機能が揃っているようになっています

（図４）。 

 

 

図３ 投票・ミーティング機能の例 

 出所）加古川市Decidimなどから筆者作成 

 

3.4 世界のDecidim事例 

世界の Decidim は、先ほど申し上げたとおり 300

以上あるので実に様々なものがあります。 

私どもでいくつかを紹介するサイト(4)も作って

いまして、ここではフィンランド・ヘルシンキ市に

ついてご紹介しましょう（図３）。 

 

 

図４ ヘルシンキ市のDecidim 

 出所）https://omastadi.hel.fi/（2022年 8月 31日

閲覧） 
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同市は 65 万人のフィンランド最大の都市であり

ますが、2018 年からDecidim を活用して参加型予算

編成のプラットフォームを運用していることが特徴

です。この参加型予算編成に参加できるのは 12 歳以

上ということで、児童生徒も参加できます。これは

日本でいうところの GIGA スクールに相当する仕組

みの中で児童生徒にもデジタル ID が付与されてい

て、それを用いて Decidim に参加してまちづくりに

対して提案をしたり予算案に対して投票したりでき

るようになっています。 

直近の年度では 880 万ユーロの予算に対して約

400 の提案が出され、約 5 万人の投票によって上位

75 件の提案が採択され、実行されているとあります。

もちろんまちづくりの予算が Decidim で全て決定さ

れるわけではありませんし、その中身は日本でも当

たり前のような予算とも言えます。例えば、一番得

票が集まったものは、ヘルシンキ市の公園ではタバ

コのポイ捨てが多いと。ポイ捨てされると公園が汚

くなるので、灰皿を各地の公園隅々まで置きましょ

うという提案に共感が寄せられた。 

もちろん灰皿を置けばいいのかという話かもしれ

ませんので、内容の是非には立ち入らないですが、

他のものとしては図書館に自転車を修理するステー

ションを整備しようといったものもありました。こ

うした政策は、基礎自治体のみなさんからすると、

自治会であるとか各種団体から要望されるもののよ

うに感じられるかもしれません。日本の自治体では、

そうした要望に対して補助金を出すとか直接執行す

る場合もあると思いますが、そうした類のものに対

してオンライン上で予算化が進むというものです。 

ちなみに、こうしたものをオンラインだけで実施

するというものではなくて、ヘルシンキではリアル

の投票所もあって投票用紙で投票することもできま

す。彼の地では、こうしたプラットフォームは、従

来の議会を通じた地域ニーズを反映する仕組みを補

完するものだと捉えており、Decidim を通じたニー

ズ反映が従来のものに取って替わるということを意

味していないということも強調されています。 

3.5 日本のDecidim事例 

次に、日本の事例(5)をご紹介しますと、2020 年 10

月から兵庫県加古川市で導入されて以来 15 ぐらい

あり、水面下で準備されているものも含めるとその

倍ぐらいになります。ここでは、便宜的にフェーズ

を２つに分けて説明しましょう。 

（１）フェーズ１：2020〜2021年 

まずは、フェーズ１は、日本導入当初の 2020 年か

ら 2021 年までによく見られたところです。ここで

は、パブリックコメントの活性化を目的に実施する

ものが多く見られました。 

事例としては、加古川市を皮切りに、兵庫県、滋

賀県といったそれぞれ計画を策定する際のパブリッ

クコメントに先行して実施したりするものや、自民

党の横浜市議会議員団が議会において首長に提案を

する内容をプラットフォームで議論するといったも

のが代表的です（図４）。 

 

 
図５ 加古川市のDecidim 

 出所）https://Kakogawa.diycities.jp/（2022 年 8

月31日閲覧） 

 

その特徴は、様々な人が参加することで、自分た

ちでは気づかなかった論点に気付くことができたと

いった内容に関するものや、あるいはパブリックコ

メントですと市民から意見をもらった後に、役所か

らまとめて考え方を示すものであったところが、期

間中に意見交換をするであるとか、市民と職員が直

接やりとりをするコミュニケーションの場として運

用するというところにあると思います。 
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また、この時期にはコロナ禍でオンラインの活用

が非常に盛んになったことが大きく影響しています

が、地元の高校生と授業で学習したことをプラット

フォームに意見として提出をし、職員や市民と交流

するだけにとどまらず、学生が多く参加して意見を

出すことで、大人たちの意見の質が変わるという現

象も見られました。具体的には、当初は意見が出な

かった論点について、学生たちの立場になった提案

が寄せられるなど、そのプラットフォームにとって

も良い効果があったと言われています。 

（２）フェーズ２：2022年〜 

2022 年になりますと、計画策定というような大き

なイシューよりもボトムアップ型あるいはより小さ

いコミュニティで活用するという動きが見られるよ

うになりました。こうした動きをフェーズ２として

捉えています。 

２つご紹介しますと、まず１つは公共空間のプレ

イスメイキングです。例としては公園ですが、管理

者がルールを決めてそのルールの通り使うのが一般

的だと思いますが、ここでは「どうしたら安全にか

つ希望する利用方法が可能になるか？」について参

加者と管理者が一緒に考える際のコミュニケーショ

ンの場として Decidim を活用しています。オンライ

ンでの意見交換だけではなくて、公園というリアル

の場で、ワークショップをしてどういう楽しみ方が

できるか、例えば参加者でベンチや小屋を作ったり

します。その際のアイデア検討や、結果を Decidim

で共有することによって次の参加者を募っていくプ

ロセスそのもの進めている訳です。 

もう一つは日本で進み始めたデジタル教育との関

連です。中学生や高校生が、自分たちが考えるまち

づくりのアイデアを Decidim に投稿をして、周りの

大人達と一緒にその実現に向けて活動をするように

なっています。大人が代わりにするのではなくて、

若者の思いを実現する場として、Decidim でのやり

とりを通じて実現するプロセスを作っていくような

ケースが各地で生まれています。 

 

４．展望 

4.1 日本のDecidimの来し方行く末 

最後に簡単に展望をお話しますと、日本の

Decidim はフェーズ２まで来たと捉えたときに、来

し方としては、「このプラットフォームを使うと何か

新しいこととがやれそうだ」という期待を醸成する

ことができたとは言えそうです。これは、Decidim に

限らずプラットフォームが新たに開発をされ、様々

な団体が使いつつあるということが示していると思

います。 

とはいえ、本当に新しいのか、と言われると新し

くないかもしれないとも思います。それは海外の事

例で少し触れたような活用方法までは行っていない

からで、ですので、日本はこうしたプラットフォー

ムを急速に活用し直していますので、これからもっ

と爆発的に事例が出てくることによって、新しい形

が見えてくるのではないかと思う訳です。 

その際のポイントは、すでに一部で見られる「こ

れからの世代」、すなわち中学生や高校生といった将

来世代が作っていくかどうか、そうした価値観が重

要であると思います。 

また、こうした変化は、むしろ非連続に発生する

というよりも、少しずつ進んでいくような面もあり

ます。この点で注目したいのは、既存の仕組みをど

う変えるかという点であります。とはいえ、現時点

での変化は、パブリックコメントをどうしようとか、

プレイスメイキングとしてまちづくりのやり方にど

ういう形でオンライン化するというようなものでし

た。 

しかし、既存の仕組みでまだタッチできてないこ

とは、例えば参加型予算編成といった運用ルールみ

たいなものを有する自治体がありますが、そうした

既存の仕組みまで変えられているものではありませ

ん。また、プレイスメイキングのような特定のエリ

アではなく、パブリックインボルブメントと呼ばれ

るまちづくりの計画に対する参加の仕組みがありま

すが、それをいかにアップデートするか。あるいは、

昨今、「熟議民主主義」と呼ばれる、やや大きな熟語
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がありますが、こうしたものを取り入れることによ

って意思決定をどう変えられるのか、というテーマ

にどのように取り組んでいくかということが求めら

れていると思います。 

4.2 市民参加のあり方の何をアップデートする

のか？ 

そうすると、そもそもの市民参加のあり方を何を

我々はアップデートしなければならないのか、とな

りますが、いくつかポイントを申し上げたいと思い

ます。 

（１）Decidimユーザー数の割合から 

まず、こうしたオンラインのプラットフォームに

どの程度参加するのかは大きな指標です。海外の事

例でご紹介したヘルシンキ市の他にも、参加型予算

編成を採用している組織での投票率（全人口に対す

る投票者数の割合）は、10%前後と言われています

(6)。これを高いか低いか論じるには不十分な数値で

はありますが、日本で最多のユーザー数となってい

る加古川市において、そもそも人口割合としてのユ

ーザー数は、0.4％といったところです。比較するべ

くもない乖離ですが、こうした仕組みが一定定着し

ていくために何をしなければならないか考える必要

があります。 

（２）各地の「市民政策提案手続」や「地域活動

交付金制度における審査プロセス」 

次に私が着目していますのは、既にあるルールの

あり方です。１つは、平成 10 年代くらいに制定が進

んだ市民参加条例の中に、市民による政策提案手続

きを持つ自治体が各地にあります。しかし、以来 20

年以上経ちましたが、現状はあまり使われてないの

が、残念ながら現状だと思います。 

他方、先ほどご覧いただいた Decidim が用意して

いるコンポーネントと比較した際に、大きな違いは

条例による仕組みでは A4 の Word ファイルで提案

を提出し、それを役所側が、第三者が審査すること

などはありますが、ともかく提出した後に審査する

プロセスであるということです。 

また、同様に各地でNPO 法人など地域活動に対す

る交付金制度が創設されていますが、そこでは交付

申請書を Word なり Excel で作成した様式に記入し

て提出しています。こちらは様式の作成に際してコ

ーディネーターが支援をするところも多いと伺いま

すが、いずれも様式に記入し、それを役所が審査す

る形になっています。 

みなさん、すでにご経験があるとおり、様々な意

見を交換してその場が盛り上がることがあるでしょ

う。しかし、それを公的な制度に載せた途端に、ア

イデアが死んでしまうということはないでしょうか。

また、今や Zoom をはじめとするオンラインで様々

な人たちとコミュニケーションをする体験を持つよ

うになりました。そこでの体験と、公的なルールと

の落差を感じるだけでなく、どうすれば公的なルー

ルの中にそうした仕組みが搭載されるようになるか

を考える必要があります。それには、単にやり方を

変えるだけではない問題があります。 

市民提案制度や地域活動に対する交付制度は素晴

らしいものだと思います。しかし、その目的を達成

するために必要なプロセスになっているのか。そう

でなければ、そうしたものを使い続けることが果た

して適切かどうか。さらには、そのような現実にし

ている要因を規定しているのは、制度なのか意識な

のかといった、現在巷間言われるデジタルトランス

フォーメーションにまつわる議論がここにおいても、

同様に妥当するのではないかと思います。 

4.3 市民参加の変遷とこれから 

ところで「参加」というのは非常に概念が広いも

のであります。これまでも 30 年以上にわたって課題

であり、様々な取り組みが積み重ねられてきたこと

は間違いない訳ですが、実感として「行政に参加し

ている」ということに対しては道半ばであります。

例えば、行政から案を提示して意見を提出するだけ

の一往復のやりとりでは、「きちんと自分の意見が反

映されたのだろうか」と思いますし、その後パブリ

ックコメントなどでは、提出された意見に対する採

否やその理由を公示するようにはなりました。一往

復半にはなりました。しかし、理由はわかったとし
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ても、実はよくわからない理由が書かれていて、そ

の理由に対する意見は言うことができないことが通

常です。 

そうした時、今回ご紹介したオンラインのプラッ

トフォームの仕組みは、より意見の往復が増えると

いうものではあります。しかしながら、それをして

「デジタル化によって市民参加を実現する」と言う

つもりはなくて、あくまでもこうしたプラットフォ

ームを体験することで、そもそも市民参加とは何だ

ったのだろう、今ある仕組みが十分応えられている

のだろうかといった、我々が目指す市民参加のあり

方を問い直す契機になっているというものとして捉

えるべきだと考えています。今回の報告がお役に立

てばなによりです。 

 

５．質疑応答 

（神戸市役所・井上会員） 

神戸市では、自治会の参加者がなかなか少なくな

ってきたということで、今まで行政からのそういっ

た地域の意見の聴取は、自治会を通じて行うことが

多かったと思うのですが、こういった新しいオンラ

イン上の仕組みができてきたというところで、従来

の地縁組織からの意見聴取ではないような形を目指

していく方向があるのかなと思うのですが、どのよ

うにお考えでしょうか。 

 

（東会員） 

こうしたご質問をいただいた際に必ず申し上げて

いるのは、簡単に「意見聴取」と言ってはいけない

ということです。なぜ、役所に意見を言わないとい

けないのか、あるいは役所側からの言い方であれば、

「意見を聞く」というスタンスですと、そうした意

見の数はそもそも減ってしまうということです。 

ご紹介した事例には載せていなかったのですが、

小規模自治体さんでは、ご質問と同様の趣旨で自治

会との意見交換がなかなかできなくなった課題をお

持ちで、それは全国的な課題でもあります。そうし

たときに、その Decidim を活用はじめた自治体が何

をやっているのかと言いますと、そうした従来の団

体さんとのコミュニケーションを密にしようとされ

ています。ベクトルが逆になってきたということで

す。 

意見を聞く窓口を広げるので意見をたくさんお寄

せください、というものではなくて、こちらから意

見を伺いにいく、そのためにオンラインを使うとい

うことであります。 

そうしたことはバルセロナ市でも同じでありまし

て、もともとそうだったのかもしれませんが、市長

さんが小さなタウンミーティングにでかけていって、

たくさん意見を伺います。そして、時間はきてしま

いますので「もっと意見を聞きたいので、ぜひ

Decidim を使ってください」という言い方をされて

います。議論の軸を変えないといけないと思います。

意見がやせ細ってきたのでこうしたツールを使って

拡大しないといけない、ということで考えるのはや

やミスリードではないか。 

また、別のご質問があるかもしれないのであらか

じめお答えしますと、「ではオンラインツールを使え

ない人はどうするのか」というご質問については、

「じゃあ、聞きにいけばいいじゃん」と申し上げま

す。なぜそうしたことができないのか、それは意見

を聞くとしている住民ないし団体側に原因があるの

ではなくて、役所側の仕組みでありますとか仕事の

仕方に起因するものです。それを参加者が少ないと

いう課題として捉えると危険なのではないかという

ことです。 

とはいえ、幸いにして神戸市さんは、こうした問

題意識から検討を始められていると伺っていますの

で、そうした動きが立ち上がりましたらぜひ一緒に

参画いただければと思います。 

 

（自治日報・髙橋記者） 

デジタル民主主義、市民参加の取組は大変興味深

いが、ネックになってくるのは高齢者などデジタル

が得意ではない方をどう取りこむかではないかと思

う。Decidim ではどのように工夫しているのか。 
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（東会員） 

さきほど井上会員への回答でもあったとおり、オ

ンラインに限る必要はないということです。例えば、

京都府与謝野町、人口２万人の自治体で Decidim を

使われていますが、ここで特徴的なのは、これまで

のメールでの提出でもいいし、紙で役場に持ってき

てもいいし、何なら役場からお伺いします、とされ

ています。 

役場からすると手間がかかるではないか、という

ことなのかもしれませんが、そもそもの民主主義は

そういうことでしょうということです。意見を言い

たい人の声が届くように、こちらから出向くことが

必要です。 

バルセロナ市の話にまたなりますが、彼らが言っ

ているのは「Decidim は声が小さくなってしまう人

たちの声を拡声するマイクのようなものだ」という

ことです。非常に印象的なフレーズだと思います。 

高齢者の意見を聞きたい、あるいは高齢者の意見

ばかりになっているので、若い人の意見を聞きたい

ということだけではなくて、それぞれの人たちの声

を大きくするためにそれぞれの方法をとるべきだと

いう話です。遅れなせながらではありますが、我が

国のデジタル社会形成のための取組もこうした考え

方に立っていると理解しています。例えば、スマホ

教室もそうですし、身近な人がそうしたデジタルを

使いこなすためにサポートする仕組みの構築もそう

であります。そうした機能をいかに機能させるかが

ポイントになってくるかと思います。 

 

【謝辞】本稿は 2022 年 7 月 2 日に開催された第 2 回

春季大会・研究実践セミナーセッションでの発表及

び質疑応答の文字起こしを行い、必要な編集をした

ものである。当日オンライン・リアル会場それぞれ

の参加者並びにご質問いただいた方に感謝したい。

なお、質疑内容についてはあくまで筆者においてと

りまとめたものであり、ご質問の趣旨を誤解してい

るかもしれないことなどご容赦いただきたい。 

 

――― 注 ――― 

(1) このほか、特定非営利活動法人Code for OSAKA／滋賀県

日野町／京都精華大学メディア表現学部／武蔵野大学

しあわせ研究所／大阪大学社会ソリューションイニシ

アチブ所属。連絡先：decidim@code4japan.org  

(2) https://public-comment.e-gov.go.jp（2022年8月31日閲覧） 

(3) バルセロナの取り組みについては、各種紹介されている

が、さしあたっては鷲尾和彦「『シティOS』で市民に還

元 バ ル セ ロ ナ が 本 当 に ス マ ー ト な 理 由 」

（https://forbesjapan.com/articles/detail/36262/1/1/1）におい

て、Decidim の開発の流れをスマートシティ政策の一連

の変遷として紹介している。 

(4) https://meta.diycities.jp/assemblies/usedby（2022 年 8 月31 日

閲覧） 

(5) https://meta.diycities.jp/assemblies/hereandthere（2022 年 8 月

31 日閲覧） 

(6) 例えば、ヘルシンキ市の 2021 年実施の投票者数は 47,064

人であり、投票率は 8.1%と報告されている。 

https://www.hel.fi/uutiset/en/kaupunginkanslia/the-omastadi-

vote-garnered-votes-from-city-residents（2022 年 8 月 31 日

閲覧） 
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Challenges and Future Prospects of the Public Housing Residents' Association 

公営住宅自治会の課題と今後の展望 

――偏見、高齢化と抗う人々―― 

 

佐藤太久弥（福岡県） 

Takuya SATO (Fukuoka Prefectural Government) 

 

要 旨 

公営住宅は、月収 10.4 万円以下が約８割を占めるように低所得層が多く、また高齢者世帯が過半数を占め

る。自治会は、分権後の地方自治の補完機能を期待される一方、コロナ禍の制約の下、高齢化に悩んでいる。

公営住宅の自治会は高い加入率を誇り、一般の自治会より女性の活躍が目立つが、役員の成り手がおらず、

消滅するところも出ている。 

自治会の課題は、高齢化と入居者減であり、公営住宅の管理者には今後、統合・合理化やダウンサイジング

のほか入居者のコンプライアンス啓発が求められる。今後、自治会は、外国人など公営住宅の多様化、コンプ

ライアンスの向上、行政との接点拡大に取り組むことになるだろう。 

  キーワード：低所得者、高齢化、分権、人権 

 

１．総論 

1.1 はじめに 

公営住宅には、低所得者層向け住宅というマイナ

スイメージをもつ人や、偏見を抱 いている人もいる。

北九州市・門司餓死事件（2006 年）、立川市・親子孤

独死事件（2012 年）、銚子事件（2015 年）等、しば

しば貧困者の悲劇の舞台にもなってきた。しかし、

貧困化の象徴として公営住宅が注目されることはあ

っても、低所得者たちの助け合いの場としての自治

会に関心を寄せる人は少ない。 

 僭越ながら、一隅を照らす趣旨で拙稿を呈するも

のである。 

1.2 意義・目的・必要性 

（１）公営住宅 

① 意義・目的 

 公営住宅は「地方公共団体が、建設、買取り又は

借上げを行い、低額所得者に賃貸し、又は転貸する

ための住宅及びその附帯施設で、この法律の規定に

よる国の補助に係るもの」（公営住宅法第２条）をい

う。公営住宅の建設は戦後の深刻な住宅不足解決の

ため、復興策として国民に住宅を大量供給する目的

で開始された。当初の入居者は、低所得者層ではな

く家賃支払能力のある所得層を対象とし、公営住宅

にはセーフティーネットとしての機能はなかった

（１）。 

 なお、当初は自治体の直営であったが、現在は地

方住宅供給公社等の指定管理者に業務委託されてい

る。 

② 経緯 

 1951 年公営住宅法の施行によって公営住宅の建

設は本格化したが、55 年に日本住宅公団（現：都市

再生機構）が設立されると、勤労者層に対する住宅

供給は公団住宅が担い、公営住宅は低所得者層を対

象とした社会福祉の一環として位置づけられた。 

 その後、日本経済は 60 年代の高度成長、70 年代

の低成長に移行するが、その間、建設業界は建設ラ
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ッシュが続き、現在の公営住宅もこのころに建てら

れたものが多い。やがて、低成長の定着と高齢化社

会の到来とともに公共事業費は次第に削減される。

公営住宅も例外ではなく、2000 年代に入るとその住

戸数は減少し始める。 

③ 必要性 

 公営住宅は、旧式な造りが多く、新式のものでも

最低限度の設備しかなく、民間住宅より人気がない。

民業圧迫として敵視する向きさえある。 

 今の日本にとって公営住宅の必要性とは何なのか。

現在の公営住宅に特に求められているのは、災害や

感染症の発生時の被害者の避難先、あるいは高齢者

や貧困者など社会的弱者の受入先といった、民間住

宅にはないセーフティーネット機能である。 

（２）自治会 

① 一般の自治会 

自治会は「一定地域に居住する住民等を会員とし

て、会員相互の親睦を図り、会員福祉の増進に努力

し、関係官公署各種団体との協力推進等を行うこと

を目的として設立された任意の団体」（東京簡裁

2007 年 8 月 7 日判決）である。町内会、町会等とも

いうが、本稿では「自治会」とする。 

② 公営住宅自治会の意義・目的 

公営住宅では、原則、住民が主体となって、団地

単位で、あるいは、小規模団地の場合は周辺地区と

一緒になって、自治会を構成している。 

まず、公営住宅の管理者は入居者の入居時に次の

ような説明を行う。 

「自治会は、入居者相互の親睦、良好な環境づく

り、防火・防犯活動など入居者のみなさんが団地生

活を快適に過ごされるための重要な役割を果たして

います。県営住宅に入居された方は全員が自治会に

加入し、住みよい団地づくりに努めてください。ま

た、団地や住宅の構造により多少異なりますが、共

同施設の管理運営に必要な費用は共益費として、自

治会の責任において徴収、支払いしていただきます。」

（兵庫県「県営住宅住まいのしおり」、31 頁。下線は

筆者。） 

これは兵庫県の例であるが、どこも大同小異である。

この説明は入居者の同調性に働きかけるもので、高

い自治会加入率に繋がっており、効果は絶大といえ

よう。 

③ 公営住宅自治会の必要性 

 近年、高齢化に伴い、小規模の団地では自治会が

消滅する事例が増えている（２）。 

 自治会がなくなって懸念されるのは、災害発生時、

特に高齢者や障害者には、逃げ遅れやけがの危険が

増大することである。また、避難先においても、自

治会がしっかりしている地区の避難者は、一般に、

連携し合い冷静かつ円滑に困難に対応できるという。 

 また、平時においても、行政に要望がある場合、

自治会名義の要望書であれば、不完全とはいえ住民

自治の外形があるため、自治体もそれなりに尊重す

るが、一個人からの要望に自治体がどこまで真摯に

対応するのか、疑問である。 

 このように公営住宅においても、住民の権利や生

命・財産を守るため自治会は必要な存在といえる。 

（３）近年の公営住宅及び同自治会をめぐる出来

事 

 近年の公営住宅及び同自治会をめぐる主な出来事

を時系列に整理すれば次のとおりになる。 

  1996 公営住宅法改正。収入基準が厳格化され、

市場原理が導入された。「中所得層は公団、

低所得層は公営」の流れが加速していった。 

2000 地方分権一括法施行（～2010 年代 地方分

権改革） 

2003 第 27次地方制度調査会最終答申。市町村合            

併を前提に「地方自治組織」や「地域自治

区」編成が提言された。合併によって手薄

になる狭域的事務を住民代表者を長とする

地域自治組織に委ねようというもの。 

2004  国民保護法制定。有事には、自治会等の活

動が予定された。 

2005 最高裁、公営住宅自治会の事案にて「自治

会脱退は自由」を判示。 

公営住宅の住戸数が減少に転じた。 
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このころ（～06年）「平成の大合併」がピー 

クとなる。 

2008 日本の人口、頭打ち。人口が減少し始める。 

2011  東日本大震災。公営住宅の提供を含む自治

体間協力が広く展開された。 

2020  地方公務員法改正。自治会長等の公務員特

別職への任用が不可となった。 

コロナ禍。感染症対策が社会に浸透。 

（まとめ） 

 

以上をまとめると、大きな社会的趨勢として、少

子高齢化の進行がますます顕著になっている。また、

政府は市町村合併を促進する一方で、低下が予想さ

れる行政サービスの担い手として自治会に期待した。

しかし、上記の最高裁判決によって、自治会への加

入は強制できないという司法判断が下され、政府の

自治体担い手構想は壁に突き当たっている。 

1.3 公営住宅の現状 

 近年の少子高齢化に伴い、高齢の単身世帯が顕著

に増えている。現在、日本の人口減少に伴い、賃貸

住宅は官民ともに供給過剰である。一方で、三大都

市圏等の人口増エリアの公営住宅では、低家賃の魅

力から申込は多く（３）空室は少ない。しかし、現在の

日本では人口減エリアが大半であるので、このエリ

アを前提に論を進めることとする。 

 さて、若年世帯は、たとえ入居条件をクリアして

いても、公営住宅のイメージの悪さや手続の煩雑さ

を嫌って民間住宅を選好する傾向にある。また、単

身若年者は、障害者や生活保護受給者等の厳格な入

居条件のため入居は難しい。一方、同じ単身でも60

歳以上かつ低収入という条件を満たせば、入居は容

易である。高齢者は民間住宅にから敬遠される背景

もあり、結果として高齢者比率が高くなる。 

 図１「公営住宅の年齢別入居戸数の推移」によれ

ば、2015（平成27）年の高齢者世帯割合は、60歳以

上で60.8％、70歳以上だけでも38.0％を占める。 

 

 

図１ 公営住宅の年齢別入居戸数の推移 

 

 出所）国土交通省「公営住宅制度について」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-

12201000-Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-

Kikakuka/0000196081.pdf 

 

公営住宅の入居者には、収入に応じて家賃を決め

るため、収入区分が適用される。最も収入が少ない

区分は「月収10.4万円以下」とされ、国交省調べで

は、この区分の入居者が約８割（78.1％、H27年（2015

年））を占めており漸増している。（図２） 

 

図２ 公営住宅入居世帯の収入区分の推移 

 

 出所）国土交通省「公営住宅制度について」（再掲） 

 

1.4 公営住宅自治会の現状 

一般の自治会の加入世帯は減少傾向にある。1968

年内閣府「住民自治組織に関する世論調査」では、

加入率は市部88.7％、町村部90.5％であったが、お

よそ半世紀後の2010年「国民生活選好度調査」では、

全体で73.0％まで低下している。 

 一般の自治会では、会員の居住形態は戸建、共同
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住宅（購入マンション、賃貸民間住宅、公団住宅、

公営住宅）等、さまざまである（４）。一般に地方では

戸建が多く、加入率も高い。逆に都市部では共同住

宅が多く、加入率は概ね低い。 

 もっとも、現実には戸建と共同住宅が混在する地

域の自治会が多い。この混在の自治会の特徴は掴み

にくいが、筆者の経験から言うと、たとえ会員数で

戸建側が少なくても、戸建住民の意見のほうが通り

やすい。なぜなら、概ね定住している戸建住民は、

自治会活動に比較的熱心なことが多いが、仮住まい

が多い共同住宅の住民は、会議等の催しの参加率が

悪いからである。 

 一方、公営住宅の場合、概ね団地だけから成るの

で、自治会の特徴は比較的明瞭である。例えば、課

題は①役員の成り手不足、②イベントへの参加者不

足、である（５）。 

 

２．公営住宅自治会の課題 

2.1 概況 

一般の自治会は男性高齢者役員を中心に、行政配

布物を概ね最低ノルマとしつつ、任意業務について

はまちまちである。地方ではまだ良好な加入状況を

保ってはいるが、都市部では加入率が落ち込む等、

形骸化が進む。 

また、加入率は悪くないとはいえ、公営住宅の自

治会も活動は活発ではない。 

2. 2 アンケート結果の紹介 

公営住宅の自治会へのアンケートというのはあま

り例がない。Ｆ県（Ｋ地域のみ）以外は京都市のみ

確認できた。 

 なお既述のように「中所得者用は公団住宅、低所

得者用は公営住宅」の棲分けが進んでいるが、自治

会の在り様については大差はないと考えられるので、

公営住宅のデータ不足を補うため、必要に応じて公

団住宅のデータを参考引用する。 

・Ｆ県 県営住宅の1/3の住戸を占めるＫ地域の、

県営住宅の自治会長 36 件を対象に 2021 年 11 月～

12月に実施。 

・京都市 市営住宅の自治会長・町内会長81件を対

象に2017年 8月～9月に実施。 

【参考】 

・あしたの日本を創る協会（以下「協会」と略。） 

 全国の328一般自治会及び公団の118団地自治会

を対象に2000年 8月～9月に実施。 

（１）役員 

Ｆ県の場合、女性の会長は 15 人、全体の 42％。

全国自治会の平均 6％（2021 年、内閣府男女共同参

画局）よりかなり高い。京都市はデータなし。 

 協会情報でも、役員の性別について、一般の自治

会（以下「一般」と略。）は 72.4％が男性中心、公団

は 55％が女性中心である。 

 また役員の年齢についても、公団は 50-60 代

（46.8％）が最も多く、一般は 60 代以上（42.7％）

が最も多いなどの相違がある。さらに役員の職業に

ついても、公団は専業主婦が最も多く、一般は退職

者が最も多い。 

 このほか任期は、Ｆ県では 1 年 33％、2 年 44％、

規定なし 22％。実際には後継難のため再任・長期化

が多く、任期制は有名無実化している。 

（２）事業 

Ｆ県では「共益費の徴収・管理」及び「行政広報

物等の配布」「環境美化活動」が上位を占めたが、こ

の結果は京都市と変わらない。 

 高齢単身者の増加傾向を踏まえると、今後は「高

齢者・障害者への支援等の福祉活動」「地域住民が交

流できるふれあいサロン」の活発化が予想される。 

 なお「スーパー食品販売車の誘致」は今は少ない

が、今後増加が見込まれる。 

（３）自治会の活動範囲 

Ｆ県では「団地内だけ」15 件、42％、「学区の連合

会にも属して活動している」21 件、58％。京都市は

団地内 37％、団地外 63％。団地内のみ活動が４割程

度というのは多すぎるようだが、関係者によれば、

一般も同じようなもののようである。 

 またＦ県の場合、周辺住民との集会所の利用にお

いては、会議、老人会、親睦会、サロン、映画鑑賞、
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カラオケ大会等、交流を深めるものが多い。 

 社会福祉協議会（社協）との連絡協議会もみられ

る。社協は行政の補完機能を担っており、自治会と

の共同事業も行なっている。今後、自治会が消滅し

たとき、その代替機能をビジネスとして果たしてい

く可能性がある。 

 利用形態としては葬儀会場もあった。使途は各自

治会の自由とはいえ、有志でもない会員が労務提供

を求められているならば要検討であろう。自治会事

業は、慣例を墨守するのではなく、数年ごとに内容

を見直すべきである。昨今の自治会離れの一因もこ

の辺にあるとみられる。 

 なおコロナ禍を機に、回覧板をやめてネット配信

にした自治会もあるようだが、高齢者に配慮するべ

きだろう（図３）。 

 

 図３ 利用者の年齢階級別インターネット利用率 

 
 出所）総務省自治行政局市町村課「地域コミュニテ

ィの現状及び本研究会について」 

 

（４）自治会費等 

自治会費は、月 1000 円未満がＦ県 97％、京都市

88％、協会では 68.4％。 

 近年のコロナ禍を受けて、多くの自治会が行事を

中止し、事業規模を縮小しているが、本調査はコロ

ナ禍初期の予算化後なので縮小の影響はない。した

がって、前二者と協会との数値差（20％-30％）は、

公営住宅（低所得層）と公団（中所得層）・戸建等と

の資力差か、調査時差 20 年間の日本の貧困化の現

れ、であろう。 

 決算額のデータは協会しかないが、1999 年度で

「100～500 万円未満」が最も高く 44.8％、「100 万円

未満」26.0％、「500 万円以上」23.2％。 

 共益費では 2000 円以上はＦ県２割、京都市３割と

いう状況である。１割の差はエレベーター等の維持

費の有無とみられる。 

 また、滞納者は多くはないが、多くの自治会が悩

んでいる。 

 未加入はあまり大きな問題になっていない。Ｆ県

では大半が加入している。協会データでも約 20 年前

ということもあるが、加入率 80％以上が７割超に達

している。 

（５）孤独死対策 

今後、単身高齢者が増えるにつれて孤独死増は必

至とみられる。協会によると 2000 年当時、安否確認

の見守り者は、社協 23.5％、自治会 22,6％、行政

12.3％等。このデータは、Ｆ県の孤独死の発見者が、

近親以外では、ケアマネージャー・ヘルパー（社協

等）や近所含む自治会関係者という事実とも符合す

る。 

 Ｆ県では「独居者に定期的に声掛けをする」16 件、

44％、「定期的に入居者の夜・昼の電気点灯状況を調

べる」15 件、42％、「何もしていない」7 件、19％。 

 改まったことはせず「共益費の受け渡し時の確認、

清掃時の出席確認」や月二回の回覧板で把握してい

るところも多い。 

 京都市でも「近所の入居者に気軽に挨拶するよう

にしている」など、活性化に努めている自治会長は

非常に多い。 

 

３．課題の分析 

3.1 少子高齢化によるもの 

（１）自治会役員の成り手不足 

 背景には、入居者の住民意識の劣化のほか、平均
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収入の減少、平均寿命の伸び、退職年齢の上昇等が

ある。女性参画については、ジェンダー克服の観点

から好ましい兆候といえるが、押し付けの懸念もあ

り、即断は控えるべきであろう。 

（２）空室率の上昇 

 空室の増加は自治会の弱体化や一人当たり共益費

の上昇に繋がる。Ｆ県の空室率は約２割で、全国の

戸建住宅の空家率13.6％（2018総務省統計局）より

高い。 

（３）孤独死の増加 

 これは基本的に単身化と高齢化が原因と考えられ

るが、安否確認の目が届かない60歳未満の孤独死も

散見される。自治会の協力が望まれる。 

（４）空騒ぎ 

 高齢者による架空「事件」の通報もある。よく聞

くと、認知症の影響と推定できるが、証拠がないの

で結論が出ないまま「迷宮入り」となる。警察によ

ると、高齢化とともにこの種の「空騒ぎ」は増勢に

あるようだが、だからとて無下にはできず閉口して

いる観が窺えた。公営住宅の場合、精神障害者が少

なくないので、若者の通報でも鵜呑みにできないこ

とがある。 

 また「最近見かけない」「電気が数日点灯中」「電

話応答なし」等の情報から孤独死が疑われたが、実

は入院中だった、あるいは親戚宅にいた、という例

もある。 

（５）消滅自治会 

 住民の大半が高齢者となり、また空家の増加もあ

って自治会活動ができなくなった団地である。消滅

自治会の最低限の用務（共益費徴収、掃除、行政配

布物等）は主に公社依頼の管理人が代行する。小規

模かつ老朽の団地に多い。 

3.2 入居者の意識の低さによるもの 

（１）社会的想像力の欠如 

 ゴミ出しや動物飼育禁止等の規則不遵守や、騒音

や悪臭等の近所への配慮不能など、社会的な配慮を

欠いている。ここだけに限らず、国民的な課題とい

う面もあろう。 

（２）コンプライアンスの低さ 

 データがないので公営住宅と他の住宅との比較は

できないが、公営住宅の入居者のコンプライアンス

が高くないというのは認めざるを得ない。 

 例えば、高齢者は、癒しを求めてペットを飼いた

がる人が多い。ペットは騒音、悪臭、アレルギー等

の害悪を及ぼすため、公営住宅では飼育を禁じてい

る。ハトや野良猫の餌付け等の迷惑行為も不可であ

るが、不遵守が多い。 

（３）ゴミ屋敷 

 これは顕在化しにくい。生活保護受給者であれば

ケースワーカーが介入できるが、年金受給者等で、

交流しない場合、ゴミ屋敷の発見や解決は困難であ

る。管理者は管理者権限の下、プライバシー等の人

権に配慮しつつ、入居者に善管注意義務違反を説明

し理解させ、手続きを踏みながら、この不適切な使

用を是正させるべきである。 

（４）児童虐待 

 児童虐待に自治会が気づく事案もある。他にも、

母子家庭で子ども（小学生３人）を全員学校に行か

せておらず、児童相談所（児相）も手を焼いている

事案もある。管理者や自治会が児相と連携して介入

するべきである。 

（５）未加入問題 

 未加入問題は、会員の不平不満の火種となってい

る一方で、加入の強制はできないというジレンマが

ある。結局、大部分の加入をもって「可」とすべき

ではないだろうか。 

 気になるのは単身世帯数の増勢である。単身者は

家族世帯よりも社会との接点が少なく、概ね自治会

に関心が低く、未加入の傾向が強い。今後の大きな

不安要因である。 

（６）政治活動の懸念 

① 議員 

 公営団地内のトラブルを、外部の力を借りて解決

しようとする入居者がいる。それが社会問題であれ

ば通用するが、自治会内部の紛糾を招いたり、口利

きとして行政を歪めたりしているとなれば問題があ
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る。 

 例えば、地元選出議員が複数の入居者による苦情

を捉えて、地方議会の質問の材料とすることは旧来

から行われてきた。問題は、個別案件を自治体に持

ち込むケースである。これは行政サービスの不公平

化、行政事務の阻害等を誘発する。本来、個別の自

治会の問題であれば議員ではなく、自治会の要望と

して管理者に提出するべきである。 

 本をただせば、議員と自治会長の役割に重複があ

り、その未整理に起因するのではないか。もともと

米国による戦後の占領政策下、ポツダム宣言に基づ

く政令によって町内会（自治会の戦前の通称）は解

散させられ、同日に米国主導で二元代表制（憲法 93

条）が施行された（1947 年 5 月 3 日）。 

 日本が独立を回復して自治会も法的に容認される

ようになると、「自治会なし」で出発した議会議員の

活動と、復権した自治会の活動に一部重複が生じた

のは当然である。特に請願や要望については、対象

を整理するべきであろう。 

② 暴力団・圧力団体 

暴力団関係者については、2004 年～11 年に全都道

府県で暴力団排除条例が制定され、基本的に入居が

認められなくなった。しかし、暴力団員ではないが、

それに類する人物の入居や団地への出入りによって、

しばしば自治会活動に無理な圧力が加わることがあ

る。彼らの動きは、個人単位に過ぎず、騒ぐと自分

や関係の入居者の不利益になるので、概ね管理者と

無用な争いを起こそうとはない。 

 これに対し圧力団体は、組織力や政治力を背景に

管理者との対決も辞さず、むしろ問題を激化させ、

より高次の政治問題となすべく挑発的な姿勢をとる

ことも珍しくない。 

 こうした事案は、必要に応じて管理者が管理者権

限を行使するべきであろう。 

③ 宗教団体 

 近年、ある宗教団体会員の入居者による、自治会

への積極的な参加が目立つという（６）。 

 宗教団体信者の自治会活動は何の問題もないとは

いえ、宗教勧誘活動等を禁じる公営住宅のルールが

将来破られる懸念はある。管理者としては要注視と

いえよう。 

（７）会費滞納 その他 

 会費滞納や行事不参加は、役員のストレスを上げ、

モチベーションを下げる。会員の規律が望まれる。 

 なお、前記の 2005 年判例によると「入居者に対し

て自治会加入は強制はできないが、共益費は入居者

に支払い義務がある」。共益費は、以前は管理者は徴

収不可とされていたが、現在は「管理者も徴収可能」

（国交省）とされている。共益費は建物の維持管理

の性格が強いことから、自治会ではなく管理者が徴

収するべきであろう。 

 

４．今後の公営住宅自治会の展望 

4.1 公営住宅の入居者の多様化 

 入居基準の設定は管理者の権限であるが、公営住

宅の入居と自治会の入会が密に関連している以上、

この点に言及せざるをえない。入居者の高齢化は自

治会の消滅原因となるだけではない。高齢化に伴う

問題の一つが、入居者の年齢構成の極端な不均衡で

ある（図１）。幸いなことに分権改革に伴い、義務付

け・枠付けの緩和が進んだ。今後は若年層の入居を

拡大するべきである。 

 また若者だけでなく、人口減を背景に移民政策や

空室対策として、いずれは否応なしに外国人の入居

を進めざるを得なくなると思われる。「失われた 30

年」と揶揄されるほど経済が長く低迷する日本と、

他の主要国との決定的な違いは多様性の有無であろ

う。 

 日本社会が次のフェイズに進むには、国民が多様

性を受け入れる訓練を積み、その素地を培わなくて

はならない。つまり、公営住宅の多様化に伴い、既

存の入居者には、多様な新参者を不協和音なく受け

入れる度量と努力が求められる。 

 ただし、公営住宅のセーフティネット機能ゆえに

多様性が社会的弱者に偏るため、現状から推察する

と、公営住宅にはプラスではなくマイナスイメージ
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を濃くする懸念が大きい。これにいかに対処するか、

次項において述べたい。 

4.2 周囲の人権感覚、居住者のコンプライアン

スの向上 

社会には公営住宅への偏見がある人もいる。本来

は、そういう偏見を醸成しないよう公営住宅など建

てずに、フランスのように、該当者に対して民間住

宅への入居に家賃補助をすればこのような問題は起

きないし、施設の維持・管理費も不要なのだが、残

念ながら制度がそうなっていない。日本にも家賃補

助制度導入の検討を提案したい。 

一方で、ルール違反行為や迷惑行為を犯す入居者

がおり、公営住宅に対する周囲の差別や偏見を助長

している。人権については、社会にＬＧＢＴなど多

様性が浸透しつつあるが、新自由主義的な風潮も広

がるなど、国民の意識向上は容易ではないようであ

る。 

まずは自治体が人権教育を強化し、長期的な視点

で住民の偏見を取り除いていくべきである。そのう

えで、今後、18 歳、19 歳の若い感性の政治参画と、

コロナ禍後の外国人流入が、人権感覚向上の契機と

なることを期待したい。 

問題は入居者のコンプライアンスであるが、これ

は本人たちの努力を待つしかない。管理者が根気強

く指導を続け、本人たちに自覚させるべきである。 

4.3 行政サービスとの接点の拡大 

公営住宅には、民生委員や地域包括支援センター

からの支援が望ましいが、引きこもりがちな、問題

ある人々がいる。中にはゴミ屋敷に住む人もいる。

そうした人間が単身の高齢者の場合、将来、孤独死

する恐れは大きい。 

 こういう事案の有力な突破口は自治会であって、

救済に向けて行政との接点を少しでも多く構築する

ことが期待される。 

 ただし、精神疾患者の場合、その頑なな心を開く

のは決して容易ではなく、体力の要る、粘り強い試

みが必要であり、その意味でも自治会に若い加入者

が必要なのである。 

 自治会からは、「突破口」になる意義を理解しても

らい、その役を担ってもらう必要がある。プライバ

シーを優先して入居者を放任するならば、入居者を

救えないばかりか、早晩、その公営住宅はスラム化

するだろう。 

 

５．最後に 

本稿は、公営住宅自治会がテーマであるので、公

営住宅の運営には言及を控えたいが、管理者が全入

居者の自治会加入を標榜している以上、自治会の環

境整備のために管理者が責任を負うのは当然であろ

う。気づいた点を指摘して結語としたい。 

5.1 統合・合理化 

公営住宅の多くは建替期に差し掛かっているが、

年ごとに入居住戸数の減少加速が必至とされる中で

建て替えるというのは、人口減が確実なだけに不経

済極まりない。公営住宅を統合しながら建替を遅ら

せつつ合理化を進めるべきではないか。市町村の合

意を得られれば、都道府県や政令指定都市が当該公

営住宅を吸収するのがコスト面でベストであろう。

統合は大阪公立大学の例（2022年）が参考になろう。 

5.2 公営住宅のダウンサイジング 

今後、空室は増える一方である。空室率が高い団

地は入居者に支度金を渡して退去してもらうなどし

て、積極的に統廃合するべきだろう。問題は妥当な

空室率とはどれくらいかだが、福岡県の過去半世紀

（1973～2022）の災害履歴をみると、県営住宅全住

戸数の１割で被災者を収容できないような災害は発

生していない。つまり、基本、空家率１割を確保す

れば他の空室は除却可能といえる。１割を過少視す

る向きもあろうが、空室を最小限に抑えることにこ

そ住宅政策の妙味があり公営住宅の存在意義がある。

万一の場合には、他自治体の協力を得て十分乗り切

れることは過去の事例から明らかである。 

 ただし、この件については、政治的影響力の低

下や居住者数の減少等の、有権者からの批判を恐れ

る議員や首長からの強い抵抗が予想される。今後の

課題といえよう。 
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――― 注 ――― 

(1) 松本暢子「大規模都営住宅団地における居住者の世帯構

成の変化に関する考察」『社会情報学研究』第 19 号、大妻女

子大学、2010 年、 65-75 頁、 ISSN 13417843 

(2) 自治会は武蔵野市など一部の都市には存在しない。また、

沖縄県では他県等に比べ結成率が低い。これらの地域では自

治会に代わるコミュニティが存在する。 

(3) 横浜市営住宅の応募倍率（2011 年～14 年）は、概ね、全

体で 16 倍～20 倍、高齢者用で 27 倍～37 倍、単身者用 94 倍

～122 倍で推移している。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/sumai-

kurashi/jutaku/shiryo/fuzoku/juseishin/5ji-

juseishin.files/0531_20181011.pdf-

juseishin.files/0531_20181011.pdf 

(4) 国 交 省 「 (6) 住 宅 ス ト ッ ク の 姿 （ 総 計 ）」

https://www.mlit.go.jp/common/001081905.pdf は、総務省「平成

30 年住宅・土地統計調査」をもとに、戸数ベースで、持家：

借家＝６：４、戸建と戸建以外をほぼ同数、全住宅ストック

のうち公営住宅と公団住宅の占める割合を約５％、と算出す

る。 

 都市部では、戸建より共同住宅のほうが戸数が多い。例え

ば、福岡市では 77.6％で、なおも拡大傾向にある（2013 年「集

合住宅向けの自治会町内会加入促進のてびき」）。同市の担当

者は「戸建居住者に比べ、共同住宅居住者は自治会に入らな

い。市は後者の加入率の向上に努めている。」という。 

(5) これは公営住宅だけにとどまらない問題である。自治会

から目を転じて、2013 年の国交省マンション総合調査によれ

ば、管理組合運営における将来の不安として、区分所有者の

高齢化 57％、管理組合活動に無関心な区分所有者の増加

34.8％、理事の選任困難 31.8％となっている。法定化している

マンションの管理組合と、任意団体に過ぎない自治会は制度

は異なるが、共同住宅の住人の世話係という業務の性格に着

目すれば両者に類似性は高い。「高齢化に伴う不安」を抱える

管理組合と自治会の課題は通底すると考えてよいであろう。 

 千葉市は、東日本大震災の教訓から、2013 年、マンション

管理組合を自治会と同様の組織として位置づける制度を始め

た。従来はマンションの自治会登録はほとんどなかったが、

この制度を活用して登録したマンションは 29 に上る。だが今

のところ追随する自治体はない、という（2022 年 8 月現在）。 

(6) 小池高史（2021 年）「創価学会団地部の研究(1) : 団地部の

概要と団地自治会との関わり」『九州産業大学地域共創学会誌』

(6)47-54 

 創価学会には「団地部」なる部門が設けられ、「団地自治会

で活躍している会員を評価する仕組み」として「団地コミュ

ニティでの貢献も含めて多面的な評価」がなされている。創

価学会会員の団地内での自治会活動はかつては一般的ではな

かったが、1999 年の自公連立を契機として大きく変わったと

いう。 
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八王子市の生ごみ減量施策 
―官民共創型の循環型社会形成を目指して― 

 

中川和郎（武蔵野市） 

Kazuo NAKAGAWA (Musashino City)  

 

要 旨 

都市部での生ごみの減量及び資源化（再利用）はなかなか進んでいない傾向にある。長井市（山形県）、上

勝町（徳島県）、大木町（福岡県）、大崎町（鹿児島県）など、農村部での生ごみ資源化が進んでいる。農村部

では「顔が見える」近所付き合いという感じでコミュニティが強く、協力しやすい関係にあるのかもしれな

い。一方で都市部では隣に住んでいる人は誰かわからないことが少なくなく、協力関係になかなかなれない

ことがあるのかもしれない。従って、都市部での生ごみ資源化を進めるには、単なる生ごみを減量して資源

化していく取り組みだけではなく、行政、住民、事業者が連携して、循環型社会の形成に向けて地域循環共生

圏（１）の実現に向けて取り組むことが大切である。 

こうした中で、八王子市では、都市部の中で生ごみの減量・資源化に熱心に取り組んでいる。東京都心部

から西に位置し、地域特性として都市部・住宅地区から農村部まで多様であり、地域の中で循環して生ごみ

の排出を抑制して資源化・再利用できる要素がある。また人口 50 万人以上の地方公共団体での１人当たり

のごみ排出量の少なさも全国でトップクラスである。 

循環型社会の形成に向けて地域循環共生圏の実現に向けて、八王子市の生ごみ減量施策について考察し、

有効な地域での循環型社会形成に向けての取り組みについて論じる。 

  キーワード：循環型社会、地域循環共生圏、生ごみ減量施策、官民共創 

 

１．はじめに 

八王子市の清掃事業は大正、昭和、平成、令和と

100年以上の歴史がある。その間、家庭ごみ有料化、

災害廃棄物処理計画の策定など、多摩地域の地方公

共団体の中で先進的な役割を果たしてきた。 

これまで八王子市では、「ごみ処理基本計画『循環

型都市八王子プラン』」を策定し、市民・事業者・市

の協働のもと、家庭系ごみの有料化（2004年（平成

16年））や、資源物回収の拡大（2010年（平成22 年））

をはじめ、様々な取り組みをしてきた。前計画の計

画期間である2013 年度（平成25年度）以降では、

清掃工場へのごみ持ち込み手数料の改定（2015 年

（平成27年））やダンボールコンポストの普及等の

ソフト面での施策の推進とあわせて、戸吹不燃物処

理センターへの手選別ラインの導入（2015 年（平成

27年））などハード面での取り組みも進めた。 

八王子市は人口 50 万人以上の都市でごみ排出量

の少ない自治体ランキング３年連続で全国１位にな

ったこともある。しかし、組成分析による可燃ごみ

比率で生ごみが占める割合は、40％から55％の間で

推移しており、生ごみの排出量を抑制していくこと

が課題になっている。 

本稿では、八王子市が取り組んでいる生ごみ減量

施策について取り上げ、地域循環共生圏を視野に入
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れた官民共創型の循環型社会形成に向けた課題につ

いても論じていく。 

 

２．生ごみ減量政策に至るまでの経緯 

 

2.1 戦前のごみ処理事業 

（１）明治時代後半 

八王子の清掃事業は明治時代後半より始まり出し

た。1893年（明治26年）に「じん芥取締規則」が東

京府より施行した。その後、当時の八王子町もこの

適用地域に入り、次第に八王子町の清掃制度が整え

られてきた。清掃規定の内容は、主として警察の監

督の下に各家庭が任意による処分によるもので、掃

除の不行届、汚物の未処理が目立ち、衛生行政上、

捨てておくことができなくなった。 

（２）大正時代から1945年（昭和20年） 

1917年（大正６年）に市制施行されたが、その前

年の1916年（大正５年）頃から塵芥収集事業者が希

望家庭を対象に実施していたごみ収集を1921年（大

正10年）４月に市直営業務とし、ごみ処理事業に着

手した。当時は全量を埋め立てまたは終末処理をし

ていた。1923 年（大正 12 年）１月に焼却炉２基４

t/日を建設し、焼却処理に着手し、本格的なごみ処

理事業への第一歩を歩み出した。 

1918年度（大正７年度）に市は、予算に塵芥掃除

費1,000円と共同便所２カ所の新設費1,000円を計

上した。これに先立つ１月には、市会が塵芥清掃監

督のための人件費を可決して吏員を配置し、２月に

は清掃巡視の諸規程を可決した。２月23日には、警

視総監と府知事名で、八王子市汚物掃除監督吏員設

置の件が府令で公布された。当時は保健所制度がな

く、清掃、衛生などは警察の所管となっていた。こ

の府令により、掃除監督長、掃除監督各１人、掃除

巡視３人を1918年（大正７年）４月１日から置くこ

とができるようになった。 

市の掃除事業は、大横町大善寺裏に塵芥仮置場を

新設し、同年５月１日から開始した。10人の人夫が

10台の車を引いて塵芥を収集し、７日間で市内（市

制施行された当時の市域）を一巡する計画で、収集

人は請負人を定めて委託した。収集した塵芥は、市

周辺の農家の肥料用にリサイクルされた。 

しかし、開始後、半年も経たない10月に請負人か

らの塵芥収集の契約解除の申し出があり、その頃か

ら市内のあちこちに塵芥の山ができ始め、問題が大

きくなってきた。原因は、請負入札に競争者が多く

請負価格が安かったこと、第一次世界大戦による大

戦景気の影響で人件費が高騰し、人出不足が生じた

ことによるものであった。こうした事情から1919年

（大正８年）１月18日に市事業調査会は塵芥掃除を

民間委託から市直営事業に変更することを決定した。 

 

2.2 終戦直後から高度経済成長期、昭和時代末

期までの廃棄物処理 

戦後のごみ処理事業は、1946 年（昭和 20 年）８

月の戦災の瓦礫処理から始まり、1949 年（昭和 24

年）には、オート三輪車２台を購入するなど、機材

の整備と人員の増強を順次行い、復興著しい市域の

環境衛生向上に努めた。 

 その後、隣接町村の合併による人口の増加と市街

地の拡大、経済発展による市民生活の向上等により、

ごみの排出量が増大した。これに対応するため、1964

年（昭和39年）４月から月１回の不燃ごみ収集（ス

テーション方式）を実施した。また、1966年（昭和

41年）11月には機械炉の運転開始によりそれまで月

１回から２回のごみ箱収集と週２回の厨芥収集だっ

た収集形態を、一部市域で出すとボックス・ポリ容

器による塵芥・厨芥の混合収集とし、1974年（昭和

49年）４月には全市域混合収集に切り替えを完了し

た。この間、1972年（昭和41年）１月には不燃ごみ

収集業務の一部を業者委託とし、1976 年（昭和 51

年）４月に不燃ごみ収集業務の全面委託が完了した。 

一方、中間処理施設については、1954年（昭和29

年）に明神町塵芥焼却場（現・北野清掃工場）の既

設焼却炉を改築（24t/日）したのをはじめ、ごみ処

理施設の整備改善をめざし、焼却炉の増築、新設を

行った。1971年（昭和46年）には、増加し続けるご
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みと広大な市域における効率的な処理を行うため、

市域の西北部及び西南部に清掃工場を新設し、既存

焼却場と合わせ、市域を三分割して処理することを

計画した。1972年度（昭和47年度）から1973年度

（昭和 48 年度）には北西部の戸吹町に清掃工場

（240t/日）を建設した。引き続き1974年度（昭和

49年度）において市域西南部の館町に清掃工場予定

地55,911㎡を買収し、1978年度（昭和53年度）か

ら３カ年事業で清掃工場（300t/日）を新設した。 

最終処分場については、1977 年（昭和 52 年）７

月に石川町（埋立容量約100,000 ㎥）に開設し、ま

た、1982年（昭和57年）４月からは、戸吹町に新し

い最終処分場（939,300㎥）を開設した。 

 

2.3 大量廃棄からごみ減量・省資源化への転換 

平成に入り、ごみの減量化と資源化をどのよう

に実現していくかを、市民の立場で検討していく

ために、1991年（平成３年）11月に八王子市ごみ

市民会議が発足した。11 月 25 日の第１回会議か

ら1992年（平成４年）11月 17日までの約１年間

に、全体会議を11回、「資源分別回収」、「資源

集団回収」、「事業系ごみ」の３つに分かれた部

会を延べ23回開催した。その他、この提言を取り

まとめるための起草委員会を各部会、並びに全体

会を併せて述べ６回行った。前半の会議では、主

として八王子市の清掃事業の現状把握をし、八王

子市及び他自治体の中間処理施設などの見学を

行った。1992年（平成４年）４月から各部会に分

かれ、それぞれの立場で率直な意見交換をし、同

年７月に各部会内の意見を取りまとめた中間報

告をもとに八王子市における市民、事業者、行政

がそれぞれに実行可能な減量化・資源化のシステ

ムについて討議を重ねた（２）。 

以上のことを受けて、八王子市清掃条例を全面

改正し、「八王子市廃棄物の処理及び再利用の促

進に関する条例」（以下、「八王子市廃棄物処理条

例」とする。）を制定した。同条例は1993年（平

成５年）10 月に施行された。その改正作業の段階

で、八王子市職員組合を介してでもあったが、清掃

現場の職員から改正案が示された。当時の清掃部と

職員組合が協議し制定に至った（３）。 

ごみ処理収集についても1994年（平成６年）４月

より可燃ごみを週３回から週２回に変更し、新たに

古紙を週１回収集する資源回収方式に変更した。さ

らに、同年12月に瓶の収集を開始した。さらに1998

年度（平成10年度）に古布、缶の収集を開始した。 

1995年（平成７年）６月に「容器包装に係る分別

収集及び再商品化の促進等に関する法律」（以下、「容

器包装リサイクル法」とする。）が公布され、市民・

事業者・行政がごみの資源化に関してそれぞれが役

割を担うように定められた。容器包装リサイクル法

に対応するため、1998年（平成10年）10月にペッ

トボトルについては拠点回収方式により回収を開始

した。容器包装プラスチックの回収については、2000

年（平成 12 年）10 月から一部地域でモデル事業と

して開始した。 

2001 年（平成 13 年）４月に特定家庭用機器再商

品化法（以下、「家電リサイクル法」とする。）が施

行されたことに伴い、家電４品目については、民間

事業者によって処理する新たなルールが確立された。

また、同月より直営事業のごみ収集車の乗車人数を

３人から２人にした。 

これまでのリサイクルの取り組みは一定の成果を

挙げたものの、その一方で最終処分場の用地確保が

深刻な問題になっていた。八王子市内から排出され

た焼却灰と不燃残渣は、1998 年（平成 10 年）から

日の出町の二ツ塚処分場に搬入していたが、埋め立

て終了後による次期最終処分場の用地確保の目処が

立っておらず、ごみの減量と資源化が多摩地域全体

の緊急の課題であった。 

このような状況の中、最終処分場の逼迫、清掃工

場の建て替えの困難性などの問題に直面する中で、

ごみの減量化や再資源化を推進するために、市は

2004年（平成16年）10月にごみの有料化（ごみの
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指定収集袋制度）を実施した。と同時に、集合住宅

を除くごみの戸別収集と資源物回収の拡充を開始し

た。この当時、家庭ごみの有料化は50万人都市以上

の都市で全国初であった。可燃・不燃ごみについて

は、有料の指定収集袋を用い、戸別収集することで

排出者責任を明確にした。また、資源化への意識を

高めるために、新たな資源化品目としてプラスチッ

クを設定し、一部の容器包装プラスチックの収集を

開始した。さらに一部の資源物の収集頻度を増やす

ことで、資源物を排出しやすい環境を整えた。2003

年度（平成15年度）と制度改正後の2005 年度（平

成 17 年度）を比較すると、可燃ごみが 29.6％減、

不燃ごみが21.4％減となっており、合計で28.1％の

ごみ減量に成功した。 

 

３．一般廃棄物処理基本計画での位置付け 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下「廃棄

物処理法」という。）では、第６条に市町村は一般廃

棄物処理計画を定めなければならないとしている。

八王子市では「ごみ処理基本計画」として策定し、

５年から 10 年にかけての廃棄物処理政策の基本方

針を定め、重要施策を最優先として具体的な目標を

設定している。この中で、家庭ごみ有料化の実施な

どで、大幅なごみ減量が実現し、資源化率も上がっ

た。しかし、その後の八王子市のごみの組成分析で

は例年可燃ごみ全体のうち 40％から 50％代前半ま

でが生ごみである。この生ごみをいかに減らしてい

くのが課題でもあった。 

ここでは、2013年度（平成25年度）以降の「ごみ

処理基本計画」の中での八王子市の生ごみ減量施策

の方針を取り上げる。 

 

3.1 「八王子市ごみ処理基本計画―循環型都市八

王子プラン―（平成25年度〜34年度）」 

2013年（平成25 年）３月に策定した「八王子市

ごみ処理基本計画―循環型都市八王子プラン―（平

成 25 年度〜34 年度）」の重点項目は①ごみの減量・

資源化に向けた意識の高揚と行動の促進、②生ごみ

の減量・資源化の地域特性に応じた取り組み、③ごみ

処理の基盤となる処理施設の更新と３つの重点目標の

１つが生ごみの減量・資源化を挙げている。 

生ごみの資源化を実施する世帯を総世帯 10％と

設定した。2013 年（平成 25 年）当時の八王子市の

総世帯は約25万世帯だったので、約25,000世帯と

目標設定をしたことになる。ハードルが高いといえ

よう。生ごみの資源化に 10％の世帯が取り組むことを

目指すということを盛り込んだ根拠は、2011 年（平成 23

年）に八王子市基本構想・基本計画素案市民会議環境

部会の市民委員が素案で「家庭生ごみの堆肥化を着

実に実行」し、「生ごみ資源化等モデル事業（堆肥化）

を確実に拡大し、資源として再利用する」を提案した上

で、生ごみ資源化等モデル事業を 10 年後に 10％の世

帯に参加することを目標に定めたことである（４）。 

 

3.2 「八王子市ごみ処理基本計画―循環型都市

八王子プラン―（平成31年度〜40年度）」 

「八王子市ごみ処理基本計画―循環型都市八王子

プラン―（平成 31 年度〜40 年度）」は 2019 年（平

成 31 年）３月に策定された。重点項目が①環境教

育・人材育成のための取り組み、②生ごみの減量・資源

化の促進、③排出事業者へのきめ細かな指導、④ご

み・資源物処理施設の整備・検討について４項目を挙

げていて、やはり重点項目の一つに引き続き生ごみの

減量・資源化促進を挙げている。 

 

（１）家庭における食品ロス削減の促進 

家庭における食品ロスの発生を抑制するために、

「３キリ運動（使いキリ、食べキリ、水キリ）」を推

進している。生ごみには、賞味期限・消費期限の切

れてしまった未利用食品が多く含まれている。その

ため、期限表示や食品の正しい保存方法等について、

広報や地域のイベント、戸別訪問等を通じて、市民

に情報提供を行っている。また、フードドライブや

フードバンクなどをはじめとした食品ロス削減の取

り組みを進めるため、他所管や関係機関と連携を図

るとしている。 
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（２）ダンボールコンポスト等の普及拡大 

家庭系ごみの生ごみに多く含まれる調理くずや食

べ残しの減量活動の一環として、ダンボールコンポ

スト等の普及拡大・定着率の向上を図る。 

ダンボールコンポストをはじめとした生ごみの堆

肥化に関する講習会（初心者向け・経験者向け）や

出前講座等を継続して行っていくとともに、多くの

市民が参加する環境フェスティバル等での展示・実

演や啓発冊子の配布等により、ダンボールコンポス

トを利用するメリットを市民に広く知ってもらう機

会を増やす。また、地域特性や住居形態の違いによ

る多様なニーズに対応する資源化方法を選択できる

仕組みづくりを検討する。 

さらに、ダンボールコンポスト等を継続して利用

できるよう、利用者同士が交流できる場を設けるほ

か、実際の使用状況や堆肥の使い道、使用した感想

等についてのアンケート調査を引き続き実施し、そ

の結果を周知し活用する。また、生ごみの堆肥化に

関する疑問や悩みがある方が、生ごみリサイクルリ

ーダーに気軽に相談できるよう、フォローアップ体

制を拡充させていくことも盛り込まれた。 

 

４．生ごみ減量と資源化対策 

4.1 生ごみの抗酸化バケツ回収 

生ごみを削減するための取り組みとして、2011年

度（平成23年度）から生ごみ資源化モデル事業を実

施した。可燃ごみに含まれる生ごみの割合は多く、

家庭系では44％(2011年度（平成23年度）)となっ 

ていた。このため、生ごみの減量・資源化に取り組

むことで大幅なごみの減量・資源化が期待できると

いうことで、2011年度（平成23年度）から2012年

度（平成24年度）までの２年間にわたり生ごみを抗

酸化バケツに入れての回収を開始した。 

対象は 10 世帯以上の集合住宅又は同一地域のグ

ループであり、市が無料で週に１度回収し、民間の

堆肥化工場でリサイクルした。実施期間は2011年度

（平成 23 年度）で９月から 11 月まで、2012 年度

（平成24年度）は８月から10月までのそれぞれ３

ヶ月間であった。実施世帯は2011 年度（平成23年

度） ４団体 138 世帯、2012 年度（平成 24 年度 ）

が 11 団体 258 世帯であった。回収期間中、月に１度

組成分析を行い、異物の混入は１％未満であった。 

抗酸化バケツでの生ごみ回収は、住民の間で好評

であった。しかし経費が直営事業方式並み（５）にかか

るという理由で２年度間で取りやめた。 

 

4.2 ダンボールコンポストによる生ごみ堆肥化 

2013 年度（平成 25 年度）からは生ごみをダンボ

ールの中に入っている基材（発酵促進剤（籾殻燻炭））

とかき混ぜて堆肥化するダンボールコンポストを活

用した取り組みを始めた。ダンボールコンポストは

ベランダや軒下など、雨がかからない場所にダンボ

ールを設置し、最短で約４ヶ月で生ごみの堆肥がで

きる。2013年度（平成25年度）ダンボールコンポス

トの講習会の回数は、一般向け講習会（初心者向け）を

８回実施（夏４回、秋４回）。他にダンボールコンポストの

資源化に取り組んでいる人たちを対象にしたアフター

フォーロー講習会も実施した（2013年度（平成25年度）

実績・・・６回実施）。ダンボールコンポストの講習会の参

加人数（2013 年度（平成 25 年度）実績）が一般向け講

習会（初心者向け）の参加者262名（延べ人数）である。 

その後、2014 年（平成 26 年）７月に生ごみリサ

イクルリーダー認定制度を設置し、ダンボールコン

ポスト講習会講師の人材育成に舵を切った。また、

2015 年（平成 27 年）６月１日から集合住宅で住ん

でいる人を対象に堆肥が完成しても使い道のない場

合には、市のほうで自宅まで引き取りに行き、新し

い基材と無料で交換するようにしている。市で引き

取った堆肥は公園の花壇、駅前広場のペレストリア

ンデッキの花壇などに活用している。ダンボールコ

ンポスト講習会の参加者はコロナ禍以降、2020年度

（令和２年度）が 154 名、2021 年度（令和３年度）

が151名受講した。2008年度（平成26年度）以降、

5,764 個販売し、約 200ｔのＣО２（二酸化炭素）
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が削減した。 

 

５．生ごみリサイクルリーダー 

講習会を通じてダンボールコンポストを普及して

いくために、講習会の講師を養成し生ごみの減量・

資源化を推進する啓発活動の担い手として 2014 年

（平成26年）７月に生ごみリサイクルリーダー認定

制度を設置した。生ごみリサイクルリーダーは2022

年（令和４年）３月31日現在で10名である。 

生ごみリサイクルリーダーの主な役割は市民にお

ける減量・リサイクルの意識向上を図り、家庭にお

ける生ごみリサイクルの取り組みを推進していくこ

とである。行政と住民をつなぐパイプ役でもある。 

生ごみリサイクルリーダーの認定基準は、①学習

室が指定する団体の養成講座を修了し、同団体から

リーダーに準ずる認定を受けた者、②生ごみリサイ

クルの活動に関し顕著な実績をあげており、かつ市

が実施する生ごみリサイクル講習会講師の助手を５

回以上務めた者、③その他市長が本制度の趣旨に適

合し、リーダーにふさわしいと認める者としている。 

現行の「八王子市ごみ処理基本計画―循環型都市

八王子プラン―（平成31年度〜40年度）」でも、重

点項目の一つである環境教育・人材育成のための取り

組みの中に、生ごみリサイクルリーダーの養成と盛り込

まれている。八王子市では、生ごみの資源化を市民に

普及することを目的に生ごみリサイクルリーダーを

認定しているが、多様な生ごみ資源化のニーズに対

応し、より多くの市民へ普及するため、これからも

地域での取り組みの中心となる人材の発掘や人材育

成に努めていくとしている。 

 

６．官民共創型の循環型社会を目指して 

ごみ問題を解決するには行政主導ではなく、市民・

事業者への協力が欠かせない。さらなるごみの減量

に取り組み、適正な廃棄物処理を行うために、可燃

ごみに含まれる生ごみの減量の促進を図り、実現さ

せていくかである。そのためには生ごみを分別・資

源化し、資源循環として機能するためのシステムを

構築することが必要である。行政が市民・事業者と

連携・協力しながら、官民共創型の循環型社会形成

が実現できることを期待したい。 

具体的には、フードバンクまたはフードパントリ

ー、子ども食堂、飲食店などと連携・協力していき、

さらに食品リサイクル法に則って登録された再生利

用事業者と連携・協力し、廃棄されそうな食材が廃

棄されないような仕組みも必要であろう。 

食品ロスは、八王子市内の家庭からは 2019 年

度（令和元年度）の推計で約14,600トン発生して

いる。食品ロス削減に向けて市でホームページや

紙面などで①買い物リスト作成の勧め、②冷蔵庫

なでの保存方法、③エコクッキングのレシピ紹介、

④食品ロス削減に向けた取組に協力してくれる

「完食応援店」の応募と紹介などを掲載している。 

また、2021年度（令和３年度）からは「賞味期限

が一定期間あること」、「常温保存可能で未開封の

もの」などの条件を満たせば、家庭にある食品をフ

ードバンクへ寄付することができるようになった。

集った食品は、子ども食堂など必要としている方々

へ届けられている。フードバンクへの提供業務は市

内の３団体に委託業務をしている。 

さらに、スーパーマーケットや小売店などと協力

して、食料品販売で食品ロスも出さない小売店を支援し推

進していく仕組みづくりを構築していくことも必要であろ

う。具体的には新たに行政が地元の飲食店と協力して、

賞味期限になりそうな食材を活用した環境配慮型飲

食店を奨励していくことである。まだ食べられるの

にも関わらず廃棄されてしまう食品を大手流通業者

や生産者などから購入し、料理人がそれらを調理し

て低価格で提供している飲食店である（６）。 

 

７．終わりに 

八王子市は、資源の有効活用や環境負荷の低減等

の観点から、今後も食品ロスをはじめとした資源ロ

スの削減や、ごみの減量・資源化に向けて取り組ん

でいる。官民が共創して地域循環共生圏を目指した

循環型社会の取り組みを期待したい。 
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――― 注 ――― 

(1) 地域循環共生圏とは、各地域が美しい自然景観等の地域

資源を最大限活用しながら自立・分散型の社会を形成しつ

つ、地域の特性に応じて資源を補完し支え合うことにより、

地域の活力が最大限に発揮されることを目指す考え方であ

る 国連の「持続可能な開発目標」（SDGs）や「パリ協定」

といった世界の潮流や複雑化する環境・経済・社会の課題

を踏まえ、複数の課題の統合的な解決というSDGsの考え方

も活用して、2018年4月に閣議決定した第五次環境基本計

画の中で提唱された。すなわち地域の資源（自分たちの目

の前にあるもの）の可能性をもう一度考え直し、その資源

を有効活用しながら地域の環境・経済・社会をよくするた

めに、資源を融通し合うネットワークを築いていくことで

ある。都市部の特性・地域資源を活かした自立・分散型の

社会を形成する地産地消型であるといっていいだろう。 

(2) 八王子市では、平成に入ってから、家庭ごみ有料化を見据

えて、ごみの排出・抑制、減量について対話を重ねた。 

(3) 八王子市清掃条例を全面改正し、八王子市廃棄物処理条

例を制定した際、清掃現場の職員からの意見・提言を八王

子市職員労働組合が汲み上げ、清掃部幹部・事務局と丁寧

に協議を重ねた。 

(4) 八王子市基本構想・基本計画素案市民会議環境部会市民

委員からの素案を、八王子市ごみ処理基本計画に反映させ、

当時としては画期的であった。 

(5)筆者が試算した。2,163,448 円（993,022,672 円（2013 年

度（平成25年度）決算：人件費総額）÷459人（2013年度

（平成25年度）決算：技能労務職員総数）） 

(6) 食材は通常より安価で調達ができるため、安い価格で食

べることができる。 
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都道府県対策本部のあり方に関する一考察 
―アンケート調査結果等を踏まえて― 

 

青田良介（兵庫県立大学） 

齋藤富雄（関西国際大学） 

本荘雄一（兵庫県立大学） 

大西真衣（兵庫県立大学） 

Ryosuke Aota (University of Hyogo) 

Tomio Saito (Kansai University of International Studies) 

Yuichi Honjo (University of Hyogo) 

Mai Onishi (University of Hyogo) 

 

要 旨 

わが国で第一例が報告されてから、約２年半余りが経過した。新型コロナウイルス COVID-19 の対策にあ

たり、都道府県の役割は重要である。都道府県の役割を検討するにあたり、その意思決定の場である新型コ

ロナウイルス感染症対策本部のあり方を中心に調査を行った結果、対策本部を全部公開している団体が 8 割

近くを占めた。他方、ヒアリング調査では、全部公開と一部公開では公表の形態が違うものの、個人情報や

病院名の扱い等機微な事項については、いずれも公開していない状況が窺えた。引き続き調査を継続するこ

とにより、都道府県対策本部での意思決定及び公開のあり方について考察を深めたい。 

  キーワード：都道府県の役割、新型コロナウイルス感染症対策本部、公開状況、地方分権 

 

１．研究の趣旨 

令和 2年 1月 16日に、日本で新型コロナウイルス

COVID-19による感染事例が報告されて以来、2年半

余りが経過した。その間、コロナウイルスは変異を

遂げながら、今日第 7 波に至っている。この間、国

や自治体では、感染者の度重なる増加等に苛まれ、

対策に追われてきた。 

日本は世界有数の自然災害大国である。1995年の

阪神・淡路大震災を契機に地震活動の活発期に入っ

たとされ、近い将来、南海トラフ地震や首都直下地

震等の巨大災害が予測されている。一方、気候変動

に伴う豪雨水害もほぼ毎年のように発生している。 

こうした災害が発生する度に、様々な困難な課題

が露呈する。特に被災者支援については、被災自治

体を中心に地方から新たな支援策を発信し、全国的

に波及することが多い。その代表的な例の一つに、

被災者の住宅再建支援がある。住宅は個人資産であ

り、国が、自然災害による損失に対し公的な補償

（支援）をするのは難しいとするなかで、地方主導

で融資に伴う利子補給を実施したり、独自に補助金

を支給したりしてきた（１）。兵庫県による全国的な

署名活動や、全国知事会による決議等を経て、財源
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の半分を都道府県が負担する被災者生活再建支援法

が 1998年に成立した。その後、2回にわたる改正を

経て、今日、全壊家屋を再建する場合、最大で 300

万円の支援金が支給される（２）。他にも、例えば、

復興まちづくりや産業再建で、地域特性に見合った、

共助の力を活用した被災地独自の方策等が展開され

た。こうした先導的な試みが評価され、後の制度化

につながることがある（３）。 

一方、自然災害対策では、災害対策基本法の下、

原則、防災対策の第一次的責務を市町村に、その次

に都道府県に担わせるなど、ボトムアップ的な要素

が強い（４）。しかし、市町村が制約なく振舞うこと

を許したものではなく、その活動のベースを定めた

地域防災計画は、国や都道府県レベルの計画を踏ま

え作成するよう、整合性が要求されている。にも関

わらず、国の方針に対し、時には異議を唱え、独自

に提案もするのは、地方分権の流れに沿うからだけ

でなく、住民に身近な自治体として、困窮する被災

者を目の当たりにし、その回復に尽力する本来のミ

ッションによるものと推察する。 

こうしたことから、自然災害とは異なる危機事象

ではあるものの、コロナ禍に対し自治体がどのよう

に対処すべきかを研究するのは意義がある。自然災

害とは異なる法令の下、小野（2021）によれば、①

医療供給関係として「医療法」、②公衆衛生の関連

で「地域保健法」、「感染症の予防及び感染症の患者

に対する医療に関する法律（以下、「感染症法」と

する）」、「検疫法」、「予防接種法」、③パンデミック

対応として「新型インフルエンザ対策特別措置法

（以下、「特措法」とする）」が挙げられる。これら

を背景に、都道府県の役割は極めて重要である。ア

ジア・パシフィック・イニシアティブ（2020）によ

れば、感染症法の場合、情報収集や感染症の行動制

限、そして医療供給体制の整備に関わるなど相当程

度の事務を都道府県知事が行う。 

また、特措法では、知事に対して、一般的な対策

のための総合調整の権限や、緊急事態宣言が発令さ

れた場合の蔓延防止措置や医療提供体制の確保のた

めの広範な権限が与えられている。国の役割との関

係については、国が全国的な対策の司令塔という位

置づけのもとで危機管理を行いつつ、実際の感染症

に対する危機管理は都道府県や保健所を中心に担わ

れている。感染防止、特別定額給付金の交付、学

校・福祉施設等の感染対策、生活困窮者や中小企業

等に対する支援等が実施される。 

 

２．都道府県新型コロナウイルス感染症対策本

部に対するアンケート調査 

そうした状況の下、都道府県の意思決定の場であ

る新型コロナウイルス感染症対策本部の役割は重大

である。本研究では、特に情報公開に焦点をあて、

アンケート調査を実施した（質問用紙は別紙１参

照）。質問の構成は、最初に対策本部の組織構成を

問うた後に、公開状況を「全部公開」、「一部公開」、

「全部非公開」に区別し、それぞれに質問を追加し

た。最後に対策本部の記録を中心に質問した。 

調査対象は 47 都道府県で、新型コロナウイルス

感染症対策本部（以下、「対策本部」とする）担当

者に対し、郵送又はメールによる自記式の質問紙調

査を配布し、回答を依頼した。調査時期は令和 3 年

12月 21日～令和 4年 1月 31日とした（一部自治体

では、回答に時間を要したため、令和 4年 3月31日

まで延長した）。時期的には、陽性者の第一例報告

から、第 5波終了後の対応を対象にしたといえる。

回収状況は、発送数 47団体に対し回収数 29団体で、

回収率は 61.7％であった。 

 

３．アンケート結果 

 本研究では、別紙1の質問に対し、主な回答部

分を記載する。 

3.1 組織に関する回答 

全回答数 29 団体のうち、対策本部を所管する事

務局を問うたところ（複数回答可）、自然災害と同

様に防災担当部局であるとしたのが 15 団体、保健

医療部局としたのも同じく 15 団体だった（図１参

照）。防災担当部局又は保健医療部局のいずれかで
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所管が24団体、両部局で共管が6団体だった。医療

対策については平時の感染症担当である保健医療部

局が担うが、経済活動や福祉、教育等特措法により

影響を受ける部分は、危機管理部局が担うケースが

多いと考えられる。 

 

3.2 対策本部の公開状況 

 対策本部の公開状況については、22 団体が原則

全部公開しているとし、冒頭写真等一部公開してい

るのは 6団体であった。回答のあった団体の 76％が

全部公開で、一部公開は 21％に留まった（図 2 参

照）。 

 

（１）全部公開する団体の場合（22団体） 

全部公開する場合のメリットについては（複数回

答可）、「対策について住民の理解が進む」が 15 団

体（68％）、「報道機関対応がしやすくなる」が 12

団体（55％）であった（図 3 参照）。自然災害の対

策本部でも、近年全部公開する団体があり、同様の

傾向がコロナ対策でも見られるようである。 

全部公開する際の課題はないかについて問うたと

ころ（複数回答可）、22件中 14件が「特に課題はな

い」であった（64％）。特にこの時期は、陽性者 

の特定に敏感であったと考えられるが、「個人情報

を含む案件の議論ができない」が 5 件（23％）であ

った（図 4参照）。 

課題を解決するために取っている対応としては

（複数回答可）、別に検討会議を設けているは 3 件

で、個人情報に関わる資料は提出しないは 8 件

（36％）であった（図 5参照）。 

 

（２）一部公開・全部非公開にする団体の場合（６

団体） 

一方、 一部公開、全部非公開にしている理由の

うち、約半数が「自由闊達な議論をしやすい」「個

人情報等に関する議論をしやすい」「本部長の記者

会見で十分」をあげた（複数回答可）。それについ

て、大半が課題なしとした（図 6参照）。 

 

図 5：課題解決のために取っている対応（N=22、
複数回答可） 
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図１：対策本部の所管部局（N＝29、複数回答可） 
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3.3 対策本部の記録等 

対策本部の議事録の作成・公開、情報発信の有効

手段（複数回答可）では、「全体の議事録作成」が

16 件（55%）、「議事録公開」「要約の議事録作成」

が各 10件（35％）の順に多い（図 7参照）。 

 

情報発信で特に有効と考えられる方法（複数回答

可）は、「HP での情報提供」で 27 件（93％）、「本

部会議終了後の記者会見」26 件（90％）の順に多

い（図 8参照）。 

 

ホームページで公開する情報（複数回答可）では、

「感染状況」が 23 件（92％）、「住民の注意事項」

が19件（76％）、「入院・療養状況」が17件（68％）

と続いている（図9参照）。 

 

3.4 アンケート結果まとめ 

実践面でコロナ対策を主導する都道府県を対象に、

その意思決定の場である対策本部の運営に着目し、

決定に至る過程を住民にどの程度公開するか等につ

いて、アンケート調査を行った。対策本部の所管部

局は、危機管理部局又は保健医療部局、又は両部局

で所管する府県が多かった。 

対策本部の内容を全部公開するとした府県が８割

近くを占める一方、個人情報等については非公開で

あることがわかった。一部公開した府県の場合、プ

ライバシー等について非公開にすることで、自由闊

達な議論ができるとの意見があった。 

 公開の方法は、ホームページ、記者会見等様々で

ある。ホームページでは、感染状況、住民の注意事

項の順に多かった。 

 

４．ヒアリング調査の実施と考察 

 アンケート調査で特に留意したのは、対策本部の

公開についてである。説明責任の観点からは、透明

性を高め、県民に全ての情報を伝えるのが望ましい。

自然災害でも、平成 2年の九州南部豪雨災害の際、

熊本県が毎回の災害対策本部をオンラインでも同時

配信する等している。 

他方、コロナ対策では、特に初期段階は陽性者の

追跡が重要であり、個人情報の取り扱いが課題とな

った。例えば、保健所を有しない市町村では、領域

内に陽性患者が発生したかを自動的に把握できるシ

ステムになっていない。都道府県が設置した管内の

保健所に確認するも、個人情報保護の観点から周知

されない状況も発生した（５）。 

病床数を確保するための病院との交渉等も機微な

問題である。感染症病床以外の病床を確保する上で、

図7：対策本部の議事録の作成・公開、情報発信

の有効手段（N=29、複数回答可） 
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設備、医療スタッフ、経費の問題等、私立の医療機

関も含めハードな交渉を要求された。 

著者はこれらの課題を全部公開できるかに注目し

ていたが、アンケート結果では、対策本部を全部公

開する団体が 8割近くを占め、さらに、その多くが

深刻な課題が見当たらないとのことであった。その

ため、アンケート結果にとどまらず、暫定的ながら、

全部公開した団体及び一部公開した団体をそれぞれ

1 件選び、ヒアリング調査を実施することにした

（以下は著者の文責によりまとめたものである）。 

好意により、全部公開に対するヒアリング調査に

応じていただいたのは奈良県である。奈良県は立地

的にも大阪都心部に近く、通勤や買い物、観光客の

往来等が盛んである。第５波到来時、全国でまん延

防止等重点措置が施され、近畿地方の府県もそれに

倣った。他方、奈良県独自の疫学調査では、大阪関

連を含めた一次感染の人が県内にウイルスを持ち込

み、感染拡大を招いたこと、県自体繁華街が少なく

時短要請の効果が不明確であることを理由に、国に

要請しなかった。国との調整に難航を要する場面も

あったようだが、周囲の意向に左右されず、その地

域に見合った独自の判断を行ったことは、地方分権

の観点からも注目される。 

奈良県の場合、対策本部員は部長職等庁内職員に

限定された（会議の内容によっては、感染症専門医

に出席を求め、意見を述べてもらうこともあった。）。

課題とされた医療や介護等の案件は、それぞれの所

管部局が予め関係機関等と協議し、（知事を含めて）

庁内の検討会議で方針（案）を固めた上で、対策本

部で決定した。このことから、対策本部で一から議

論を行うというよりは、その前段階で詰めたことを

公式に決定し意思統一を図る、併せて報道機関にも

広報する色彩が強いと考えられる。対策本部修了後

は記者会見でより詳細を説明したとのことであった。 

一部公開の事例として、ヒアリング調査に応じて

いただいたのは兵庫県である。同県は 1995 年の阪

神・淡路大震災での対応を教訓に、全国初の防災監

職や、災害対策棟、災害対策宿舎等設置するなど、

全国の自治体の先駆けとなる災害対応を行ってきた。

SARS（2003 年）、鳥インフルエンザ（2004 年）、

新型インフルエンザ H1N1（2009 年）等の感染症

対策も経験している。 

兵庫県のコロナ対策本部員は部長職等庁内職員に

加え、医療関係者や保健所長の代表者等が参与とし

て参加した。医療、保健、福祉等の案件はそれぞれ

の部署で関係機関と協議し、粗方を決定する。対策

本部に先立ち知事との事前協議を行うが、本部の場

でも上記専門家の意見を受け変更することもあった。

対策本部の後、決定事項を記者会見で説明するとの

ことであった。対策本部を状況によっては議論する

場として活用することもあったと考えられる。 

 上記２県へのヒアリングからは、対策本部の形態

について、とらえ方やスタンスに違いがあると推察

される。但し、いずれの場合も、陽性者等にかかる

個人情報や病院の病床数の確保等の機微に触れる案

件については公開対象としていない。対策本部に至

る前段階で十分な議論を実施しており、結果的には、

双方に違いがないとも捉えることができる。これら

は推察結果に過ぎないので、今後も他都道府県への

ヒアリングを重ね考察を深める必要がある。 

 一方、両県とも、メディアや県民等への周知等広

報活動に尽力していることがわかった。記者会見は

もとより、ホームページ等を充実させていることが、

全体のアンケート結果からも窺えた。地方分権の観

点からも、今後、対策本部以外についても調査を行

い、コロナ対策における都道府県の役割について研

究を進めたい。 
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【別紙１】 
 

新型コロナウイルス感染症都道府県対策本部会議について 
 
【全ての都道府県でお答えください】 
問１ 新型コロナウイルス感染症都道府県対策本部「以下「対策本部」と言う。」について、お答えください。 
 
問 1-① いつ設置しましたか 
 
問 1-② 対策本部員は何名ですか            
    
問 1-③ そのうち、貴都道府県職員の対策本部員の構成について、お答えください。 
  
問 1-④ そのうち、貴都道府県職員以外の対策本部員の構成について、お答えください。 

 
問１-⑤ 対策本部会議を所管する事務局について、該当する項目に☑を入れてください。 

□ 自然災害と同様、防災担当部局   □ 平時の感染症担当の保健医療部局 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問 2  対策本部会議の開催頻度について、該当する項目に☑をしてください。 

□ 必要に応じて、随時開催としている   □ 原則、定例開催としている 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問 3 対策本部会議の公開について、お答えください。 

 
問 3-➀ 公開の状況について、該当する項目に☑をしてください。 

□ Ａ：原則、開会から閉会まで全部公開している →問 3-②へ 
□ Ｂ：冒頭写真撮影等、一部公開している    →問 4-①へ 
□ Ｃ：非公開としている            →問 5-①へ 
□ D：その他（途中から方針を変更した場合等あれば、ご記入ください） 

 
【問 3-➀において「Ａ：全部公開」とお答えいただいた都道府県のみお答えください。】 
 
問 3-➁ 入室許可の状況について、該当する項目に☑を入れてください。（複数回答可） 

□ 報道関係者の入室を許可している     □ 一般住民の入室を許可している 
□ インターネット等で同時配信をしている  □ 市区町村関係者 
□ 隣接都道府県関係者           □ その他（具体的にお答えください） 

 
問 3-➂ 公開の開始時期について、次の該当項目に☑を入れてください。（複数回答可） 

□ 当初から全部公開をしている   □ 当初は全部公開でなかったが、その後全部公開に変更した  
□ 報道機関からの要請により変更した  □ 住民からの要請により変更した 
□ 対策本部⾧等内部の判断で変更した  □ その他（具体的にお答えください） 

 
問 3-➃ 全部公開によるメリットについて、最も重要と思う項目に☑を入れてください。 

□ 対策についての住民理解が進む   □ 報道機関対応がしやすくなる 
□ メリットは余りない        □ その他（具体的にお答えください） 

 
問 3-➄ 全部公開することによって生じる課題について、該当する項目に☑を入れてください。（複数回答可） 

□ 特に課題はない            □ 自由闊達な議論が出来ない 
□ 個人情報を含む案件の議論が出来ない  □ 配布資料の作成等、事務処理に時間を要する 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問 3-➅ 全部公開により生じる課題解決のため取っている対応がある場合は、該当項目に☑を入れてください。（複数回答可） 

□ 対策本部会議とは別に検討会議を開催している 
□ 感染者個人名やクラスターの発生施設名など個人情報に係わる資料は対策本部会議に提出しない 
□ 報道機関と個人情報の発信等にかかる協定を締結している 
□ その他（具体的にお答えください） 
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【別紙１】 
 
【問 3-➀において「Ａ：全部公開」または「B：一部公開」とお答えいただいた都道府県のみ答えください。】 
問 4-1 災害対策本部を公開されている場合、公開してよいかどうか判断に迷った情報はありましたか。該当する項目に☑を入

れてください（複数回答可）。 
    □ 感染者についての個人情報 
    □ 補助金等についての不確定情報 
    □ 災害対策本部参加メンバーの個々の発言、資料 
    □ ウイルスの病原性についての不確定情報 
    □ 国の対処方針についての不確定情報 
    □ 民間企業に風評被害をもたらす可能性がある情報 
    □ 都道府県内の保健所設置市に関する情報 

   □ 他都道府県に関連する情報    
   □ 判断に迷うことはなかった 

□ その他（具体的にお答えください） 
 

問 4-2 災害対策本部を公開したことにより、災害対策本部会議の内容が行政側の意図と異なる形でメディアに報道されたこと
がありましたか。該当する項目に☑を入れてください（複数回答可）。 

   □ 首⾧の発言の一部が切り取られ、本来の意図と異なる趣旨で報道された 
   □ 報道協定が守られなかった 
   □ 非公開とすべき会議や資料が報道された 
   □ 感染者の個人情報が報道された 
   □ 感染者の発生場所の情報が報道された 
   □ そのようなことはなかった 
   □ その他（具体的にお答えください） 
 
【問 3-➀において「Ａ：全部公開」とお答えいただいた以外の都道府県（Ｂ、Ｃとお答えいただいた都道府県）のみ答えくだ
さい。】 
 
問 5-➀ 全部非公開または一部公開をしている理由について、該当する項目に☑を入れてください。 

□ 自由闊達な意見交換がしやすいから 
□ クラスターの発生施設等個人情報等に係わる議論をしやすいから 
□ 対策本部会議終了後、対策本部⾧から記者会見することで充分と思われるから 
□ その他（具体にお答えください） 

 
【全部非公開の自治体は問 5-③に進んでください】 
 
問 5-➁ 一部公開している場合には、公開している内容について、該当する項目に☑を入れてください。 

□ 開始直後の写真撮影         □ 対策本部⾧挨拶 
□ 担当部局（班）からの現況報告    □ 対策本部員による議論、意見交換 
□ 会議の決定、本部⾧によるまとめ   □ その他（具体的にお答えください） 

 
問 5-③ 全部非公開または一部公開について、課題と思われることがあれば、お答えください。 

□ 対策についての住民理解が進みにくい   □ 報道機関対応がしにくい面がある 
□ 課題はない               □ その他（具体的にお答えください） 

 
【全ての都道府県でお答えください】 
 
問 6 対策本部会議の議事録の作成・公開について、該当する項目に☑を入れてください。 

□ 映像で記録している            □ 対策本部会議全体の議事録を作成している 
□ 対策本部会議の要約の議事録を作成している □ 議事録は作成していない 
□ 映像記録の公開をしている         □ 議事録の公開をしている 
□ その他（具体にお答えください） 

 
問７ 都道府県の対策本部の運営と保健所設置市の対策本部との連携を図るため実施している事項について、該当する項目に

☑を入れてください。 
□ 対策本部⾧間（知事と市⾧）の個別協議をしている 
□ お互いの対策本部に職員を相互派遣している 
□ 主担当部局の管理職・幹部レベルで個別協議をしている 
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【別紙１】 
 
□ 担当者間の協議会議を開催している 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問８ 情報発信を行う上で特に有効と感じられた方法について、該当する項目に☑を入れてください（複数回答可）。 
   □  HP での情報提供       □ 本部会議の公開 

□ 本部会議終了の記者会見    □ TV での知事の会見・出演 
□ 新聞報道           □ facebook や Twitter 等の SNS 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問９ ホームページ等での情報開示に関して、災害対策本部の情報をどの程度公開されているでしょうか。該当する項目に☑

を入れてください。 
□  災害対策本部で使用した資料は公開する 
□  災害対策本部で使用した資料は、個人保護に関するものを除き公開する 
□  災害対策本部で使用した資料のうち、住民に無用の混乱を引き起こしかねないものを除き公開する 
□  議事録を公開する        □ 全体の議事録を公開する   
□  要約の議事録を公開する       □ 議事録の一部を公開する 
□  その他（具体的にお答えください） 

 
問 10 ホームページ等で公開する情報は、感染状況、入院・療養状況、医療提供体制、住民の注意事項、事業者等への協力要

請、支援金・協力金、教育活動等多岐にわたりますが、周知するにあたり、数値化、データ化、ビジュアル化等の面
で、工夫を凝らしているものがあれば、該当する項目に☑を入れるとともに、特色をご記入ください（複数回答可）。 

□ 感染状況      （                        ） 
□ 入院・療養状況   （                        ） 
□ 医療提供体制    （                        ） 
□ 住民の注意事項   （                        ） 
□ 事業者等への協力要請（                        ） 
□ 支援金・協力金   （                        ） 
□ 教育活動      （                        ） 
□ その他（具体的にお答えください） 

 
問 11 これまで、密な交流を避けること、接種率を上げること等住民の取り組み向上について、貴都道府県ならではの取組み

がございましたら、主なものを３つご記入ください。 
 
問 12 今後の経済活性化を図るうえで接種後の「ワクチンパスポート」の導入が着目されていま 

すが、取り組みを検討されていますが。該当する項目に☑を入れてください。 
□ 導入を予定又はする方向で検討中である（PCR 検査済の場合も認める） 
□ 導入を予定又はする方向で検討中である（PCR 検査済だけでは認めない） 
□ 導入するか否か検討中である     □ 導入しない方向で検討中である 
□ 導入しない             □ その他（具体的にお答えください） 

 
問 13 第 6 波（例：オミクロン株）に備えた貴都道府県の取組み、展望、課題等についてコメント等ございましたら、ご意見

をご記入ください。 
 
問 14 これまでの国の方針、取り組み等について、要望等ございましたら、ご意見をご記入ください。 
  

  質問は以上です。ご協力ありがとうございました。 
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【謝辞】当研究を行うにあたって、アンケート調査

に応じていただいた 29 団体の都道府県の方々に御

礼申し上げます。なかでも、ヒアリング調査にもご

協力いただいた奈良県及び兵庫県の関係者の方々に、

心より感謝申し上げます。 

 

――― 注 ――― 

(1) 1995年の阪神・淡路大震災では、兵庫県が自治省（現

総務省）との協議を経て、「阪神・淡路大震災復興基

金」を設立し、融資に伴う利子補給を実施した。初め

て補助金が支給されたのは 2001年の鳥取県西部地震

で、片山善博知事（当時）が総務省の反対を押し切っ

て実行して以来、全国で自治体レベルによる支給が相

次ぐようになった。 

(2) 当初は支給上限額 100万円で、住宅本体の再建費用には

使えなかった。2回目の改正で変更され、支給額も上限

300万円に増額した。東日本大震災では規模の大きさか

ら、国が財源の 4/5を負担した。 

(3) （1）の復興基金や 2005年の「中越大震災復興基金」等

で、NPOやコミュニティ等に対する支援、地場産業の

再建や新規産業誘致に対する支援等が実施された。例

えば、「復興支援員」など東日本大震災で制度化した

ものがある。 

(4) 近年の大災害では、国が被災自治体からの要請を待つ

ことなく実施するプッシュ型支援をとることが多くな

った。 

(5) 例えば、ある市長は知事に直談判し、陽性患者が市民

であるかを照会し、回答してもらう措置をとった。 
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活動報告 
 
 
企画委員会 
 
企画委員会では、去る 2022年7月2日（土）、早稲田大学国際会議場にて第2回春季大会を開催した（

ハイフレックス形式）。対外概要は下記のとおりである。なお、2022年度の第3回全国大会は、12月3日
（土）・4日（日）の両日に京都橘大学にて開催される予定である。 
 
１ 研究実践セミナー・セッション 
（１）「公営住宅における孤独死～家財道具等の撤去等について」 

講 師：藤島 光雄 会員（福知山公立大学、元 岸和田市） 
司会者：土屋 和彦 会員（千葉市） 

（２）「自治体におけるデジタル民主主義の現在と展望：オンライン参加型合意形成プラットフォーム 
Decidim の実践例から」 

講 師：東 健二郎 会員（Code for Japan、元京都府） 
司会者：稲継 裕昭 会員（早稲田大学、元大阪 

 
２ 報告セッション 
（１）「提案募集制度を通じた政策過程に関する一試論：一括法による権限移譲をめぐって」 

報告者：鈴木 洋昌 会員（川崎市） 
討論者：藤島 光雄 会員（福知山公立大学、元岸和田市） 
司会者：土屋 和彦 会員（千葉市） 

（２）「公営住宅における自治会の課題と今後の展望：地域自治からうかがえる地方分権改革の欠陥」 
報告者： 佐藤 太久弥 会員（福岡県） 

  討論者：和川 央 会員（岩手県立大学） 
司会者：東 健二郎 会員（Code for Japan、元京都府） 

（３）「関係法令の改正と新たに任命される教育長の職歴の相関関係について：23 特別区の教育長人事
を事例として」 

報告者：竹内 真雄 会員（東京都） 
討論者：竹内 直人 会員（京都橘大学・元福井県） 
司会者：斎藤 剛 会員（東京都北区） 

（４）「日本における公共部門の生産性測定の試み：刑事施設での業務・運営を例にして」 
報告者：稲継 裕昭 会員（早稲田大学、元大阪市）、河合 晃一さん（金沢大学：非会 

員） 
討論者：竹内 直人 会員（京都橘大学・元福井県） 
司会者：斎藤 剛 会員（東京都北区） 

（５）「八王子市の生ごみ減量施策：官民協創型の循環型社会形成を目指して」 
報告者：中川 和郎 会員（武蔵野市） 
討論者：矢口（和田） 明子 会員（酒田市、元東北公益文科大学・神奈川県） 
司会者：清島 寛明 会員（埼玉県） 

（６）「新型コロナウイルス対策にみる広域自治体の役割を考える：都道府県の対策本部のあり方に関
するアンケート調査結果から」 

報告者：青田 良介 会員（兵庫県立大学大学、元兵庫県） 
討論者：矢口（和田） 明子 会員（酒田市、元東北公益文科大学・神奈川県） 
司会者：清島 寛明 会員（埼玉県） 

 
３ 大会シンポジウム『これからの自治体人事行』 
（１）キーノート・スピーチ 

小紫 雅史 先生（奈良県生駒市長） 
（２）パネル 

パネリスト   小紫 雅史 先生（前掲） 
岡田 淳志 会員（伊勢崎市） 
大谷 基道 会員（獨協大学、元茨城県） 

モデレーター    小野 英一 会員（東北公益文科大学、元山形県） 
 

 
企画委員会 委員長 西出 順郎 
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活動報告 

 

機関誌編集担当 

 

 会員向けに機関誌『地方行政実務研究』（PDF 版）を以下のとおり発行した。 

 一定期間経過後（原則として次号刊行後）、学会ホームページに掲載する予定である。 

 今後、紙媒体での発行も検討する。 

 

第４号（2022 年冬号）（2022 年 2 月 9 日発行） 

 巻頭言 EBPM の重要性／矢口（和田） 明子（酒田市） 

 第 2回全国大会シンポジウム コロナ禍からみえる国と地方の役割 

     キーノート・スピーチ コロナへの対応から見えてきた地方自治の課題 

                             ／片山 善博（早稲田大学） 

     パネルディスカッション コロナ対策の課題・問題点とあるべき姿 

                         ～地方分権との関係性を踏まえて 

         片山 善博（早稲田大学）／牛山 久仁彦（明治大学）／ 

         出石 稔（関東学院大学）／大島 博文（大阪成蹊大学、モデレーター） 

         司会進行 瀧沢 佳宏（東京都） 

 第 2回全国大会分科会 研究論文の書き方セミナー：政策法務編 

     研究論文の作成について：政策法務編／田中 孝男（九州大学） 

 公募論文(査読付き) 研究ノート 

     対人サービスに従事する自治体職員の管理 

            ―ストリートレベルの官僚制研究の再考―／大脇 哲文（豊中市） 

 

 活動報告（企画委員会） 

 活動報告（研究支援委員会） 

 活動報告（ウェブサイト編集担当） 

 活動報告（事務局担当） 

 公募論文投稿要領 

 編集後記 

 

                       機関誌編集担当 井上 武史 
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活 動 報 告 
 

事務局担当 

 

１．会員総会の開催 

 2022 年度会員総会を以下のとおりオンラインにて開催した。 

  日  時：2022 年 7 月 2 日（日）13:20～13:50 

開催方法：Zoom によるオンライン開催 

出 席 者：63 名 

審議事項：議案第１号 2021 年度事業報告（案）     ⇒ 可決 

     議案第２号 2021 年度決算（案）及び監査報告 ⇒ 可決 

     議案第３号 規約の改正について（案）         ⇒ 可決 

     議案第４号 役員の改選について（案）        ⇒ 可決 

報告事項：報告第１号 2022 年度事業計画     

     報告第２号 2022 年度予算     

     報告第３号 新型コロナ対応検証研究プロジェクトについて 

     報告第４号 各担当理事からの活動報告 

 

２．理事会の開催 

 機関誌第 4 号の発行以降、理事会を以下のとおり 7 回開催した。 

なお、通算第 17 回、第 19 回、第 22 回、第 23 回は入会申込等を速やかに審議する必要があっ

たため、コミュニケーションツール Slack 上での臨時開催とした。 

 

（1）2021 年度第 17 回（通算第 17 回）理事会（臨時） 

開催方法：理事会 Slack 上にて開催 

審議期間：2022 年 2 月 25 日（金）～28 日（月） 

審議事項：2022 年度春の研究会の開催日程及び大会に係る報告の募集要項について 

入会の承認について 

報告事項：役員候補者選考委員会の設置と委員の公募について 

退会者について 

2021 年度会費未納者（2022 年 2 月 24 日現在）について 

 

（2）2022 年度第 1 回（通算第 18 回）理事会 

開催方法：Zoom によるオンライン開催 

 日  時：2022 年 4 月 24 日（日）11:00～12:00 

 審議事項：2021 年度事業報告について 

2021 年度決算について 

2022 年度事業計画について 

2022 年度予算について 

入会の承認について 

規約の改正について 

新型コロナ対応検証研究プロジェクトについて 

Amazon での機関誌の販売について 
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 報告事項：第 2 回春季大会について 

 そ の 他：役員の改選について 

 

（3）2022 年度第 2 回（通算第 19 回）理事会（臨時） 

開催方法：理事会 Slack 上にて開催 

審議期間：2022 年 6 月 22 日（水）～24 日（金） 

審議事項：会員資格拡大に係る学会規約の改正について 

第 2 回春季大会の基調講演及びパネル招待者に係る謝礼等の支払いについて 

第 3 回全国大会の開催について 

 新型コロナ対応検証研究会活動費補助要綱（案）について 

 入会の承認について 

 報告事項：新型コロナ対応検証研究会委員の選任について 

退会者について 

会費の請求について 

 

（4）2022 年度第 3 回（通算第 20 回）理事会 

開催方法：対面（早稲田大学国際会議場内会議室）と Zoom によるオンラインの併用 

日  時：2022 年 7 月 2 日（土）12:20～13:20 

審議事項：Amazon での機関誌の販売について 

報告事項：役員候補者名簿について 

退会者について 

 

（5）2022 年度第 4 回（通算第 21 回）理事会 

開催方法：Zoom によるオンライン開催 

日  時：2022 年 7 月 2 日（土）13:40～13:45 

審議事項：理事長、副理事長の互選について 

     理事の担当事務（企画委員長、研究支援委員長、機関誌編集担当、総務・渉外担当、

事務局担当）の指名について 

 

（6）2022 年度第 5 回（通算第 22 回）理事会（臨時） 

開催方法：理事会 Slack 上にて開催 

審議期間：2022 年 8 月 6 日（土）～8 日（月） 

審議事項：入会の承認について 

     会員からの情報周知依頼への対応方針（案）について 

 報告事項：退会者について 

 

（7）2022 年度第 6 回（通算第 23 回）理事会（臨時） 

開催方法：理事会 Slack 上にて開催 

審議期間：2022 年 9 月 4 日（日）～6 日（火） 

審議事項：入会の承認について 

     会員からの情報周知依頼への対応方針の修正について 
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３．会員管理 

・2022 年 9 月 7 日現在の会員数：研究者会員 52 名、一般会員 168 名、団体会員 13 団体 

・「2022 年度版会員名簿」（2022 年 10 月 1 日現在）を発行・配布 

 

事務局担当理事 大谷 基道 
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＜ 新聞・雑誌等掲載情報（2022 年 2 月～2022 年 8 月）＞ 

 

 

 『ガバナンス』2022 年 2 月号（「コロナ対策における国と地方の役割や課題などを議論  地

方行政実務学会第 2 回全国大会」） 

 『自治日報』2022 年 7 月 11 日付（「地方行政実務学会 これからの自治体職員は『行動力・

実現力』が必要 小紫生駒市長」） 

 『政策法務 Facilitator』Vol. 75（「学会レポート 地方行政実務学会第 2 回春季大会」） 

 『ガバナンス』2022 年 8 月号（「『これからの自治体人事行政』をテーマにシンポジウムを開

催 地方行政実務学会第 2 回春季大会」） 

 

 

【『自治日報』2022 年 7 月 11 日付】（転載許諾済） 
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【理事24名】

氏名 所属 備考

出石 稔 関東学院大学　（元横須賀市役所）

礒崎 初仁 中央大学　（元神奈川県庁） 副理事長

稲継 裕昭 早稲田大学　（元大阪市役所） 理事長

井上 武史 東洋大学　（元敦賀市役所）

今村 寛 福岡市役所

大谷 基道 獨協大学　（元茨城県庁） 事務局担当

小野 英一 東北公益文科大学　（元山形県庁）

金谷 信子 広島市立大学　（元兵庫県庁）

藏内 はるひ 台東区役所 機関誌編集担当

神山 伸一 小平市役所

後藤 好邦 山形市役所

佐藤 徹 高崎経済大学　（元豊中市役所）

瀧沢 佳宏 東京都庁

竹内 直人 京都橘大学　（元福井県庁） 総務・渉外担当

津軽石 昭彦 関東学院大学　（元岩手県庁）
研究支援・交流担当
（研究支援委員長）

堤 直規 小金井市役所

寺崎 裕量 大田区役所

西出 順郎 明治大学　（元福井県庁）
企画担当
（企画委員長）

藤原 直樹 追手門学院大学　（元大阪市役所）

二見 強史 神戸情報大学院大学　（元高砂市役所、元奈良県庁、元佐賀県庁）

圓生 和之 神戸学院大学　（元兵庫県庁）

矢口（和田） 明子 酒田市副市長　（元神奈川県庁、元東北公益文科大学）

吉川 貴代 八尾市役所

和川 央 岩手県立大学（元岩手県庁）

【監事 2名】

氏名 所属 備考

稲沢 克祐 関西学院大学　（元群馬県庁）

田中 孝男 九州大学　（元札幌市役所）

※ ウェブサイト等編集担当及び自治体等連携担当の理事については、後日指名の予定。

2022.7.2 2022年度会員総会にて選任
任期：2022年7月2日から2年間

2022～23年度　地方行政実務学会役員
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地方行政実務学会規約 

2020 年 3月 7日制定   

2022 年 7月 2日一部改正 

 

（本会の名称） 

第１条 本会は、地方行政実務学会（英文名 The Research Society for Local Public 

Administration, Japan）と称する。  

２ 本会には、支部を置くことができる。 

（本会の目的） 

第２条 本会は、地方行政の実務経験を有する研究者と自治体職員等が研究交流を行うと

ともに、実務その他の課題について個人、自治体及び研究機関の連携を推進し、もって

地方行政の充実と発展に資することを目的とする。 

（本会の事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。  

(1) 研究会、講演会及びシンポジウムの開催  

 (2) 機関誌、図書等の発行及びウェブサイト等を通じた情報提供 

 (3) 自治体の政策形成、組織運営、人材育成等に関する支援及び連携の活動 

 (4) 会員相互の共同研究、研究協力、情報交換等の促進 

(5) その他理事会において適当と認める事業 

（会員の構成） 

第４条 本会の会員は、研究者会員及び一般会員（以下「個人会員」という。）並びに団体

会員によって構成する。  

２ 研究者会員は、日本の自治体（普通地方公共団体及び東京都特別区をいう。以下同

じ。）において原則として通算 10 年間以上、常勤職員（公選職、研究職及び国からの出

向者を除く。以下同じ。）として勤務した経験を有し、かつ入会時に大学等の研究機関に

専任の研究職として勤務し、又は過去に勤務した経験を有する者（上記の実務経験を有

する一般会員が入会後に研究機関の専任の研究職となった場合を含む。）とする。 

３ 一般会員は、入会時に自治体の常勤職員として勤務し、又は過去に原則として通算 10

年間以上、自治体の常勤職員として勤務した経験を有する者であって、本会の趣旨に賛

同するもの（前項で定める研究者会員の資格を有する者を除く。）とする。ただし、入会

後、前項で定める基準を満たすことになった場合は、本人の同意を得て、速やかに前項

で定める研究者会員に変更するものとする。  

（入会の手続） 

第５条 本会に入会しようとする者（前条第 2項から第 4項までの規定に該当する個人又

は団体に限る。）は、所定の入会申込書を理事会に提出し、その承認を得なければなら

ない。 

２ 本会に個人会員として入会しようとする者は、前項の入会申込書の提出にあたり、あ

らかじめ個人会員２名の推薦を得なければならない。 
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（会員の権利） 

第６条 会員は、本会の運営に参画するとともに、本会の機関誌等の配布を受け、かつ本

会が行う各種の事業に参加することができる。ただし、団体会員は、理事会が定めると

ころによりその権利を行使する。 

２ 前項の権利の詳細については、理事会がこれを定めることができる。 

（会員の義務） 

第７条 会員は、理事会が定める会費規程により、毎年度、会費を納付しなければならな

い。 

２ 会員が 3年間分の会費を滞納した場合は、翌年度から会員の資格を失う。ただし、特

別な事情があるものとして理事会が認めた場合は、この限りでない。 

３ 会員は、本会の運営に協力し、かつ本会の会員に求められる法令遵守等に努めなけれ

ばならない。 

４ 理事会は、第 1 項及び第 3項の義務を遵守しない会員を除名その他の処分に処するこ

とができる。ただし、当該処分を行おうとする場合は、特別な事情がない限り当該会員

に弁明の機会を付与しなければならない。 

（会員の退会） 

第８条 本会を退会しようとする会員は、所定の退会届を理事会に提出しなければならな

い。 

（本会の機関） 

第９条 本会に、次の機関を置く。  

 (1) 会員総会 

 (2) 理事会 

(3) 監事 

(4) 役員候補者選考委員会 

(5) その他理事会が定める機関 

（会員総会） 

第 10 条 会員総会は、全会員によって構成するものとし、原則として毎年１回開催し、次

の事項を審議・決定する。 

 (1) 規約の廃止・改正 

 (2) 会務及び会計報告の承認 

(3) その他本会の運営に関する重要事項 

２ 理事長は、会員総会を招集し、その議長を指名する。 

（会員総会の議事） 

第 11 条 会員総会の議事は、出席会員の過半数をもって決定する。   

２ 総会に出席しない会員は、書面により他の出席会員にその議決権を委任することがで

きる。 

３ 団体会員は、その指定する者をもって議決権を行使する。 

（理事会） 
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第 12 条 理事会は、全理事によって構成し、本会の会務を処理する。 

２ 理事会は、理事長が招集し、その議長を務める。 

３ 理事は、26 名以内とし、別の規程で定めるところにより役員候補者選考委員会から推

薦された会員について、会員総会においてこれを選任する。 

４ 理事会は、自らの任期中に会務の遂行のために特に必要になった場合は、前項で定め

る理事の定数の範囲内で、かつ当該任期中に合計３名まで、会員の中から理事を選任す

ることができる。 

５ 理事又は監事が欠けた場合は、理事会が後任者を選任する。 

（理事長及び副理事長） 

第 13 条 理事会は、理事の互選により、理事長及び副理事長各１名を選任する。 

２ 理事長は、本会を代表し、会務を総括する。 

３ 副理事長は、理事長を補佐して会務に従事するとともに、理事長が欠けた場合又は職

務を遂行できない場合に、その職務を代行する。 

４ 理事長及び副理事長がともに欠けた場合は、理事会が理事の中から代表理事を選任

し、当該理事が理事長の職務を代行する。 

（担当理事及び委員会） 

第 14 条 理事会は、理事の中から次の事務を担当する者を指名することができる。 

 (1) 総務・渉外担当 

 (2) 企画担当 

  (3) 機関誌編集担当 

 (4) ウェブサイト等編集担当 

  (5) 自治体等連携担当 

 (6) 研究支援・交流担当 

  (7) 事務局担当（幹事） 

  (8) その他理事会が定める事務 

２ 理事会は、必要があると認める場合は、前項各号に定める事務を担当する委員会を設

置することができる。当該委員会の委員長は、前項に基づいて指名された理事とし、そ

の委員は会員の中から当該委員長がこれを選任する。 

（監事） 

第 15 条 監事は２名とし、会計及び会務執行を監査する。 

２ 監事は、別の規程に定めるところにより役員候補者選考委員会から推薦された会員に

ついて、会員総会においてこれを選任する。 

（顧問） 

第 16 条 本会に、若干名の顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、必要な場合に本会の運営に意見を述べることができる。 

３ 顧問は、理事会が会員の中から会員総会の同意を得てこれを選任する。 

（役員等の任期） 

第 17 条 理事長及び副理事長の任期は 2年とし、連続 3期を超えることはできない。ただ
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し、任期満了後においても後任者が選任されるまでは、その職務を行う。 

２ 理事及び監事の任期は 2年とし、再任を妨げない。ただし、任期満了後においても後

任者が選任されるまでは、その職務を行う。 

３ 第 12 条第 4 項に基づいて選任された理事の任期は、その選任時に同条第 3 項に基づ

いて選任されていた理事の任期満了時までとする。 

４ 第 12 条第 5 項に基づいて選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（本会の会計） 

第 18 条 本会の会計年度は、毎年 4月 1日から翌年 3月末日までとする。 

２ 本会の予算は、理事会が決定するものとし、直近の会員総会で報告するものとする。 

３ 本会の決算は、理事会が決定し、監事の監査を経て会員総会が承認するものとする。 

（規約の改正等） 

第 19 条 本規約を変更するには、会員総会の承認を得なければならない。この場合におい

て会員の権利・義務に関する変更については、出席会員の 3分の 2以上の賛成を得なけ

ればならない。 

２ この規約に定めのない事項については、理事会がこれを定めることができる。 

 

附則 

１ この規約は、2020 年 3 月 7 日から施行する。 

２ 本会設立時におけるこの規約の適用については、本規約に「会員総会」とあるのは

「会員予定者総会」と、「役員候補者選考委員会」とあるのは「発起人会」と、それぞ

れ読み替える。 

３ 本会設立時までに第 5条第 1項で定める入会申込書を提出した者であって、発起人会

が会員の資格を満たすことを確認して承認したものは、会員予定者とし、かつ本会設立

により会員になるものとする。 

４ 本会設立時から 1 年以内に入会する一般会員については、理事会の承認により、第 5

条第 2項で定める推薦を省略することができる。 

５ 本会設立時に選任された役員の任期については、第 17 条第 1項及び第 2項の規定にか

かわらず、会員総会の開催時期を考慮して、理事会がこれを定める。ただし、この任期

は３年未満でなければならない。 

６ 2020 年度の本会の会計は、第 18 条第 1項の規定にかかわらず、2020 年 3 月 7 日から

2021 年 3 月末日までとする。 

附則 

 この規約は、2022 年 7 月 2 日から施行する。 

 

  



80 
地方行政実務研究 第 5 号（2022 年秋） 

 【参考】会員の資格等の要点 

 

会員区分 会員の資格 推薦人 理事会等

の承認 

会員の権利 会費 

研究者会員 ①自治体において原則と

して通算 10 年間以上、常

勤職員（公選職、研究職

及び国からの出向者を除

く）として勤務した経験

を有すること 

②大学等の研究機関に専

任の研究職として勤務

し、又は過去に勤務した

経験を有すること 

(または) 

③①の経験を有する一般

会員が入会後に研究機関

の専任の研究職となった

こと 

個人会員 2名

の推薦が必要 

 

必要 ①本会の運営に

参画 

②機関誌等の配

布を受ける 

③本会が行う各

種事業に参加 

7000 円

/年 

一般会員 ①自治体の常勤職員（公

選職、研究職及び国から

の出向者を除く）として

勤務する者 

（または） 

②過去に原則として通算

10 年間以上、自治体の常

勤職員（同上）として勤

務した経験を有する者 

③本会の趣旨に賛同する

こと 

個人会員 2名

の推薦が必要 

 

必要 ①本会の運営に

参画 

②機関誌等の配

布を受ける 

③本会が行う各

種事業に参加 

5000 円

/年 

団体会員 ①自治体 

②地方自治に関する研究

機関 

③本会の趣旨に賛同し、

当会の研究活動に参加

し、又はこれを支援する

団体 

不要 必要 理事会の定めに

よる（規程：①

議決権あり、②

機関誌等の配布

を受ける、③本

会事業に一般参

加者として出

席、本会の要請

により研究会等

で報告又は機関

誌等に寄稿可

能） 

1 口

10,000

円/年 
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地方行政実務学会機関誌『地方行政実務研究』 

投稿論文の募集について 

 

 

地方行政実務学会では、「公募論文制度（査読付き）」を設けています。 

会員の研究活動を支援し、地方行政の充実と発展に資することを目的としています。 

投稿された論文は、当該分野の第一人者である専門の研究者に審査（査読）を依頼し、 

その結果を踏まえ、地方行政の充実と発展に資する高い価値が認められるものは、 

本会の機関誌『地方行政実務研究』に掲載します。 

積極的にご応募ください。 

                       地方行政実務学会 研究支援委員会 

                                                    委員⾧ 津軽石 昭彦    

【主な特徴】 

＊論文のテーマは自由です。 

（地方行政の充実と発展に資する研究であれば応募者が自由に設定できます。 

 地方行政の実務の課題等を踏まえた学術的な研究を期待します。） 

＊応募点数に制限はありません。 

＊応募区分は「研究論文」と「研究ノート」です。 

＊投稿の提出期限は設けず、随時募集しています。 

＊査読期間は概ね３～４か月（修正を要する場合等の再査読も同様）とし、 

 採択が決定した後の直近の機関誌『地方行政実務研究』に掲載します。 

 採択の決定から機関誌掲載までの間、投稿者の希望により掲載証明書を交付します。 

※問合せ先：atugaru(ｱｯﾄﾏｰｸ)kanto-gakuin.ac.jp（津軽石） 

 

 

＊第１期(2020.3.30～2022.7.2)の審査体制 

【研究支援委員会】 

圓生和之(委員⾧)、井上武史、大谷基道、金川幸司、西出順郎、細見正樹 
 
【査読委員】 

礒崎初仁、稲沢克祐、岩﨑忠、小笠原章、小野英一、佐藤徹、澤俊晴、澤田道夫、 

竹内直人、田中孝男、津軽石昭彦、畑正夫、初谷勇、藤島光雄、藤原直樹、 

松村享、三好規正、山中雄次                 

（敬称略、五十音順） 
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公募論文 投稿要領 

 

研究支援委員会 

 

１ 応募資格   

当会の個人会員（研究者会員・一般会員）であることを要件とします。 

共著の場合も、共著者全員が個人会員であることを要しますので、個人会員でない場合

は投稿の際に入会申請をしてください。  

 

２ テーマ・内容  

  本会の目的である地方行政の充実と発展に資する研究であれば応募者の自由とします。 

  地方行政の実務の課題等を踏まえた学術的な研究が基本となります。  

 

３ 二重投稿の禁止 

他誌などに既発表・掲載決定済みまたは投稿中の論文・研究ノート等と同一内容の論文

を投稿することはできません。（全く同一でなくても、その内容がきわめて類似している

と判断される場合も該当することがありますので、ご注意ください。） 

ただし、学会等において口頭発表したものの内容を発展させた論文を投稿することは

できます。（この場合は必ず９(2)③の業績一覧表にその旨を記載してください。） 

当会で審査過程にある投稿論文は、同時に他機関の各種出版物への投稿・掲載及びウェ

ブサイト等による公表をしてはいけません。 

 

４ 応募点数 

  制限はありません。 

（前項（二重投稿の禁止）の規定を遵守したものであれば、同時に複数の投稿をすること

もできます。また、過去に掲載された会員からの投稿も、他の投稿と同様に扱います。） 

 

５ 応募区分と原稿枚数 

 (1) 研究論文 ：地方行政に関わる研究成果をまとめた学術論文   

         既定の執筆フォーマットで 12枚以内（図表等含む。約 20,000 字以内）  

 (2) 研究ノート：理論仮説、分析枠組、政策モデル等において研究途上にあるものの、 

         今後の研究・実践の基礎となり得る分析・考察をまとめた学術論文 

         （主に一般会員を対象としますが、単なる施策紹介や実践記録などでは

なく、分析・考察を深めた学術論文であることが必要です。） 

         既定の執筆フォーマットで８枚以内（図表等含む。約 13,000 字以内） 

を標準としますが、最大 12 枚以内（図表等含む。約 20,000 字以内） 

まで可能とします。  

 

６ 原稿締切と査読期間 

随時募集とします。 
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査読期間は概ね３～４か月（修正を要する場合等の再査読も同様）とし、採択が決定し

た後の直近の機関誌に掲載します。 

なお、採択の決定後、機関誌への掲載までの間、投稿者の希望により掲載証明書を交付

します。  

 

７ 審査方法 

研究支援委員会が、論文ごとに複数の匿名の査読者に審査を依頼し、その審査結果に基

づき、研究支援委員会において掲載の可否を決定します。 

審査方法の詳細は、審査要領を参照してください。 

 

８ 審査基準 

主題の明晰さ、命題(仮説)と事実(実証)及びその方法などの的確さ、知見の新しさなど

を基準とし、本会の目的である地方行政の充実と発展に資する学術論文としての適切さ

を審査します。 

 

９ 応募要領 

 (1) 執筆の要領  

  「公募論文執筆要領」に基づいて執筆してください。 

   執筆にあたっては、査読の際に著者が判明しないように配意してください。 

（例えば、自己の著書や論文等を引用する場合も「拙著」「拙稿」などとは記載せず、

他の文献と同様に表記してください。また、学会発表や科研費プロジェクトの記述に

もご注意ください。） 

 (2) 提出物 

 応募にあたっては、次の４点を提出してください。 

  いずれも、学会ウェブサイトに掲載している様式を用いて作成し、その電子データ

（①②③④：Word 形式＋②：PDF 形式）を添付したＥメールで提出してください。 

 ① 応募申込書 

   執筆者の所属・氏名、論文題目、申込日、応募区分、連絡先等を記載した応募申

込書を提出してください。 

  ② 論文本文 

「公募論文執筆要領」に基づいて執筆した論文本文とともに、200 字から 400 字まで

の要旨と４つまでのキーワードを本文の前に記載して提出してください。 

  ③ 業績一覧表 

学術論文等の研究業績のある応募者は、過去５年間の業績一覧表を提出してくだ

さい。現物の提出は不要です。 

業績には、既発表のものに加え投稿中のもの及び学会等における口頭報告を含み

ます。また、投稿する論文のテーマと類似する業績があれば過去５年以前のものも記

載してください。いずれも、上記「３二重投稿の禁止」の確認ができるように必要な

事項を記載してください。 

これらに該当する業績のない会員は、業績一覧表を提出する必要はありません。 
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  ④ 誓約書 

応募者は、研究不正がないことを自己申告する誓約書を投稿時に提出してくださ

い。共著の場合は、執筆代表者が誓約書を提出してください。 

 (3)  原稿送付先・問合せ先 

 地方行政実務学会 研究支援委員会（関東学院大学 津軽石昭彦 研究室内） 

  E-mail: atugaru(アットマーク)kanto-gakuin.ac.jp 

 

10 機関誌への掲載と機関誌の形態  

審査の結果、採択を決定した論文は、本会の機関誌に掲載します。 

本会の機関誌は、学会ウェブサイトへの掲載によるニュースレター形式で、会員専用サ

イトに掲載された後、一定期間を経て一般公開されます。 

学会ウェブサイトへの掲載という形態のため、別刷は作成しませんが、機関誌に掲載す

る論文のページ内に「本研究は複数の匿名の査読者による審査を経た査読付き論文であ

る」旨を明記するほか、発刊年月・巻・号・頁も欄外に記載するなど、該当ページだけで

別刷と同様に活用できるようにします。 

 

11 著作権  

掲載された論文の著作権は地方行政実務学会に帰属します。また、掲載された論文の執

筆者は、論文をウェブサイトで公開することに同意したものとします。 

掲載された論文を執筆者が他の出版物、ウェブサイト等に転用する場合には、あらかじ

め文書により研究支援委員会の了承を得てください。転用の際は、転用先の出版物に、本

会機関誌掲載の論文題目、本会機関誌の名称、掲載年、巻、号、頁を明記していただくこ

とが必要です。 

 

12 不正行為等への対応 

 以下の問題が生じた場合には、掲載が決定した論文や既に掲載された論文であっても、掲

載を取り消すことがあります。その審議と決定は、研究支援委員会が理事会との協議のもと

で行います。 

 (1)  二重投稿の禁止等を定めた投稿要領に反することが判明した場合 

 (2)  データ捏造、虚偽の記載、剽窃等の研究不正が判明した場合 

 (3) 研究倫理に反する行為が判明した場合 

 (4)  その他、研究支援委員会において疑義が生じた場合 

 

13 その他  

 (1) 研究支援委員会の委員や査読者となった会員からの投稿も妨げません。ただし、これ

らの投稿者の投稿に係る審査は、全てこれらの投稿者を参画させることなく実施しま

す。 

 (2) 全体の応募状況や掲載に至る経緯のあらましなどについては、機関誌に簡単な報告

を掲載します。  

        （研究支援委員会 2020 年 3 月 30 日決定、2021 年 5月 14 日一部改正） 
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編集後記 

 
『地方行政実務研究』地方行政実務学会の第５号を発刊いたしました。発刊にあたり、お忙し

いなかご協力をいただきました皆様に心よりお礼申し上げます。 
 
今回は今年７月に開催しました第２回春季大会のシンポジウムとパネル・ディスカッション、

研究実践セミナーセッション及び報告セッションの内容などを掲載しています。 
 
シンポジウムとパネル・ディスカッションの記録からは、「今、この瞬間から何かを変えていき

たい」という熱く爽やかな会場の空気が伝わってきます。大会への参加後、日頃の実務や研究の
取り組みに対する向き合い方が変化した会員も多かったことと思います。 
 
研究実践セミナーセッション及び報告セッションの内容を機関誌に掲載することは、初めての

試みですが、いかがだったでしょうか。本学会は「実務と研究の橋渡し」という役割を担うべく
活動しております。その機関誌である『地方行政実務研究』では、今後も地方行政に関する交流
と刺激の場となるような、開かれた誌面づくりを目指していきますので、ご支援をいただければ
幸いです。また、公募論文への投稿もお待ちしております。 
 
これからも、皆様からのご投稿と末永いご愛読をよろしくお願いいたします。 

 
（機関誌編集担当理事：藏内 はるひ） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表紙写真：紫式部公園（福井県越前市） 
霊峰・日野山を借景に池や築山を配し、平安時代の庭園を再現した全国で唯一の寝殿造り庭園。

隣にある「紫ゆかりの館」では、紫式部と越前国府に関する資料を展示しています。 
長徳２年（996 年）、紫式部は越前国司に任ぜられた父とともに越前市を訪れ、１年余りを過ご

しました。北陸の冬を体験したり、敦賀の松原客館に滞在する宗人を通じて、先進的な大陸の文
化に直接触れたことは、紫式部に大きな影響を与えたと考えられています。 
2024 年大河ドラマは、紫式部を主人公とした「光る君へ」に決定。同年春には、北陸新幹線「越

前たけふ駅」（新駅）が開業します。 
 

＊各会員の皆様から表紙を飾る写真の提供を募集しています。 
詳しくは機関誌編集担当理事まで。 
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